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○ 大学の概要

（１）現況
① 大学名

国立大学法人新潟大学

② 所在地
本部，五十嵐地区，旭町・西大畑地区 新潟県新潟市

③ 役員の状況
学長名 長谷川 彰 （平成１６年４月１日～平成１８年１月３１日）

(平成１８年２月１日～平成２０年１月３１日)
理事数 ６人
監事数 ２人

④ 学部等の構成
教育研究院

人文社会・教育科学系
自然科学系
医歯学系

学 部
人文学部
教育人間科学部
法学部
経済学部
理学部
医学部
歯学部
工学部
農学部

大学院
教育学研究科
保健学研究科
現代社会文化研究科
自然科学研究科
医歯学総合研究科
実務法学研究科

附置研究所
脳研究所

附属病院
医歯学総合病院

附属学校
教育人間科学部附属新潟小学校
教育人間科学部附属長岡小学校
教育人間科学部附属新潟中学校
教育人間科学部附属長岡中学校
教育人間科学部附属養護学校
教育人間科学部附属幼稚園

新潟大学
⑤ 学生数及び教職員数

学生数
人文学部 １，０８３ 人（留学生内数 ３人）
教育人間科学部 １，７０５ 人
法学部 １，０７１ 人（留学生内数 １８人）
経済学部 １，４３０ 人（留学生内数 １６人）
理学部 ８８０ 人（留学生内数 ３人）
医学部 １，２８９ 人
歯学部 ３４８ 人
工学部 ２，３００ 人（留学生内数 ４０人）
農学部 ７０９ 人（留学生内数 １人）

教育学研究科 ８４ 人（留学生内数 ５人）
保健学研究科 ６０ 人（留学生内数 １人）
現代社会文化研究科 ２８６ 人（留学生内数１０４人）
自然科学研究科 １，２５０ 人（留学生内数 ６１人）
医歯学総合研究科 ５３９ 人（留学生内数 ５８人）
実務法学研究科 １２１ 人

養護教諭特別別科 ４９ 人

教育人間科学部附属新潟小学校 ５０５ 人
教育人間科学部附属長岡小学校 ４３１ 人
教育人間科学部附属新潟中学校 ３５６ 人
教育人間科学部附属長岡中学校 ３５６ 人
教育人間科学部附属養護学校 ６３ 人
教育人間科学部附属幼稚園 ６６ 人

教職員数 ２，４３５ 人

（２）大学の基本的な目標等
新潟大学は，高志の大地に育まれた敬虔質実の伝統と世界に開かれた海港都市の進

取の精神に基づいて，自律と創生を全学の理念とし，教育と研究を通じて地域や世界
の着実な発展に貢献することを全学の目的とする。

この理念の実現と目的の達成のために，
１．教育の基本的目標を，精選された教育課程を通じて，豊かな教養と高い専門知識

， ，を修得して時代の課題に的確に対応し 広範に活躍する人材を育成することに置く
２．研究の基本的目標を，伝統的な学問分野の知的資産を継承しながら，総合大学の

特性を活かした分野横断型の研究や世界に価値ある創造的研究を推進することに置
く，

３．社会貢献の基本的目標を，環日本海地域における教育研究の中心的存在として，
産官学連携活動や医療活動等を通じ，地域社会や国際社会の発展を支援することに
置く，

４．管理運営の基本的目標を，国民に支えられる大学としての正統性を保持するため
に，最適な運営を目指した不断の改革を図ることに置く。

（３）大学の機構図

別紙のとおり
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新潟大学

　　　　　　　　　　　　　 　役　　員　　会　（７人）
　　 　　　（運営等の重要事項の審議）

    経 営 協 議 会
　　　 　(16人)
（主に経営面を審議）

　　　企画戦略本部
　学長，理事，評価センター長，
　　東京事務所長，専任教員，

　　学長指名の職員

　　　  大学運営会議

　　　 学長，理事，副学長，
　　　　事務局各部長

　　　　　　　　　　　　　学系，学部，研究科，センター等

　　　　　全　　学　　委　　員　　会

　　教育研究評議会
 　　　　(　42人　)
 （主に教学面を審議）

　理　事
 (副学長)
総務担当

　理　事
 (副学長)
教育担当

　理　事
 (副学長)
研究担当

　理　事
 (副学長）
社会連
携・財務
担当

　理　事

事務総括
担当

　理　事

訟務担当
 (非常勤)

施
策
等
の
提
示
・
実
施
指
示

教育研究に関する方針案等の提案

審議結果

監事室
（監事：常勤・非常勤各１人）

 （監事室補助者：総務部長，総務

課長，企画課長，財務企画課長）

 　　　　 国立大学法人新潟大学における基本的運営体制図

　学 　　長

経営方針，計画案等の提案

審議結果

　　学内委員
・学長
・学長指名の
　理事　６人
・学長指名の
　職員(病院長）

　 学外委員

　　　８人

・学長　　　　　     ・ 病院長(副学長）
・学長指名の　    ・ 附属図書館長
　理事    ５人      ・ 副学長　　４人
・学系長 ３人　　  ・ 副学系長 ３人
・学部長 ９人　 　 ・ 副学部長 ９人
・研究科長 ４人　 ・ 副病院長 １人
・脳研究所長

文部科学大臣

意見提出

意
見
提
出

　副 学 長
 　( ５人)

　　学長選考会議
　　　　（１３人）

　経営協議会　　　５人
　教育研究評議会　５人
　理事　　　　　　３人

　　事 務 局

学長が諮問する事項並びに経
営協議会及び教育研究評議会
の運営等について協議

戦略策定，情報収集・
分析，対外折衝　など
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新潟大学
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※平成18年度における再編状況については 「資料編」資料5 30Pを参照，
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全 体 的 な 状 況

新潟大学では，法人化を契機として，学長がリーダーシップを発揮し，戦略的・効果 附属図書館では電子ジャーナルの一層の充実に努め，国立大学法人としては第1位(5)
的な大学運営を行えるよう，教育研究・業務運営等の各分野において，新たな制度の導 のタイトル数（16,980タイトル）を備えた。アクセス数は，月平均34,000件（前年
入や，組織の設置等を行った。 度25,000件）に増加した。

平成17年度には，これらの取り組みを継続し，特に実質的に機能させるよう努めると
３ 社会貢献等の取り組みともに，新たな取り組みを開始するなど，年度計画を着実に実行した。

大学や新潟大学駅南キャンパスで，各学部の特色を生かした多彩な公開講座，セ(1)
ミナー，講演会，研修会等を実施した。また，地域連携の一環として，県内の自治Ⅰ 教育研究等の質の向上
体との連携による公開講座，講演会等を実施した。さらに，高大連携事業としてオ
ープンキャンパス，学部学科体験，新潟大学模擬授業「キミも新大生！ ，県内高等１ 教育面での取り組み 」

教養科目と専門科目の授業科目区分を廃止し 平成16年度に分野・水準表示法 ベ 学校との特設提携講義や高等学校への出前授業などを組織的に実施した。(1) ， （
， ， ，ンチマークシステム）の導入により，学生が既修得内容と達成度に応じて適切な授 知的財産本部 地域共同研究センターは 新潟県大学連合知的財産本部と連携し(2)

業科目を選択できるよう授業科目の体系化を図った。このような学士課程教育の改 知財活動を強化した。この結果，国内特許出願数は62件，技術移転実績は４件，共
善のため，平成17年度に発足した全学教育機構では 「全学教育支援システム推進事 同研究数は136件，受託研究件数は116件となり，前年度より増加するとともに，金，
業 （平成17年度採択）を着実に遂行するとともに，授業科目に付している分野・水 額も１割増加した。また （株）新潟ティーエルオーと業務提携契約を締結し，連携」 ，
準表示法に関する分析を行った。その分析結果に基づき，さらなる教育改善へと進 強化による技術移転促進を図った。国立大学法人としては初めて（株）新潟ティー
行する段階にある。また，複線型履修を可能とする副専攻制度（オナーズプログラ エルオーに対して出資することを決定し，文部科学省から認可を受けた。
ム）は，平成16年度に試行的に発足した課題別副専攻に加え，平成17年度は 「法律 包括連携協定を締結している第四銀行とは 「だいし技術相談サポートサービス」， ，(3)
学 「政治学 「経済学 「電子・情報科学」等の分野別副専攻を追加し，合計19プロ を開始し，地域産業の高度化に貢献した。また，新たに新潟市，日本政策投資銀行」 」 」
グラムで本格導入を行った。平成17年度卒業生のうち，17人の学生が最初の副専攻 とも包括連携協定を結び，教育・文化・産業などの分野での連携事業を開始し，産
取得認定を受けた。 官学連携を進めた。

｢ものづくりを支える工学力教育の拠点形成｣（特色ＧＰ採択 「中越地震に学ぶ 「大学国際戦略本部強化事業」の採択を受け，国際学術研究を戦略的に推進するた(2) (4)），
赤ひげチーム医療人の育成 （医療人ＧＰ採択 「留学生大学院教育の実質化による め，国際戦略本部を設置し，パイロットプロジェクトを立ち上げた。また，国際交」 ），
国際貢献 （魅力ある大学院教育イニシアティブ採択 「裁判と法実務の国際的体験 流協定校等の研究者を招聘し，国際シンポジウムの開催や，教員・学生の交流を積」 ），

」 ， 。研修プログラム （法科大学院教育推進プログラム採択）など，各種ＧＰに採択され 極的に行い 諸外国との連携強化を図るとともに国際的視野に立った教育ができた
た事業を中心に，独自の教育プログラムを推進した。また，地域を多面的に探求す 医歯学総合病院では，医療人ＧＰ「中越地震に学ぶ赤ひげチーム医療人の育成」(5)
ることを目的に 新潟学 新潟の地質・災害を探る 越後平野の成り立ちと生活 の実施体制を整備し，平成17年度は地域の医療機関８施設に地域支援テレビシステ，「 」「 」「 」
などの新潟大学個性化科目を開講・充実した。 ムを設置，大学病院各診療科との間でテレビ会議システムによる症例検討などを行

就職部を｢キャリアセンター｣に改編し，進路相談，就職ガイダンス，企業及び官 った。また，既に８件の高度先進医療を実施しており，平成17年度には新たに顔面(3)
公庁説明会 キャリアインターンシップなど 就職支援活動の一層の充実に努めた ・頭蓋に変形のある症例に対するCT画像による３次元立体モデルを用いた新しい手， ， 。
博士課程に在籍する大学院生の研究活動活性化のため，英文誌等への論文投稿と国 術方法を開発し，高度先進医療の申請準備を行った。
際会議での研究発表に対し平成16年度より支援しており，平成17年度は配分額を増 附属学校では，附属学校運営協議会（附属学校と教育人間科学部教員とで組織）(6)
額した。 における協議を通じて，教育研究の充実に努めた。研究開発校の指定を受けた長岡

地区においては，幼・小・中の12年間を見通した教育課程の研究開発に取り組み，
研究期間３年間の成果として，カリキュラムの内容配列や指導法の改善，発達段階２ 研究面での取り組み

先端研究分野における横断型の研究体制を構築し，研究教育体制の高度化を図る に応じた評価の視点等を提案した。特別支援教育をひとつの柱としている新潟地区(1)
ことを目的とする「超域研究機構」では，新たに第Ⅱ期募集プロジェクトを公募審 では，養・小・中学校間での交流教育を進めており，附属学校運営協議会の下に設
査し，文系プロジェクトの強化，情報通信，低温物理，バイオ分野の充実，社会貢 けた軽度発達障害児教育研究班では，公開講座を実施した。
献部門の強化のため10件を採択した。また，新たに６人の流動教員を配置し研究活

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化動を支援した。
21世紀ＣＯＥプログラム「脳神経病理学研究教育拠点形成」を支援するため，新(2)

１ 法人運営体制の確立と効果的活用たに任期制の教員配置を行った。また，脳病理標本をデータベース化し，世界をリ
ードする脳神経病理学の研究拠点をネットワーク上に構築するため，ネットワーク 学長がリーダーシップを発揮するとともに，円滑な法人運営を行うために 「企画，
の高速化，病理標本のデジタル化などの計画を概ね実施した。さらに，連携融合事 戦略本部 「大学運営会議」を設置した （平成17年度の主な活動は次のとおり）」 。
業「水分子の脳科学」遂行のため，ＰＥＴ棟の新営，任期制教員の配置を行った。 企画戦略本部は，学長主導により戦略的施策・方針の企画立案を策定することを(1)

学内の戦略的研究資金である「新潟大学プロジェクト推進経費」により，大型助 目的としており，平成17年度には，①弾力的な人事制度（ 特任教員」制度 ，②災(3) 「 ）
成研究の継続として５件に優先配分を行い，新たに４件を採択し，複数年研究を担 害復興科学センターの設置構想，③人件費削減への対応方針，④流動定員の配置方
保した。また，若手研究者奨励研究の対象を拡げた。 針等の多くの新たな施策・方針を企画立案した。

学内の自主的な学際的研究グループを研究拠点に発展させるために導入した「コ 大学運営会議は，運営全般にわたる事項について幅広く協議することを目的とし(4) (2)
ア・ステーション」制度に基づき 「復興科学センター （平成16年度設置）では， ており，平成17年度には，新潟市や日本政策投資銀行との包括連携協定，文部科学， 」
新潟県地域における災害復興について多角的視野からの調査研究を進めるなど成果 省「大学国際戦略本部強化事業」採択に伴う事業の推進，災害シンポジウムの開催
を上げた。また，新たに６センターをコア・ステーションとして認定した。 等の重要事項について協議を行った。
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２ 戦略的・効果的な資源配分 ２ 特色ある予算配分
第Ⅰ期中期目標期間中に90人の教員定員を流動化し，戦略的な教員配置により， 学長のリーダーシップの下，評価に基づく資源配分の充実を図るとともに，全学的(1)

教育研究の高度化・活性化等を図ることとしている。平成17年度には 「脳研究所」 視野に立ったダイナミックで機動的な財務運営が可能な予算配分を行った。，
「超域研究機構 「地域共同研究センター 「社会連携研究センター 「キャリアセン 平成17年度予算では，教育環境の整備推進（電子ジャーナルの充実，講義室の空」 」 」 (1)
ター」に流動定員を配置した。 調設備の設置等 ，インセンティブ経費の倍増，中越地震等被害学生への授業料免除）

評価に基づく戦略的な予算配分を行うために導入した「インセンティブ経費」に 等が主な特色である。(2)
より，予算の傾斜配分を行った。平成17年度には，実績を踏まえて評価基準等を見 平成18年度予算編成では，優秀な学生の確保，在学生の学業成績向上等の観点か(2)
直すとともに，予算額を１億円に倍増した。本経費は，各組織の長のリーダーシッ ら，新たに学業等成績優秀者に対する給付型の奨学金制度を創設した。また，財務
プにより，教育研究の水準向上や改善に活用された。 状況の分析により，教育関係経費（修学支援貸与金制度，ボランティアセンター経

費，学生募集経費，高大接続事業等）の充実を図ることを決定した。
３ 業務運営の効率化
(1) ３ 外部資金等の自己収入の確保方策全学的に外注化を含めた業務の合理化・効率化について検討し 「外注化・合理化，

できる業務」及び「省力化・廃止できる業務」を洗い出した。また，医歯学総合病 「自己収入の増加に関する目標を達成するための行動計画 （平成16年度策定）の(1) 」
院においては，医事課業務の一部を外注化した。 目標達成に努めた。特に，科学研究費補助金，共同研究費等を評価指標として予算

事務組織の運営状況を点検し，業務の効率化を図るため，①「業務改善推進課」 配分を行う「インセンティブ経費」を倍増し，外部資金の獲得に努めた結果，行動(2)
の新設（３年間の時限設置 ，②外部資金の獲得機能を強化するため，研究支援部の 計画の対象としている外部資金において約１億６千万円の増となった。）
組織を充実，③「学部事務部」を「学系事務部」に再編等を決定した。 学内の各部署に対して検定料，農場・演習林収入，講習料等の収入目標額を設定(2)

し，達成度により翌年度における支出予算を増減させる措置を引き続き行った。
医歯学総合病院では，各診療科が年度内の利益目標額を年度初めに宣言し，年度４ 教育研究組織の柔軟な見直し (3)

「共通基盤組織 「学長・理事直属組織」として整備した各組織については，常に 末にその増分目標額を達成した診療科に増分額の一部を設備費として配分する「成(1) 」
最適な組織形態となるよう見直しを行っており，平成17年度には，新たに「キャリ 果主義」を実施しており，平成17年度には新たに中央診療部門や看護部門について

」 。 ， ，アセンター 「社会連携研究センター」を設置した。また，自然災害に見舞われた地 も導入した さらに 病棟及び外来クラークの活用や特定有期雇用職員制度の導入
， （ ） 。域社会のニーズに応えるため，既設の「積雪地域災害研究センター」を発展的に改 病院教授等の称号付与等により 病床稼働率を向上 対前年度比4.0%上昇 させた

組し，新たに「災害復興科学センター」を設置することを決定した。
(2) ４ 経費の抑制方策学内の自主的な学際的研究グループを研究拠点に発展させるために導入した「コ

ア・ステーション」制度に基づき，平成17年度には 「地域文化連携センター 「物 総人件費改革の実行計画を踏まえ，本学の対応方針を決定した。具体的には，中， 」 (1)
質量子科学研究センター」等の６センターを３年間の時限で設置した。 期的な人件費所要額についてシミュレーションを行った上で，定員削減計画の実施

と外注化等による効率化を推進することにより，人件費の削減を行うこととした。
「省エネ行動計画」の実施による電気料金やガス料金の縮減や，ボイラー設備の５ 外部有識者の積極的活用 (2)

高度の専門的知識，経験を必要とする教育・研究・診療等のプロジェクトに従事 統合による運転管理費の縮減など，光熱水料を約9,460万円縮減した。また，委託業(1)
する教員等を年俸制で有期雇用する制度（特任教員制度）を平成17年度に新たに創 務を見直し，学内廃棄物処理施設を利用することにより経費を縮減するとともに，
設した。 宅配便発送事務の一元化，定期刊行物の契約見直しにより，管理経費を縮減した。

経営協議会等の外部有識者の意見を踏まえて，①「社会連携研究センター 「キャ 医歯学総合病院では，医事課レセプト業務の外注化について年次計画を立て，平(2) (3)」
リアセンター」の設置，②学業等成績優秀者に対する給付型の奨学金制度の創設， 成17年度には職員６人を縮減し，人件費を削減した。
③社会貢献を推進するための予算配分基準の見直し等大学運営に反映した。

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
６ 内部監査機能の充実
(1) １ 自己点検・評価の充実と活用監事の下に設置された「監事室」や内部監査部署を中心に内部監査が適切に行わ

れた。平成17年度には，業務運営の改善・効率化やキャンパス整備の取り組み等に 「企画戦略本部」の下に設置した「評価センター」を中心に，本学の自己点検・評(1)
ついて監事による部局実地調査が行われ その結果が大学運営に反映された また 価活動を推進した。特に，平成17年度には，法人評価や認証評価等の通常の評価関， 。 ，
内部監査が適切に行われ，監査結果，改善事項がとりまとめられるとともに，前年 係業務に加えて，評価に基づく予算「インセンティブ経費」の配分に係る評価項目
度実施の監査事項についてフォローアップがなされ，所要の改善が図られた。 を見直し，従来の「教育 「研究 「管理運営」に加え「社会貢献」を新たに追加す」 」

るとともに，評価指標等を策定し，予算配分に反映させた。
学内の教育改善の意識を高め，効果的な教授法の実施や改善及びきめ細かい学習Ⅲ 財務内容の改善 (2)

支援方法を全学的に共有することを目指して，全授業科目を対象にした「新潟大学
学長教育賞」を制定し，教育業績に対するインセンティブを付与することとした。１ 予算執行体制の改善

平成16年度に発足した「教育研究院」制度により，予算管理責任者を３学系長と(1)
２ 大学情報の積極的公開と広報活動の充実脳研究所長，医歯学総合病院長とし，学部，研究科を超えた学系レベルでの戦略的

かつ効果的な予算執行体制を確立・運用した。 「広報センター」の体制を強化するとともに，情報公開の基本方針を策定し，社会(1)
予算編成にあたっては，入学者数，在籍者数の状況など授業料収入の動向や本学 への説明責任を明確にした。(2)

と他の国立大学法人の財務状況について分析し，教育関係経費の更なる充実や外部 新潟大学Ｗｅｂサイトのリニューアルと活用，報道機関との懇談会の開催 「新潟(2) ，
資金の獲得推進等を図るための予算を措置するなど，戦略的・効果的な予算配分を 大学ＷＥＥＫ」の継続開催，東京事務所を活用した情報発信等の多様な手段による
行った。 情報発信等により，多彩な情報提供に努めた。
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新潟大学

項 目 別 の 状 況

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

， ，・教育と研究の相互作用を重視し 研究成果を教育へと還元することによって
実社会で活躍するに足る能力を有した人材を育成し，地域社会と国際社会に
送り出すことを目標とする。次の３点を教育目標達成の指針とする。
1) 深い教養と広い視野を備え，豊かな人間性と高い倫理性を有する人材の

育成
2) 基礎的技能と専門知識を身につけ，創意工夫と問題解決能力に富む人材

の育成
3) 社会性と国際性を有し，社会や世界で活躍できる人材の育成

ア．学士課程
・現代社会の諸問題への深い理解力を涵養しながら，専門的能力・知見を習中

。 ， ，得させることを図る 知の論理的側面 方法的側面及び直観的側面を鍛え
社会人・職業人として有為の人材を育成する。期

・各学部は，上記の全学の教育目標に基づき，社会人・職業人として必要な
基礎的能力，基礎的素養をも涵養しながら，学部固有の教育目標を達成す目
る。

標
イ．大学院課程
・修士課程（博士前期課程）においては，主として専門分野を修め，課題発
見・探求能力を磨くことにより，高い知見と技能を有する専門職業人を養
成する。

・博士課程（博士後期課程）においては，専門分野の修得を前提に，その関
，連分野の知見や視点を加えた総合的・学際的な分析能力を身につけた上で

課題設定・解決能力を磨くことにより，研究者を含む高度専門職業人を養
成する。

， ，・専門職学位課程においては 深い学識及び卓越した能力を培うことにより
高度の専門性が求められる職業を担う人材を養成する。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（１）教育の成果に関する目標を （１）教育の成果に関する目標を達成する
達成すための措置 ための措置

○教育の成果に関する具体的目標 ○教育の成果に関する具体的目標の設定
の設定

ア．学士課程 ア．学士課程
【1】 【1】
・ ・ ・新学士課程教育を円滑に遂行するため，全学共通科目（教養科目）及び専門教養教育と専門教育とを，連続 教養教育と専門教育とを，連続性・段階

科目の科目区分を撤廃し，全ての科目を学部（医・歯学部を除く）が各々の性・段階性・体系性を有する一 性・体系性を有する一貫した教育体制に
する。従 教育課程に応じて「教養教育に資する科目」あるいは「専門教育に資する科貫した教育体制に組み換え，学 組み換え，学士課程教育を充実

する。従来の 来の学位を基礎としながら， 目」に位置付ける制度を開始した。士課程教育を充実 副専攻制の
学位を基礎としながら， ・学士課程教育の充実のため，全ての科目に分野・水準表示法（ベンチマーク副専攻 導入等により，複線型履修を可能とする

する。このため，１７年 システム）を導入し，学生が既修内容と達成度に応じて，適切な授業科目を制の導入等により，複線型履修 教育課程を整備
す 度においては，課題別副専攻と分野別副 選択できるよう整備した。を可能とする教育課程を整備

る。 専攻のプログラムを整備して副専攻制を ・副専攻制度（オナーズプログラム）は，平成16年度から開設した課題別副専
本格導入する。 攻「環境学 「メディア・リテラシー 「ＭＯＴ基礎（特許・経営及び製品開」 」

発基礎コース 「芸術学 「文化財学」及び「外国語（ドイツ語 」の６プロ）」 」 ）
グラムを先行して開設した。平成17年度には新たに 「外国語（英語 「外国， ）」
語（フランス語 「外国語（コリア 「外国語（ロシア語 「外国語（中国）」 ）」 ）」
語 「世界システム論」及び「平和学」の課題別副専攻７プログラムを追加）」
した。また，新たに分野別副専攻として 「法律学 「政治学 「経済学 「会， 」 」 」
計学 「電子・情報科学」及び「統合化学」の６プログラムを加え，あわせて」
19プログラムで本格的な導入を行った。

， 。・平成17年度卒業生のうち 合計17人の学生が最初の副専攻取得認定を受けた
（参考資料1 P91,参考資料2 P92,参考資料3 P95参照）

《１》 教養教育 《１》 教養教育
【2】 【2】
・教養教育に資する科目を，専門 ・教養教育に資する科目を，専門教育と有 ・教養教育に資する科目を，専門教育と有機的連携を保ちながら学士課程全般
教育と有機的連携を保ちながら 機的連携を保ちながら学士課程全般を通 を通じて履修する「全学科目」として位置づけるため，学則の一部改正（教
学士課程全般を通じて履修する じて履修する「全学科目」として位置づ 育課程の編成方針及び教育課程の編成方法等）を行った。
「全学科目」として位置づけ， け，教養教育の在り方を刷新する。
教養教育の在り方を刷新する。

【3】 【3】
・開講実施体制を含めて新たな内 ・開講実施体制を含めて新たな内実を有す ・新しい学士課程教育の構築・実施を目的として「全学教育機構」を設置し，
実を有する「全学科目」を設定 る「全学科目」を設定する。 規則・規程等を整備した。それに基づき，平成18年度に開講（設定）する全
する。 授業科目9,808科目について分野・水準コードを付す等の整理・調整を行っ

た。

【4】 【4】
・専門科目の基礎を準備し，その ・専門科目の基礎を準備し，その探求方法 ・大学での勉学に向けた転換教育を充実するとともに，専門分野への知的関心
探求方法・技能を修得させ，知 ・技能を修得させ，知的関心を培う。 を培う導入科目として「大学学習法（スタディスキルズ 」科目を整備し，計）
的関心を培う。 66科目を整備・開設した。

・自然系専門教育の確固たる基礎を準備する目的で，数学，物理学，化学，生
物学，地学の各基礎科目の内容の統一性を図り 「自然系共通専門基礎科目」，
として計58科目を開設した。



- 13 -

新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【5】 【5】
・専門的な知識を，広い視野や知 ・専門的な知識を，広い視野や知見の下で ・従来の全学共通科目と専門科目の区分を撤廃し，全学で開講されている全授

， 「 」 「 」見の下で総合的・批判的な視点 総合的・批判的な視点から意味づける能 業科目から 各学部は 教養教育に資する科目 と 専門教育に資する科目
から意味づける能力を培う。 力を培う。 に位置付ける体制を整備し，学生は分野・水準表示法（ベンチマークシステ

ム）を基に広い視野や知見を培うために多分野からの授業科目選択を可能と
した。

・ 教養教育に資する科目 の見直しを行い 前年度までの主題科目を含め 新「 」 ， ，「
潟大学個性化科目（63科目 」として整備・開講した。）

【6】 【6】
・多様化した高等学校教育から大 ・多様化した高等学校教育から大学教育へ ・ 大学学習法（スタディスキルズ 」科目を計66科目開講し，大学での勉学に「 ）
学教育への転換・導入教育とし の転換・導入教育として，また大学院教 向けた転換教育を充実するとともに，専門分野への知的関心を培う導入科目
て，また大学院教育に接続する 育に接続する学士教育として，自ら学ぶ を整備した。

， （ ）学士教育として，自ら学ぶ能力 能力を培う。 ・平成18年度開講科目においても 分野・水準表示法 ベンチマークシステム
を培う。 における水準の内容について精査を加え，開講する「全学科目」の中で，水

準の高い科目計589科目を大学院接続水準科目として位置付けた。

【7】 【7】
・国際化や情報化の進展する現代 ・国際化や情報化の進展する現代において ・外国語運用能力を高めるため，初修外国語教育については，少人数化，集中，
において，外国語運用能力や情 外国語運用能力や情報リテラシー（情報 化，多言語化を進めた。また，英語教育については，TOEIC試験を活用した習
報リテラシー 情報を読み解き を読み解き，運用する能力）について， 熟度別クラス編成を含む新しい教育体制を実施するとともに，ＣＡＬＬ（Com（ ，
運用する能力）について，確か 確かな基礎を涵養する。 puter Assisted Language Learning）を活用するための整備を行った。
な基礎を涵養する。 ・情報リテラシー科目を，引き続き開講した。

《２》 専門教育 《２》 専門教育
【8】 【8】
・全学的な開講体制において実施 ・全学的な開講体制において実施される新 ・各学部は，自らの教育理念・目的に基づいて，全学で開設される科目を「教
される新たな「全学科目」と有 たな「全学科目」を基礎として構築され 養教育に資する科目」と「専門教育に資する科目」に分類して位置付け，そ
機的に連携するものとして位置 た主専攻プログラムを中心とした専門教 れらを活用して独自の一貫教育プログラムを構築し，必要な学部規程の整備
づける。 育の実施体制を整備する。 を行った。

・全学教育機構において，主専攻プログラムを中心とした専門教育について検
討を開始するとともに，キャンパス・イノベーション・センター（東京・田
町）において 「新潟大学新学士課程教育フォーラム」を開催（全国33大学，，
３機関参加）し，現状と今後の課題として主専攻プログラム化及び大学院教
育との接続について報告するとともに議論を行った。

【9】 【9】
・学士号授与の水準に足る確固と ・学士号授与の水準に足る確固とした基礎 ・社会的要請の高い実践能力を培うため，学部によってＰＢＬ（問題設定解決
した基礎学力と，複雑化する現 学力と，複雑化する現代社会の要請に応 型学習法）教育の導入や「学習支援ボランティア」の単位化など実践的科目
代社会の要請に応えられる実践 えられる実践能力を涵養する。 の充実や，ＪＡＢＥＥプログラムの受審・再審による社会の要求水準を満た
能力を涵養する。 す教育体制の整備を図った。

・複雑化する社会の要請に応えられる実践能力を培うため，複線型履修を可能
にする課題別副専攻プログラムを平成16年度の６プログラムに加え，平成17
年度は，新たに７プログラムを開設し，13プログラムとした。また，新しく
分野別副専攻プログラムを６プログラム開設し，課題別副専攻と合わせて19
プログラムを副専攻プログラムとして開設した。



- 14 -

新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【10】 【10】
・修業年限内の学士学位取得率を ・修業年限内の学士学位取得率を向上させ ・担任制やアドバイザー制を導入し，きめ細かな個別対応のための制度を整備
向上させるための体制を整える るための体制を整える。 した。この制度を活用し，CAP制に基づく計画的履修の指導を行った。。

・単位取得状況を保護者へ通知する制度を導入し，保護者と連携した履修指導
を行う体制を整備した。

イ．大学院課程 イ．大学院課程
【11】 【11】
・いずれの課程においても，伝統 ・いずれの課程においても，伝統的な専門 ・大学院の初年次を対象に，各研究科において「共通科目 「総論科目 「課題」 」
的な専門分野だけでは捉えきれ 分野だけでは捉えきれない問題領域や学 研究」及び「総合演習」等の科目を設け，学際的・統合的分野に対応できる
ない問題領域や学際的・統合的 際的・統合的分野にも対応できる能力を 能力を涵養するカリキュラムを整備した。
分野にも対応できる能力を涵養 涵養する。
する。

【12】 【12】
・特に ・特に ・創造的な研究の指導体制を充実させるため，大学院教員と学部教員の人事交博士課程（博士後期課程） 博士課程（博士後期課程）において

流を促進した。においては，創造的な研究の指 は，創造的な研究の指導によって，研究
する。 ・高い知見と技術を有する高度専門職業人の養成に資するために措置した大学導によって，研究者としての能 者としての能力を涵養

する。 院特別教育経費により，大学院生の「国際会議研究発表支援事業 「論文投稿力を涵養 」
支援事業」を行い，海外国際会議派遣28件，論文投稿22件に支援を行った。

【13】 【13】
・ ・ ・大学院実務法学研究科において，批判的検討能力や具体的な問題解決能力を専門職学位課程においては，批 専門職学位課程においては，批判的検討

涵養するための授業科目を引き続き開講した。判的検討能力や具体的な問題解 能力や具体的な問題解決能力を培うこと
決能力を培うことにより，高度 により，高度専門職業人に必要な能力を

する。専門職業人に必要な能力を涵養 涵養
する。

【14】 【14】
・標準修業年限内の修士・博士学 ・標準修業年限内の修士・博士学位取得率 ・各院生に配置される，主指導教員，副指導教員の複数教員からなる履修指導
位取得率を向上させるための体 を向上させるための体制を整える。 委員会の機能を充実させた。
制を整える。 ・中間発表会の実施による学位取得要件進捗状況の確認など，取得率向上のた

めの体制整備を行った。
・大学院医歯学総合研究科の博士課程では，優れた研究に対し修業年限を短縮
する制度に基づき，平成17年度は５人の早期修了者を出した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○卒業後の進路等に関する具体的 ○卒業後の進路等に関する具体的目標の策
目標の設定 定

ア．学士課程 ア．学士課程
【15】 【15】
・多様な学生の希望・適性等に応 ・多様な学生の希望・適性等に応じた進路 ・進路支援のみにとどまらず，進学，起業も見据えた支援を行うことを目的と
じた進路の実現を支援し，教育 の実現を支援し，教育課程に応じて就職 して就職部をキャリアセンターへと改組した。
課程に応じて就職先の業種・企 先の業種・企業数を拡大するとともに， ・キャリアセンターでは，キャリアを考えるシンポジウム，グループディスカ
業数を拡大するとともに，就職 就職率，大学院進学率，教員採用試験を ッション対策講座，公務員・教員の模擬試験の実施等各種多様な支援事業を
率，大学院進学率，教員採用試 含む各種公務員試験や各学部の教育内容 実施した。
験を含む各種公務員試験や各学 と密接に関連する国家試験の合格率を向 ・各学部においては，多様な学生の希望・適性等に応じた進路を支援する体制
部の教育内容と密接に関連する 上させる体制を整備する。 の整備を行い，キャリア開発のためのガイダンス・講演会の実施や各種資格
国家試験の合格率を向上させる 試験等対策講座を開催した。また，教育課程に応じた就職先の情報収集，進
体制を整備する。 路指導，教育内容に応じた各種資格取得等の支援を行った。

・キャリアセンターに専任教員を配置し，キャリア形成のための授業を担当す
るとともに，平成18年度に新たに開設する科目の準備を行った。

（参考資料8 P105,参考資料9 P106参照）

イ．大学院課程 イ．大学院課程
【16】 【16】
・多様な学生の希望・適性等に応 ・多様な学生の希望・適性等に応じた進路 ・各研究科においては，指導教員による就職指導体制の強化や就職担当教授の
じた進路の実現やキャリアアッ の実現やキャリアアップ（能力開発）を 配置，ガイダンスの実施など，教育課程に応じた就職先の情報収集，進路指
プ（能力開発）を支援し，教育 支援し，教育課程に応じて就職先の業種 導を行う体制を整備した。
課程に応じて就職先の業種・企 ・企業数を拡大するとともに，就職率， ・キャリアセンターでは，各種主催事業に院生の参加が増加していることに対

， 。業数を拡大するとともに，就職 博士後期課程への進学率，教員採用試験 応して 大学院課程学生を対象としたグループワークなどの事業を実施した
率，博士後期課程への進学率， を含む各種公務員試験や各大学院の教育
教員採用試験を含む各種公務員 内容と密接に関連する国家試験の合格率
試験や各大学院の教育内容と密 を向上させる体制を整備する。
接に関連する国家試験の合格率
を向上させる体制を整備する。

○教育の成果・効果の検証に関す ○教育の成果・効果の検証に関する具体的
る具体的方策 方策

ア．学士課程 ア．学士課程
【17】 【17】
・教育内容及び成果に関して，在 ・教育内容及び成果に関して，在学生，卒 ・教育内容及び成果に関して，在学生及び卒業生等へのアンケートを実施し，
学生，卒業生，就職先企業等へ 業生，就職先企業等へのアンケートを定 その結果を公表した。アンケート結果を基に，教育改善策の検討を引き続き
のアンケートを定期的に実施し 期的に実施し，教育課程，教育方法等の 行った。，
教育課程，教育方法等の改善に 改善に活用する。 ・教育成果を全学的に検証するため，アンケート実施ＷＧを設置し，検証方法
活用する。 等について検討した。

【18】 【18】
・日本技術者教育認定機構（ＪＡ ・日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ） ・平成16年度までに，工学部の４プログラム，農学部の２プログラムがそれぞ
ＢＥＥ）等に対応した分野別教 等に対応した分野別教育プログラムの充 れ認定されているが，このうちの工学部４プログラムが認定再審査（中間審
育プログラムの充実と認定分野 実と認定分野の拡大を図る。 査）を受審した。さらに，認定分野を拡大するため，新たに理学部で１プロ
の拡大を図る。 グラム，工学部で２プログラムが受審した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【19】 【19】
・外国語教育については，公的検 ・外国語教育については，公的検定試験に ・英語については，全学共通に達成すべき基準を明示し，原則として入学者全
定試験による教育効果の確認を よる教育効果の確認を行う制度の導入を 員にTOEIC試験の受験を課し，習熟度別クラスの編成を骨子とする英語教育体
行う制度の導入を図る。 図る。 制を実施した｡

・課題別副専攻では，各外国語について公的検定を基準とした達成目標を明記
し 「外国語（ドイツ語 」に加え，新たに「外国語（英語 「外国語（フラ， ） ）」
ンス語 「外国語（コリア 「外国語（ロシア語 「外国語（中国語 」のプ）」 ）」 ）」 ）
ログラムを導入した。

イ．大学院課程 イ．大学院課程
【20】 【20】
・教育内容及び成果に関して，在 ・教育内容及び成果に関して，在学生，修 ・教育成果を全学的に検証するため，アンケート実施ＷＧを設置し，検証方法
学生，修了生，就職先企業等へ 了生，就職先企業等へのアンケートを定 等について検討した。
のアンケートを定期的に実施し 期的に実施し，教育課程，教育方法等の ・各研究科においては，在学生に対するアンケートを実施して，教育内容・方，
教育課程，教育方法等の改善に 改善に活用する。 法等の改善に活用した。
活用する。

【21】 【21】
・学外からの評価を仰ぐため，学 ・学外からの評価を仰ぐため，学会誌等へ ・論文投稿支援事業により，学術専門誌の英文誌等への大学院生の論文投稿22
会誌等への論文の投稿の支援や の論文の投稿の支援や，学位論文等の刊 件に対して経費の支援を行った。，
学位論文等の刊行・出版支援等 行・出版支援等を行う。
を行う。
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新潟大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

・全学目標として，以下に掲げる資質豊かな学生を広く求める。
1) 修学に適う，確固たる学力を身につけ，新しい課題に意欲的に取り組も

うとする人
2) 人間性を大事にし，広い視野からものごとを考えようとする人
3) 地域社会や世界の様々な場面で役に立ちたいと思っている人

ア．学士課程
・上記の全学目標に加え，高等学校教育の全般にわたる基礎学力を有し，当
該学部の教育目標・教育内容を理解し，基礎的能力と勉学への強い意欲を
有する学生を求める。

中
イ．大学院課程
・上記の全学目標に加え，当該研究科の教育研究内容に関わる基礎学力を有期
し，自発的な課題探求能力や研究遂行能力を有する学生を求める。また当
該研究科の専門的知見・技能を求める社会人，留学生の受入を推進する。目

（以下特に学士課程，大学院課程を分けて記載しないが，それぞれの課程に標
固有の事項については文中で明示する ）。

・高等学校教育と大学教育，学士課程教育と大学院課程教育との接続性が十分
に保てる体制を整えるとともに，学生が自らの学習目標に応じて効果的・効
率的に履修できるように教育課程を編成する。

・学習効果・履修効率の向上や学習意欲の喚起を図るため，学生の多様な能力
や資質，社会的背景に配慮した複数の履修方法や，教育プログラムの改善に
必要かつ適切な方法を開発し，導入する。

・教育内容や教育方法並びに成績評価の方法や基準を予め明示するとともに，
社会的にも国際的にも説明責任を果たしうる，公正で厳密な成績評価の方法
を確立する。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）教育内容等に関する目標を （２）教育内容等に関する目標を達成する
達成すための措置 ための措置

○アドミッション・ポリシーに応 ○アドミッション・ポリシーに応じた入学
じた入学者選抜を実現するため 者選抜を実現するための具体的方策
の具体的方策

【22】 【22】
・本学の教育理念・目標にふさわ ・本学の教育理念・目標にふさわしい，豊 ・入学センターでは，入学者選抜試験の結果等を分析し，入試改善のための提
しい，豊かな資質を持つ多様な かな資質を持つ多様な学生の受入が可能 言・助言を行った。
学生の受入が可能となるような となるような適切な入学者選抜を実施す ・入学センターでは，入学試験に関わる情報を一元的に管理し，各部局等の要
適切な入学者選抜を実施するた るため， の機能を充実する。 請に応じて，データの提供を行った。入学センター
め， し，以 ・入学センターの専任教員が広報センターにも協力教員として参加し，全学的入学センターを整備
下の業務を扱う。 な広報活動と連携して，入試広報を進める体制を整備した。
1)入学試験全般に関わる大学の ・近隣６県（秋田，山形，福島，長野，群馬，富山）での学外説明会の実施，
方針を検討する。 東京事務所が入居するキャンパス・イノベーション・センターでの合同大学

2)受験動向を調査，分析すると 説明会への参加，広報ビデオの配布及び上映などの入試広報活動を入学セン
ともに，入学者の追跡調査を ター，入試課が先導して行った。
行う。

3)ミス根絶を目指した体制を整
備する。

4)問題作成に関わる統括業務を
行う。

5)入学試験に関わる情報を管理
する。

6)広報活動を充実し，アドミッ
ション・ポリシーの社会への
周知を徹底する。

7)本学全体及び各学部，各研究
科のアドミッション・ポリシ
ーに沿った入学試験の実施を
支援する。

【23】 【23】
・社会人，留学生等多様な社会的 ・社会人，留学生等多様な社会的背景を有 ・社会人，留学生，中国引揚者子女等に対する入試，専門高校・総合学科卒業
背景を有する学生に門戸を開放 する学生に門戸を開放し，特に大学院課 生選抜，日韓共同理工系学部留学生事業，第３年次編入学選抜を実施した。
し，特に大学院課程では，専門 程では，専門職業人教育，リカレント教 ・特に大学院課程では，14条特例により279人が入学した。
職業人教育，リカレント教育， 育，研究者養成教育等，多様な教育機能 ・実務法学研究科では，他の学問分野を履修した者又は社会人としての経験を
研究者養成教育等，多様な教育 に対応した入学者選抜を実施する。 有する者を広く受け入れることをアドミッション・ポリシーとして入学者選
機能に対応した入学者選抜を実 抜を実施した。その結果，平成18年度入学試験合格者の25.7％が法学部以外
施する。 の学部出身者，17.4％が社会人経験者であった。

【24】 【24】
・大学院課程への飛び入学を推進 ・大学院課程への飛び入学を推進し，高い ・平成18年度入学者選抜において 「飛び入学制度」に基づいて実務法学研究科，
し，高い能力や豊かな資質を有 能力や豊かな資質を有する学生を選抜す １人，自然科学研究科（博士前期課程）１人が受験・合格した。
する学生を選抜する制度を充実 る制度を充実する。
する。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○教育理念等に応じた教育課程を ○教育理念等に応じた教育課程を編成する
編成するための具体的方策 ための具体的方策

【25】 【25】
「 」 「 」 ，・従来型の教養科目と専門科目と ・従来型の教養科目と専門科目との区分を ・ 全学科目 の企画・実施を担う組織として新たに 全学教育機構 を設置し

の区分を廃し，両者を新たに有 廃し，両者を新たに有機的に連携させた ４部門を置き，２人の専任教員を配置して，全学科目を安定して開講するた
機的に連携させた「全学科目」 「全学科目」を安定して開講する制度を めの体制を整備した。
を安定して開講する制度を整え 整える。その中で，各学部の教育目的の ・新学士課程教育を円滑に遂行するため，全学共通科目（教養科目）及び専門
る。その中で，各学部の教育目 達成に必要な全学科目の企画・実施体制 科目の科目区分を撤廃し，全ての科目を学部が各々の教育課程に応じて「教
的の達成に必要な全学科目の企 を整える。 養教育に資する科目」あるいは「専門教育に資する科目」に位置付ける制度
画・実施体制を充実する。 を開始した。

・全科目に分野と水準を示すコードを割り付け（分野・水準表示法：ベンチマ
ークシステム ，学生及び教員に授業科目の体系性と位置付けを明確にするた）
めの整備を行った。

【26】 【26】
・教養教育として，学士課程初年 ・教養教育として，学士課程初年次生向け ・初年次向けの科目として 新潟学 新潟の地質・災害をさぐる などの 新，「 」「 」 「
次生向けには 「新潟大学個性化 には 「新潟大学個性化科目 （ 新潟学」 潟大学個性化科目」と「情報リテラシー教育科目」を充実した。， ， 」「
科目 （ 新潟学」等，新潟大学 等，新潟大学でのみ学ぶことができる科 ・高大接続の観点を重視した転換・導入教育科目として 「大学学習法(スタデ」「 ，
でのみ学ぶことができる科目 ， 目 ，情報リテラシー教育科目，高大接続 ィスキルズ 」を66科目開設してさらに充実させた。） ） ）
情報リテラシー教育科目，高大 の観点を重視した転換・導入教育科目を ・従来，高学年次向け教養科目として開設されていた科目に加え，全学で開設
接続の観点を重視した転換・導 充実するとともに，全学科目を活用して， される授業科目を各学部が教育課程に応じて教養教育に取り入れることを可
入教育科目を充実するとともに 学士課程を通じた教養教育を行う。 能とし，専門分野以外の科目を含め体系的に教養教育を実施した｡，
高年次における「教養教育」を
充実して，学士課程を通じた教
養教育を行う。

【27】 【27】
・ ・ ・授業科目の体系化を図るため「分野・水準表示法（ベンチマークシステム 」既修得内容と達成度に応じて， 既修得内容と達成度に応じて，学生が適 ）

を導入し，学生が既修得内容と達成度に応じて適切な授業科目を選択できる学生が適切な授業科目を選択で 切な授業科目を選択できるように，授業
を図るとともに， ようにした。きるように，授業科目の体系化 科目の体系化 学生の多

を図るとともに， ・発展的学習が可能な複線型履修方式として，成績優秀者（ＧＰＡ2.5以上）の学生の多様な 様な関心と資質に即した複線型履修方式
学生を対象に，主専攻とは別に一定以上の体系的履修を行ったものを認定す関心と資質に即した複線型履修 を導入し，成績優秀者については発展的

す る「副専攻制度」を設け，課題別副専攻プログラムと分野別副専攻プログラ方式を導入し，成績優秀者につ 学習が可能になるカリキュラムを提供
る。 ムと合わせて，19プログラムを副専攻プログラムとして開設した。いては発展的学習が可能になる

する。カリキュラムを提供

【28】 【28】
・外国語教育については，目的・ ・外国語教育については，目的・用途に応 ・TOEIC試験を導入し，全学共通に達成すべき基準を明示するとともに，習熟度
用途に応じた選択的学習が可能 じた選択的学習が可能となるように，既 別クラスの編成を骨子とする新しい英語教育体制を実施した｡
となるように，既修外国語（英 修外国語（英語）の重点的学習体制を整 ・英語については，一定数の習熟度の高い学生を養成することを目的にコンピ
語）の重点的学習体制を整備す 備するとともに，初修外国語の開講形態 ュータを活用した教育方法（ＣＡＬＬ）の導入の整備を行い，平成18年度か
るとともに，初修外国語の開講 を改革し，多様な外国語科目を開設する。 ら，試行を開始することとした。
形態を改革し，多様な外国語科 また，いずれの外国語教育においても， ・初修外国語の少人数化，集中化，多言語化（12ヶ国語）を図り，それぞれに
目を開設する。また，いずれの 目的に応じて選択的に高度運用能力を修 ついて習熟度別に学習機会を選択できる制度を提供している。
外国語教育においても，目的に 得できる制度を整備する。 ・課題別副専攻として開設した外国語の６プログラム（英語，ドイツ語，フラ
応じて選択的に高度運用能力を ンス語，ロシア語，中国語，コリア）において，各外国語の公的検定を基準
修得できる制度を整備する。 とした達成目標を明記し，多様な外国語について高度な運用能力を養成する

教育を実施した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【29】 【29】
・卒業後のキャリア形成を念頭に ・卒業後のキャリア形成を念頭に置いたカ ・キャリア意識形成を目的とした科目「キャリアデザイン」の新設など，キャ
置いたカリキュラムを開発する リキュラムを開発する。 リア教育を目的とする多様な科目を開講した。。

・各学部では，学部学生（主として３年次）を対象にインターンシップを実施
し，376人（212社）の学生が参加した。また，カリキュラム外としてキャリ
アセンターが開設した「キャリアインターンシップ」に，88人（40社）の学
生が参加した。

・大学院でのインターンシップ科目の導入・実施を行い，11人（９社）の学生
が参加した。

【30】 【30】
・学士課程カリキュラムと大学院 ・学士課程カリキュラムと大学院課程カリ ・全科目に分野と水準を示すコードを割り付ける「分野・水準表示法 （ベンチ」
課程カリキュラムの接続性を高 キュラムの接続性を高めるとともに，他 マークシステム）により，大学院課程カリキュラムとの接続を意識した難易
めるとともに，他大学出身者・ 大学出身者・留学生・社会人等に対し， 度を科目に明示して開設した。
留学生・社会人等に対し，教育 教育課程の系統性・段階性を明示する。 ・多様な経歴を有する学生の履修計画を容易にするために，主専攻プログラム
課程の系統性・段階性を明示す の整備を行い，授業科目の系統性，段階性を明示し，活用のためのアドバイ
る。 ザー制を整備した。

【31】 【31】
・学部，大学院のシラバスを一層 ・学部，大学院のシラバスを一層充実し， ・学務情報システムにおいて，引き続き学部，大学院のシラバスを公開した。
充実し，学務情報システムで公 学務情報システムで公開する。 ・全学教育支援システム導入後を視野に入れて，シラバス作成のガイドライン

， 。開する。 を全学的に整備して授業担当教員に周知し シラバスの改善・充実を図った

○授業形態，学習指導法等に関す ○授業形態，学習指導法等に関する具体的
る具体的方策 方策

【32】 【32】
・高大接続を円滑に進めるため， ・高大接続を円滑に進めるため，学士課程 ・専門教育接続型の「大学学習法（スタディスキルズ 」科目を必修科目として）
学士課程の初年次に，スタディ の初年次に，スタディスキルズ（大学学 計66科目開設し，さらなる内容の充実を図った。
スキルズ（大学学習法）に関す 習法）に関する科目を置き，これを必修
る科目を置き，これを必修科目 科目とする。
とする。

【33】 【33】
・双方向型，多方向型授業の導入 ・双方向型，多方向型授業の導入・充実を ・演習科目を中心に少人数教育の実施をさらに強化し，双方向型，多方向型の
・充実を図るとともに，少人数 図るとともに，少人数教育を充実する。 授業の一層の充実を図った。
教育を充実する。 ・初修外国語の少人数化，集中化，多言語化を図り，それぞれについて習熟度

別に学習機会を選択できる制度を実施した。
・少人数教育に対応した40人教室４室，20人教室４室を整備した。

【34】 【34】
・国際化に対応する能力を涵養す ・国際化に対応する能力を涵養するため， ・外国人教員による英語を用いた講義や英語による留学生との合同授業，英文
るため，英語による講義・演習 英語による講義・演習を充実する。 の文献を活用した演習科目を充実させた。
を充実する。



- 21 -

新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【35】 【35】
・ＣＡＰ制（履修登録単位数上限 ・ＣＡＰ制（履修登録単位数上限制）の実 ・平成16年度に導入したＣＡＰ制を履修指導の実情を踏まえて改善を行い，実
制）の実施，県内大学間や放送 施，県内大学間や放送大学等との単位互 施した。
大学等との単位互換制度の充実 換制度の充実，ｅ－ラーニング（インタ ・e-Learning，ＳＣＳ（スペース・コラボレーション・システム）などＩＴ技，
ｅ－ラーニング（インターネッ ーネットを用いた教育）等のＩＴ技術を 術を駆使した授業を実施した。また，e-Learning教材のコンテンツ整備を行
トを用いた教育）等のＩＴ技術 駆使した授業の導入，ティーチングアシ った。
を駆使した授業の導入，ティー スタント制度（学部学生に対する教育補 ・ティーチングアシスタント（ＴＡ）制度の充実及び改善を図るため 「ＴＡ在，
チングアシスタント制度（学部 助業務等に大学院学生を活用する制度・ り方検討委員会」を設置し，ＴＡの職務内容を拡大するとともに，授業担当
学生に対する教育補助業務等に ＴＡ）の充実等を図る。 教員及びＴＡに対する研修制度を設けた。
大学院学生を活用する制度・Ｔ
Ａ）の充実等を図る。

【36】 【36】
・学部等の教育プログラムにイン ・学部等の教育プログラムにインターンシ ・学部学生（主として３年次）を対象にしたインターンシップを充実させ，376
ターンシップ制度（就業体験を ップ制度（就業体験を通じて実社会の課 人（212社）の学生が参加したほか，カリキュラム外としてキャリアセンター

「 」 （ ） 。通じて実社会の課題を学修する 題を学修する授業）を導入・充実すると が開設した キャリアインターンシップ に88人 40社 の学生が参加した
授業）を導入・充実するととも ともに，大学院教育への導入を検討する。 ・各学部が実施するインターンシップの担当窓口をキャリアセンターに一本化
に，大学院教育への導入を検討 して，インターンシップの拡大に向けた体制を整備した。
する。 ・大学院でのインターンシップ科目の導入・実施を行い，11人（９社）の学生

が参加した。
（参考資料10 P106参照）

○適切な成績評価等の実施に関す ○適切な成績評価等の実施に関する具体的
る具体的方策 方策

【37】 【37】
・成績評価の公正を維持するため ・成績評価の公正を維持するための組織を ・成績評価の公正を維持するため，新たに設置した全学教育機構において，平
の組織を設置し，あわせて，学 設置し，あわせて，学士課程におけるＧ 成18年度の新学務情報システムの導入に合わせたＧＰＡ制度の全学統一や成
士課程におけるＧＰＡ制度（全 ＰＡ制度（全履修科目の成績評点の平均 績評価の標準化について，本格実施に向け始動した。
履修科目の成績評点の平均値(Gr 値(Grade Point Average)を用いた成績評
ade Point Average)を用いた成 価方法）を統一した計算方法で導入する。
績評価方法）を統一した計算方
法で導入する。

【38】 【38】
・授業の目的，到達目標，成績評 ・授業の目的 到達目標 成績評価の基準 ・授業の目的，到達目標，成績評価の基準について，シラバスに明記し，公開， ， ，
価の基準，過去の試験問題とそ 過去の試験問題とその成績分布をシラバ した。
の成績分布をシラバス等で公表 ス等で公表し，学生の履修計画に供する。 ・シラバス作成のガイドラインを全学的に整備するとともに授業担当教員に周
し，学生の履修計画に供する。 知し，シラバスの改善・充実を図った。

【39】 【39】
・再試験等の実施基準を明確に ・再試験等の実施基準を明確にし，成績評 ・再試験等については，授業科目の「全学科目」化に伴い全学の規則を作成す
し，成績評価のガイドラインを 価のガイドラインを作成，公表する。 ることとした。
作成，公表する。

【40】 【40】
・修士号や博士号の学位授与につ ・修士号や博士号の学位授与については， ・審査基準，手続などについて，学生便覧などで公表するとともに学生に周知
いては，審査の厳格性と審査過 審査の厳格性と審査過程の透明性を確保 した。
程の透明性を確保するために学 するために学位取得の手続，授与の方針
位取得の手続，授与の方針と審 と審査基準を明確にし，公表する。
査基準を明確にし，公表する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【41】 【41】
・学外や課外での学生の活動を奨 ・学外や課外での学生の活動を奨励し，適 ・中越地震を契機に発足した「震災ボランティア本部」を，同本部学生からの
励し，適切な範囲で単位化を図 切な範囲で単位化を図る。また，国内外 要望により，他のボランティア活動も行えるよう「学生ボランティアセンタ
る。また，国内外の高等教育機 の高等教育機関で学生が取得した単位に ー（仮称 」へと発展させるための検討を開始した。）
関で学生が取得した単位につい ついて，その内容に応じて，本学の教育 ・教育人間科学部において学習支援ボランティアを単位化した。
て，その内容に応じて，本学の 課程の単位として認定することを推進す ・入学前に他の高等教育機関で修得した単位認定を行った。
教育課程の単位として認定する る。 ・留学中に国外で修得した単位認定を行った。
ことを推進する。
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新潟大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

・上記の教育目標の達成に必要な教職員を確保し，教員の専門性と学部・研究
科の教育課程に応じて適切かつ柔軟に配置できる体制を整える。中

・施設設備の自己点検・評価を踏まえ，全学的な観点からその効率的な利用を
図りながら，特に，国際化や情報化の進展，実践・実務・実験・臨床を指向期
する授業，きめ細かな教育指導，学生の自発的な学習に配慮して，教育環境
の整備・改善を継続的に進める。目

・教育の質の改善を図るため，教育の質に関する多元的な評価方法を確立する
とともに，その評価に基づいて教育の質の向上を組織的かつ継続的に図る制標
度を構築する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（３）教育の実施体制等に関する （３）教育の実施体制等に関する目標を達
目標を達成するための措置 成するための措置

○適切な教職員の配置等に関する ○適切な教職員の配置等に関する具体的方
具体的方策 策

【42】 【42】
・ ・ ・人文社会・教育科学系内の各系列の再編を実施した。その結果，新たに，人学部・大学院を越えて教員を一 学部・大学院を越えて教員を一元的に組

間形成科学系列，実践教育学系列，比較社会文化系列，現代文化学系列，地元的に組織し，専門性に応じて 織し，専門性に応じて人文社会・教育科
， ， 。人文社会・教育科学系，自然科 学系，自然科学系，医歯学系の３学系に 域社会支援系列 地域社会実務系列へと再編し 教員配置の見直しを行った

学系，医歯学系の３学系に再編 再編した教育研究院を整備・充実し，学
した教育研究院を整備・充実し 部・研究科の教育に対応しつつ，教育研，
学部・研究科の教育に対応しつ 究の展開状況に応じて教職員の配置の見

を行う。つ，教育研究の展開状況に応じ 直し
。て教職員の配置の見直しを行う

【43】 【43】
・ 全学科目」については，原則 ・ 全学科目」については，原則として超域 ・授業科目は全学的なものと位置付け，これらの開設については全学教育機構「 「
として超域研究機構等に所属す 研究機構等に所属する教員を除く全教員 の調整の下，全教員が授業を担当した。
る教員を除く全教員が担当する が担当するものとする。
ものとする。

【44】 【44】
・教養教育と専門教育との有機的 ・教養教育と専門教育との有機的な連携を ・平成17年４月に全学教育機構を設置した。理事（教育担当）を機構長とし，
な連携を目指し，全学教養教育 目指し，全学教育機構を設置し，大学教 副機構長及び全学教育企画部門，授業科目開設部門，学務情報部門，教育支
実施委員会や大学教育開発研究 育開発研究センター等を教育プログラム 援部門の全４部門に兼務の教員を配置した。また，全学教育企画部門及び学
センター等を教養教育の企画・ や授業科目の企画・立案・実施組織へと 務情報部門にはそれぞれ専任の教員を配置した。
立案・実施組織へと再編する。 再編する。 ・教育プログラムや授業科目の企画・立案及び教育改革等については，全学教

育機構を中心とし，大学教育開発研究センターと密接な連携の下に検討を行
った。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○教育に必要な設備，図書館，情 ○教育に必要な設備，図書館，情報ネット
報ネットワーク等の活用・整備 ワーク等の活用・整備の具体的方策
の具体的方策

ア．教育支援施設・組織の活用・ ア．教育支援施設・組織の活用・整備
整備

【45】 【45-1】
・附属図書館，総合情報処理セン ・附属図書館，総合情報処理センター，あ ・教育研究活動に関する効果的・効率的な情報サービスの運営を図るために，
ター，あさひまち展示館（新潟 さひまち展示館（新潟大学旭町学術資料 学術情報基盤機構長（理事・副学長 ，副学長（情報化推進担当 ，附属図書） ）
大学旭町学術資料展示館室 を 展示館）を，有機的に連携する組織（学 館長，総合情報処理センター長及び旭町学術資料展示館長の連携の下に，学） ，
有機的に連携する組織（学術情 術情報基盤機構）として再編成し，教育 内情報の収集・発信に努めた。
報基盤機構）として再編成し， 研究活動に対する効果的・効率的な情報
教育研究活動に対する効果的・ サービス運営を図る。
効率的な情報サービス運営を図
る。
1)学部等の教育及び学生の自学 【45-2】

自習に対する附属図書館の支 1)学部等の教育及び学生の自学自習に対 ・学部等の教育支援を充実するため，文献情報ガイダンス（51回，505人）や電
援機能を充実する。 する附属図書館の支援機能を充実する 子ジャーナル利用者講習会（６回，138人）の実施，大学学習法授業への出張。

2)全学的な情報基礎教育を充実 サービス（23回，936人）を行った。
するため，総合情報処理セン ・学生の自学自習支援を充実するため，情報リテラシールームの設置による情
ターの機能を充実する。 報リテラシー教育への支援や，開館時間の一層の拡大による利用形態の整備

3)あさひまち展示館における， を行った。
学術資料・標本等の系統的・
体系的な収集・整理及びその 【45-3】
公開を進め，学生や市民の体 2)全学的な情報基礎教育を充実するため ・情報基礎教育及び総合情報処理センター機能を充実するため，助教授１人を，
験的学習の場としての機能を 総合情報処理センターの機能を充実す 配置した。
充実する。 る。 ・従来の「情報機器操作入門」に加え，新たに「コンピュータセキュリティ入

門」を開設し，全学的な情報基礎教育の充実を図った。

【45-4】
3)あさひまち展示館における，学術資料 ・所蔵している旧制学校時代の実験器具に直接触れる体験学習「さわってみよ
・標本等の系統的・体系的な収集・整 う動かしてみよう」や，登録有形文化財に指定されたことを記念する写生会
理及びその公開を進め，学生や市民の 「あさひまち展示館の古い建物を描こう」等のイベントを実施し，学生や市
体験的学習の場としての機能を充実す 民に体験学習の場を提供した。また，スタンプラリーを継続して実施した。
る。 （参考資料16 P114参照）

【46】 【46】
・アイソトープ総合センター，機 ・アイソトープ総合センター，機器分析セ ・アイソトープ総合センターでは，学部のＲＩ教育に協力し，講義，実習指導
器分析センター等と学部・研究 ンター等と学部・研究科との連携を密接 及び実施に当たって必要なＲＩ施設・実習機器の整備を行った。また，ＲＩ

，科との連携を密接にし，教育支 にし，教育支援組織として活用する環境 取り扱いをパソコン上でシミュレーションするバーチャルシステムを導入し
援組織として活用する環境を整 を整備する。 ＲＩ教育の充実を図った。
備する。 ・機器分析センター所属の各機器の利用率と測定技能の向上を図るため，学生

・大学院生・教職員向けの講習会・機器説明会を合計19回実施した。

【47】 【47】
・留学生交流，学術交流等を通じ ・留学生交流，学術交流等を通じて国際交 ・清華大学・北京大学等へ留学促進並びに留学に必要な語学レベルを与えるた
て国際交流教育についての環境 流教育についての環境整備を図る。 め 「ＨＳＫ（漢語水平考試験 」の特別集中講座（５日間）を開催し，北京， ）
整備を図る。 大学対外漢語教育学院から講師２人を招聘し，27人の参加を得た。

・清華大学人文社会科学学院と法学部との間で実施してきた「新潟大学サマー
スクール （過去12年間で約250人参加）を，全学に拡大することを決定し，」
上記の特別集中講座の実施等準備を行った。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

イ．教育支援設備の活用・整備 イ．教育支援設備の活用・整備
【48】 【48】
・既設の学務情報システムの充実 ・既設の学務情報システムの充実を図り， ・既設の学務情報システムに替わり，学生，教職員双方にとってより利便性の
を図り，履修手続き等の利便性 履修手続き等の利便性を高める。 高い全学教育支援システムを平成18年度に導入するため，システムの構築を
を高める。 開始した。

【49】 【49】
・講義室の情報ネットワークの整 ・講義室の情報ネットワークの整備等，常 ・講義室における，無線ＬＡＮや液晶プロジェクター，情報コンセントの設置
備等，常に最適な教育環境を提 に最適な教育環境を提供すべく，教育設 など，教育設備の整備を進めた。
供すべく，教育設備等の整備を 備等の整備を進める。 ・外国語教育及び副専攻プログラムにおける授業に適した教育環境を整備する

， ，進める。 ため総合教育研究棟の研究室を改修し 少人数教育に対応した40人教室４室
20人教室４室を整備した。

・五十嵐キャンパスと旭町キャンパスとを結んで，双方向型の授業が行える設
備の検討を行った。

【50】 【50】
・双方向型・多方向型授業や少人 ・双方向型・多方向型授業や少人数教育の ・各部局において，無線ＬＡＮやプロジェクター，全国大学共同利用衛星放送
数教育のための講義室・演習室 ための講義室・演習室等の整備を行う。 システム（MINCS)の端末など，双方向型・多方向型授業のための設備を設置
等の整備を行う。 した。

【51】 【51】
・講義室の利用については，稼働 ・講義室の利用については，稼働率・利用 ・講義室，研究室の利用状況を調査・把握して，授業で恒常的に使用している
率・利用状況の調査を踏まえ， 状況の調査を踏まえ，全学的な観点及び 曜限や室名を明確にし，全学・学系での利用のための具体的な手続きについ
全学的な観点及び学系の共同利 学系の共同利用に配慮して効果的・効率 て検討した。その結果，授業時間割の原則の作成等により，講義室の効率的
用に配慮して効果的・効率的に 的に利用可能な体制を整備する。 な利用に努めた。
利用可能な体制を整備する。

【52】 【52】
・教育環境の向上を図るため，年 ・教育環境の向上を図るため，年次計画に ・年次計画に従って，講義室等（11室，1,204㎡）の冷暖房設備の整備を進め，
次計画を立てて講義室等の冷暖 従って講義室等の冷暖房設備を整備する。 教育環境の向上を図った。
房設備を整備する。

○教育活動の評価及び評価結果を ○教育活動の評価及び評価結果を質の改善
質の改善につなげるための具体 につなげるための具体的方策
的方策

【53】 【53-1】
・評価に関する全学の基本方針に ・評価に関する全学の基本方針の策定を検 ・企画戦略本部において，評価に関する全学の基本方針の案を策定した。
基づき，学部等は，個々の組織 討する。
の特性に応じた評価基準・評価
項目を策定した上で，学生によ 【53-2】

， ，る授業評価を実施し，その評価 ・学部等は，個々の組織の特性に応じた評 ・学部等では 個々の組織の特性に応じた評価基準・評価項目を策定した上で
結果を公表して，各教員の授業 価基準・評価項目を策定した上で，学生 学生による授業評価アンケート及び授業に対する教員による自己評価アンケ
内容の改善を促す体制を確立す による授業評価を実施し，その評価結果 ートを実施し，その評価結果を公表するとともに，評価結果の分析を行い，
る。 を公表して，各教員の授業内容の改善を 各教員に授業内容の改善を促した。

促す体制を確立する。
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【54】 【54】
・在学生，卒業生，就職先企業等 ・在学生，卒業生，就職先企業等へのアン ・教育内容及び成果に関して，在学生，卒業生へのアンケート及び就職先企業
へのアンケート等により，学士 ケート等により，学士教育等の達成度（満 等へのアンケートを実施した。また，より詳細な分析を行うため，その方法
教育等の達成度（満足度）を調 足度）を調査し，その結果を教育目標の 等について，教育成果を全学的に検証するため，アンケート実施ＷＧを立ち
査し，その結果を教育目標の見 見直しやカリキュラム改革に反映させる。 上げて，検証方法等について検討した。
直しやカリキュラム改革に反映
させる。

【55】 【55】
・学務情報システムを利用し，学 ・学務情報システムを利用し，学生の成績 ・全学教育機構の学務情報部門に専任教員を配置し，成績評価等の調査・分析
生の成績評価等を調査・分析す 評価等を調査・分析する体制を整える。 の体制を整えた。
る体制を整える。 ・平成18年度から稼働する新学務情報システムにおいて，学生の入学から卒業

「 」 。後までを含む情報の提供ができる 学生カルテシステム の構築を検討した

【56】 【56】
・ＦＤ(Faculty Development：教 ・ＦＤ(Faculty Development：教員の教育 ・大学教育開発研究センターでは，全学ＦＤ講演会を２回開催し，延124人の参
員の教育資質の向上，教育の改 資質の向上，教育の改善に向けた組織的 加者を得た。また，ＦＤ活動の一環として公開授業研究会などを開催し，合
善に向けた組織的取組) ＳＤ S 取組)，ＳＤ（Staff Development：教員と 計30人の参加を得た。， （
taff Development：教員と職員 職員双方の教育資質の向上に向けた組織 ・各学部等では，計47回のＦＤと計34回のＳＤを開催した。
双方の教育資質の向上に向けた 的取組）を通じて，学生に対する教職員 ・保健管理センターでは，計４回のＳＤ講演会を開催し，延べ204人の参加者を
組織的取組）を通じて，学生に の対応や教職員の専門性の向上を図る。 得た。
対する教職員の対応や教職員の （参考資料6 P101,参考資料7 P101参照）
専門性の向上を図る。

【57】 【57】
・教育の質の改善を効果的・効率 ・教育の質の改善を効果的・効率的に進め ・各組織において，インセンティブとして，教育業績などに応じた予算の傾斜
的に進めるため，意欲ある教員 るため，意欲ある教員にインセンティブ 配分を行った。特に，副専攻等教育の改善を効果的・効率的に進める教育プ
にインセンティブを与える等， を与える等，様々な方策を導入する。 ログラムに対して予算を配分した。
様々な方策を導入する。 ・全学的観点での教員褒賞制度「新潟大学学長教育賞」の実施方法を検討し，

制定した。
（資料8 P34参照）

○教材，学習指導法等に関する研 ○教材，学習指導法等に関する研究開発及
究開発及びＦＤに関する具体的 びＦＤに関する具体的方策
方策

【58】 【58】
・教育の質の向上を図るため，全 ・教育の質の向上を図るため，全学的なテ ・大学教育開発研究センターでは，全学ＦＤ講演会を２回開催し，延124人の参
学的なテーマによるＦＤを実施 ーマによるＦＤを実施する。 加者を得た。また，ＦＤ活動の一環として公開授業研究会などを開催し，合
する。 計30人の参加を得た。全学教育機構では，シンポジウムを開催し，48人の参

加を得た。

【59】 【59】
・初任者研修ＦＤを義務づけ，教 ・初任者研修ＦＤを義務づけ，教育システ ・新潟大学の教育システムの周知，教員倫理，教員としての心身の健康管理な
育システムに関する周知徹底を ムに関する周知徹底を図る。 どを目的とした，第１回新任教員研修を実施した。
図る。
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【60】 【60】
・各学部等で実施されているＦＤ ・各学部等で実施されているＦＤを，必要 ・各学部等で必要に応じてＦＤをＳＤに再編し，教職員が連携して教育改革に
を，必要に応じて事務職員等を に応じて事務職員等を交えたＳＤに再編 携わる体制の整備を図った。
交えたＳＤに再編し，教職員が し，教職員が連携して教育改善に携わる ・全学教育機構の教育支援部門において，各学部等で実施されているＦＤの実
連携して教育改善に携わる体制 体制を整備する。 態調査を行い，体制整備の準備を進めた。
を整備する。

【61】 【61】
・大学教育開発研究センターの機 ・大学教育開発研究センターの機能を充実 ・大学教育開発研究センターについて，平成17年度に新設した全学教育機構の
能を充実し，教材，学習指導法 し，教材，学習指導法等に関する研究開 全学教育企画部門と教育支援部門と連携して，教材及び学習指導方法など授
等に関する研究開発を行うとと 発を行うとともに，全学教育機構と連携 業改善を進める組織として位置付けるとともに，同センターを中心として教
もに，ＦＤの実施に関する中心 してＦＤの実施に関する中心的役割を担 育プログラム化したＦＤ／ＳＤを行う組織体制を整備した。
的役割を担う組織とする。 う組織とする。 ・平成17年度は，ＦＤを２回開催し，特に全学ＦＤ（１回目）は「全学教育機

構シンポジウム」として開催し，本学の教育改革の進捗状況について報告し
た。

【62】 【62】
・教員が開発した優れた教材を蓄 ・教員が開発した優れた教材を蓄積（ライ ・昨年度までの教材コンテンツに加え，学部授業科目，大学院「共通科目」授
積（ライブラリー化）し，その ブラリー化）し，その共同開発，共同利 業，免許法認定公開講座などの映像資料のアーカイブ化，視覚教材のライブ
共同開発，共同利用を進める。 用を進める。特に地域特性を踏まえた講 ラリー化をさらに進めた。
特に地域特性を踏まえた講義 義（ 新潟学 ）等の教材を学内外へ公開「 」
（ 新潟学 ）等の教材を学内外 することを検討する。「 」
へ公開することを検討する。

○学内共同教育等に関する具体的 ○学内共同教育等に関する具体的方策
方策

【63】 【63】
・全学の授業科目を企画・調整・開設する ・平成17年４月に全学教育機構を設置した。理事（教育担当）を機構長とし，
ための組織として全学教育機構を設置す 副機構長及び全学教育企画部門，授業科目開設部門，学務情報部門，教育支
る。 援部門の全４部門に兼務の教員を配置した。また，全学教育企画部門及び学

務情報部門には専任の教員を配置した。

【64】 【64】
・大学教育開発研究センターの機 ・大学教育開発研究センターの機能として ・学生・教員による双方向型授業評価アンケートを試行し，授業評価が授業改，
能として，大学教育に関わる評 大学教育に関わる評価に関する研究，教 善につながる研究を進めた。
価に関する研究，教育支援に関 育支援に関する研究，授業科目の企画支 ・学内外のＴＡ研修実施状況を調査研究し，ＴＡ研修実施検討会を開催した。
する研究 「全学科目」に関わる 援を充実させる。，
企画・調整支援を充実させる。

【65】 【65】
・各学部等の開講科目を必要に応 ・各学部等の開講科目を必要に応じて全学 ・本学で開講している授業科目に分野・水準表示法（ベンチマークシステム）
じて全学に開放し，学生の複線 に開放し，学生の複線型履修を可能にす を導入し，全学に開設する科目を明確にした。
型履修を可能にするような共同 るような共同教育体制を整備する。 ・ 課題別副専攻」に加え「分野別副専攻」を開設し，副専攻制度を本格導入し「
教育体制を整備する。 た。その実施に当たり，各副専攻プログラムごとに「副専攻委員会」を設置

し，共同教育体制を充実した。

【66】 【66】
・外国語教育・情報教育について ・外国語教育・情報教育については，全学 ・既修外国語（英語）の全学にわたる学習体制を整備するため，新潟大学英語
は，全学共同教育体制を強化す 共同教育体制を強化する。 教育改革作業委員会を設置し，抜本的な改革案の検討を行い，CALLの試行的
る。 導入を決定した。
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○学部・研究科等の教育実施体制 ○学部・研究科等の教育実施体制等に関す
等に関する特記事項 る特記事項

【67】 【67】
・教養教育に資する科目を，専門 ・教養教育の在り方を抜本的に刷新する。 ・学士課程教育に関わる全学の授業科目について，専門科目と全学共通科目の
教育と有機的連携を保ちながら 学士課程教育に関わる全学の授業科目に 区分を廃し，原則として全学に開放された「全学科目」とした。
学士課程全般を通じて履修する ついて，専門科目と全学共通科目の区分 ・全学教育機構に専任教員を配置し，授業科目に付している分野・水準を示す
「全学科目」として位置づけ， を廃し，原則として全学に開放された「全 コードについて調査を行い，開設科目の実態を吟味・分析をした。
教養教育の在り方を刷新する。 学科目」とする。

【68】 【68】
・学士課程教育については，従来 ・学士課程教育については，従来の学位を ・平成17年度は，先行実施している課題別副専攻６プログラムに加え，課題別
の学位を基礎としながら，副専 基礎としながら，副専攻制の導入等によ 副専攻７プログラム及び新たに分野別副専攻６プログラムを実施し，合わせ
攻制の導入等により，複線型履 り，複線型履修を可能とする教育課程を て19プログラムとなった。
修を可能とする教育課程を整備 整備する。また，大学院課程については， ・技術と経営を融合し，新潟地域を発信源とする技術に基づく産業育成とその
する。また，大学院課程につい 医学・工学・法学・経営学等を融合する 国際競争力の向上を担える人材育成を目的とした，大学院技術経営研究科（M
ては，医学・工学・法学・経営 教育課程の設置等，新たな社会的ニーズ OT）を平成18年度に設置することを決定した。
学等を融合する教育課程の設置 に対応できるよう高度専門職業人を養成
等，新たな社会的ニーズに対応 する教育課程の整備を進める。
できるよう高度専門職業人を養

。成する教育課程の整備を進める

【69】 【69】
・工学部で採用されている優れた ・工学部で採用されている優れた教育業績 ・全学共通科目及び工学部で実施していた教育褒賞制度を基に，さらに充実・
教育業績を挙げた教員に授与す を挙げた教員に授与する「教育賞」を充 発展させた全学的観点での教育褒賞制度について，全学教育機構の下に設置
る「教育賞」を充実・発展させ 実・発展させるとともに，同種の制度の した作業グループで検討し 「新潟大学学長教育賞」を制定した。，
るとともに，同種の制度の導入 導入を他の学部等でも検討する。
を他の学部等でも検討する。

【70】 【70】
・特に大学院生について，国際会 ・特に大学院生について，国際会議への参 ・大学院生の国際学会への参加を支援し，高い知見と技術を有する高度専門職
議への参加・発表を促進する。 加・発表を促進する。 業人を育成するための「国際会議研究発表支援事業」について，経費を前年

度より170万円増額して550万円を措置し，前年度より８件多い28件の海外派
遣支援を行った。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【71】 【71】
・学外の補助事業等に採択された ・学外の補助事業等に採択された教育プロ ・特色ＧＰ「ものづくりを支える工学力教育の拠点形成」を推進するため，工
教育プログラムについては積極 グラムについては積極的に支援するとと 学部附属工学力教育センターに専任教員１人を配置した。学科・学年の横断
的に支援するとともに，事業の もに，事業の成果を教育課程，教育方法 型ものづくり科目「創造プロジェクトⅠ，Ⅱ」を開講するなど事業を推進し
成果を教育課程，教育方法の改 の改善に活用して特色ある教育を推進す た。
善に活用して特色ある教育を推 る。 ・法科大学院等専門職ＧＰ「裁判と法実務の国際体験プログラム （新潟大学，」
進する。 九州大学，青山学院大学）については，ヨーロッパ各国での「海外研修」を

実施し，国際的な法実務家についての認識を深めた 「法学未修者向け導入プ。
ログラム開発」についても，教材を開発するなど着実に進展している。

・平成17年度には，新たに次の３事業が採択された。
【医療人ＧＰ】医学部と医歯学総合病院「中越地震に学ぶ赤ひげチーム医療
人の育成」
【大学院イニシアティブ】大学院医歯学総合研究科「留学生大学院教育の実
質化による国際貢献」
【法科大学院ＧＰ】大学院実務法学研究科（静岡大学，北海学園大学との共
同申請 「地域の国際化に対応する教育プログラム開発」）

（参考資料5 P98参照）
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新潟大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

・学生が自らの学習目標に応じて，効果的・効率的にカリキュラムを修得でき
るよう，きめ細かな学習支援体制を整備する。中

・学部生及び大学院生の就職・進学等進路に関する方針を策定し，進路につい
ての早期からの意識啓発を図るとともに，学生の希望に適った能力の開発や期
資質の向上を支援する。

・多様な資質・能力・社会的背景をもつ学生がそれぞれ豊かで快適な学生生活目
を送ることができるように，健康管理に関する支援や経済的支援等の生活支
援を行う。標

中期計画 年度計画 捗状況等計画の進

（４）学生への支援に関する目標 （４）学生への支援に関する目標を達成す
を達成するための措置 るための措置

○学習相談・助言・支援の組織的 ○学習相談・助言・支援の組織的対応に関
対応に関する具体的方策 する具体的方策

【72】 【72】
・担任制・アドバイザー制等の導 ・担任制・アドバイザー制等の導入・充実 ・各学部・研究科において，担任制やアドバイザー制，オフィスアワー・面談
入・充実やオフィスアワー・面 やオフィスアワー・面談時間等の設置に 時間の設置等を整備・充実した。
談時間等の設置により，各教育 より，各教育プログラムレベルで，きめ ・履修指導で生じた問題点等を速やかに把握するため，新学務情報システムに
プログラムレベルで，きめ細か 細かな対面型の履修指導ができる体制を おいて 「学生カルテシステム」の構築を始めた。，
な対面型の履修指導ができる体 整備・充実する。
制を整備・充実する。

【73】 【73】
・教育プログラムごとに，ガイダ ・教育プログラムごとに，ガイダンス方法 ・これまでに整備した履修指導体制（履修指導委員会等）を活用し，教育プロ
ンス方法を改善し，履修指導体 を改善し，履修指導体制上で生じた問題 グラムごとに，対象の学生に応じた，多様できめの細かいガイダンスを実施

， 。 ， ，制上で生じた問題点を集約して 点を集約して，指導体制の改善につなが した また 各種資格取得のための基準等についてもガイダンスを行うなど
指導体制の改善につながるシス るシステムを開発・導入する。 ガイダンス方法の改善を行い，各種資格の合格率の向上に努めた。
テムを開発・導入する。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○進路支援等に関する具体的方策 ○進路支援等に関する具体的方策
【74】 【74】
・ ・ ・就職部を改編しキャリアセンターを設置した。任期制を導入した専任教員と就職部をキャリアセンターに改 就職部をキャリアセンターに改編・充実

し，学内組織及び学外 する。 して，民間企業における採用業務の経験者を公募により採用した。また，キ編・充実
の団体と連携して 就職 進学 ャリアセンター運営委員会を設置し，センターの事務職員も委員として参加， ， ，
起業も含め進路全体を見据えた した。キャリアセンターへの改編により，低学年次生の利用者が増えた。キ
情報の収集・提供，相談体制の ャリアセンターへの訪問者数は，一日平均約130人であった。
強化，キャリアインターンシッ ・センターの実施事業は，従来まで実施していた各種セミナーに新たな企画と
プ制度（就業意識啓発を目的と 内容の充実を図り，計34事業（参加人数9,951人）を実施した。
した就業体験を行う制度）の充 ・平成18年度から開始する低学年次生へのキャリア教育支援に向けて，各学部
実 面接指導・模擬面接の実施 でキャリア形成関連科目を担当する教員と意見交換を行った。， ，
内定者・卒業生による体験談発 ・キャリア教育関連科目を開講するにあたり，同窓会との連携を視野に入れた
表会の開催，公務員試験・教員 卒業生へのアンケート調査を実施した。
採用試験・適性検査等の対策プ ・キャリアインターンシップへの参加学生の拡大を図り，平成16年度63人から
ログラムの開発，企業訪問によ 平成17年度は88人に増加した。
る就職先の開拓等を図る。 （参考資料8 P105,参考資料9 P106,参考資料10 P106参照）

【75】 【75】
・ベンチャー・ビジネス・ラボラ ・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーを ・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー等において，教員，研究員による企業
トリーを中心に，学生による起 中心に，学生による起業を全学で支援す 向けの研究成果発表会を３回，院生や若手研究者向けのＭＯＴ＆ビジネス講
業を全学で支援する。 る。 演会を３回開催するなど，起業支援の強化を図った。

・外部資金による研究シーズ育成短期プロジェクトを６つ獲得して成果を上げ
るなど若手研究員や院生に対するベンチャ－マインド育成に努めた。

【76】 【76】
・学部等の教育プログラムを担当 ・学部等の教育プログラムを担当する教職 ・各学部・研究科において，学務委員会や学生支援専門委員会等により進学情
する教職員が，進学情報を提供 員が，進学情報を提供し，進学相談に応 報の提供や進学相談に，きめ細かに応じ，休学者の減少をもたらした。
し，進学相談に応じる体制を整 じる体制を整える。 ・キャリアセンターの教職員と各学部・研究科等の教育プログラムを担当する
える。 教職員との連携を図り，進学情報の収集と学生への開示に努めた。

○生活相談等に関する具体的方策 ○生活相談等に関する具体的方策
【77】 【77】
・保健管理センターや学生相談室 ・保健管理センターや学生相談室等の全学 ・学生相談連絡会議や教職員を対象としたＳＤ講演会において，事例研究等を
等の全学組織と個々の教育組織 組織と個々の教育組織及び教職員とが密 行い，各組織間の連携の必要性について理解を深めた。
及び教職員とが密接に連絡をと 接に連絡をとりながら，相談体制を整備 ・学生相談員に対して，学生相談業務で困っていること及び要望等についてア
りながら 相談体制を整備する する。 ンケート調査を行い，今後の相談員のスキルアップのための企画立案の参考， 。

とすることとした。

【78】 【78】
・セクシュアル・ハラスメント等 ・セクシュアル・ハラスメント等の人権侵 ・セクシュアル・ハラスメントの予防のために職員向けパンフレット「セクシ
の人権侵害を予防する施策をと 害を予防する施策をとるとともに，事件 ュアル・ハラスメント～予防と救済，そして対策～」を作成・配布し，周知
るとともに，事件や事故が起こ や事故が起こった場合に迅速かつ適切に を図った。
った場合に迅速かつ適切に対応 対応できる体制を整備する。 ・ セクシュアル・ハラスメントの防止」についてホームページに掲載するとと「
できる体制を整備する。 もに，学生用リーフレットを作成，配付した。

・アカデミック・ハラスメント予防のための，リーフレットを作成し，学生・
教員に配布し，周知を図った。

・教職員を対象としたＳＤ講演会において 「キャンパスのセクシュアル・ハラ，
スメント」をテーマとして取り上げ，教職員への啓蒙活動を行った。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【79】 【79】
・学生の課外活動・ボランティア ・学生の課外活動・ボランティア活動等の ・中越地震を契機に発足した「震災ボランティア本部」を，同本部学生からの
活動等の自主的活動を支援する 自主的活動を支援する体制を充実する。 要望により，他のボランティア活動も行えるよう「学生ボランティアセンタ
体制を充実する。 ー（仮称 」へと発展させるための検討を開始した。）

・これまで文化系サークルと運動系サークルが隔年で実施していたサークルリ
ーダー合宿研修を，文化系・運動系サークルが合同で実施し，課外活動を支
援する体制を充実させた。

○健康管理に関する具体的方策 ○健康管理に関する具体的方策
【80】 【80】
・教職員と密接に連絡をとりなが ・教職員と密接に連絡をとりながら，保健 ・学生及び職員を対象とした「心の健康セミナー」を４回 「健康セミナー」を，
ら，保健管理センターが健康診 管理センターが健康診断・健康相談業務 １回開催した。また，授業により健康医学教育を推進した。
断・健康相談業務を充実し，健 を充実し，健康医学教育を推進する。 ・新入生を対象に実施していたメンタルヘルス検診を，新たに卒業年次学生を
康医学教育を推進する。 加え実施し，メンタルヘルスが必要な学生の早期発見とその対応を図った。

○経済的支援に関する具体的方策 ○経済的支援に関する具体的方策
【81】 【81】
・各種奨学金制度，授業料免除制 ・各種奨学金制度，授業料免除制度等の活 ・独立行政法人日本学生支援機構奨学生4,472人及び地方公共団体，民間育英奨
度等の活用やアルバイトの斡旋 用やアルバイトの斡旋等により，経済的 学団体の各種奨学生約140人の奨学金給付を支援した。
等により，経済的に困難な優秀 に困難な優秀学生を支援する。 ・全学生の約１割に授業料免除を実施したほか，7.13水害及び中越地震の被害
学生を支援する。 を受けた学生のうち，129人に対して授業料，５人に対して寄宿料をそれぞれ

免除した。
・年間1,230件のアルバイトの斡旋を行った。

【82】 【82】
・各種奨学金制度の活用を促進す ・各種奨学金制度の活用を促進するため， ・各種奨学団体等への本学の採用実績等をホームぺージに掲載し，周知の徹底
るため，奨学金制度の周知を図 奨学金制度の周知を図るとともに，新た を図った。
るとともに，新たな奨学金獲得 な奨学金獲得のための支援体制を整える。 ・新潟大学奨学金制度について見直しを行い，貸付型と給付型の奨学支援金制
のための支援体制を整える。 度に変更し，平成18年度から実施することとした。給付型奨学支援は，学業

等の優秀な学生の確保を目的として，入試成績優秀者及び学業成績優秀者を
対象とすることとした。

【83】 【83】
・学生寮や福利厚生施設等の整備 ・学生寮や福利厚生施設等の整備に関する ・大学全体の設備整備計画を踏まえ，厚生施設・体育施設・課外活動施設等の
に関する基本計画を策定し，学 基本計画を策定し，学生の生活環境を整 整備に関する基本計画に基づき，旭町地区グランド，五十嵐地区合宿所及び
生の生活環境を整備する。 備する。 五十嵐地区テニスコート等の整備を行った。

○社会人・留学生等に対する配慮 ○社会人・留学生等に対する配慮
【84】 【84】
・社会人や留学生，編転入学生， ・社会人や留学生 編転入学生 帰国子女 ・学生支援連絡会議で，学部・研究科間の連携を図り，一般学生とは異なる社， ， ，

， ， 。帰国子女 中国引揚者等子女等 中国引揚者等子女等，一般学生とは異な 会的背景・条件等を有する学生に対する適切な支援体制のあり方を検討した
， ，一般学生とは異なる社会的背景 る社会的背景・条件等を有する学生に対 各学部・研究科では 個別の履修特別ガイダンスや定期的な懇談会を実施し

・条件等を有する学生に対して して，学習・生活両面で支援する体制を 相談を受け，助言のできる支援体制を整備した。，
学習・生活両面で支援する体制 整備する。個別にガイダンスを実施して ・国際センターでの留学生に対する日本語課外補講や，各学部での総合高校卒
を整備する。個別にガイダンス 大学生活全般に関する情報を提供すると 業生，社会人や編転入学生に対する補習授業などの実施により，学習面での
を実施して大学生活全般に関す ともに，必要な場合には補習授業を行い， 支援を行った。
る情報を提供するとともに，必 また適切な助言ができる相談体制を整備 ・新潟県・佐渡市の要請に基づき，拉致被害者家族２人を特別研修コースにて
要な場合には補習授業を行い， する。 日本語研修生として受け入れ，教育支援を一年間にわたり実施した。
また適切な助言ができる相談体
制を整備する。



- 33 -

新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【85】 【85】
， ，・国際センターにおいて，日本語 ・国際センターにおいて，日本語・日本事 ・国際センターにおいて 日本語・日本事情に関する教育の成果をあげるため

・日本事情に関する教育，留学 情に関する教育，留学生の大学生活の支 入学時の基礎的日本語学習のレベルによりゼロビギナークラスとフォールス
生の大学生活の支援，短期留学 援，短期留学プログラムの企画運営を行 ビギナークラスに分けて教育を実施するとともに，留学生の大学生活の支援
プログラムの企画運営を行う。 う。 を行った。

・市民公開の修了発表会（春秋２回開催）では，留学生一人ひとりが学習の成
果を発表し，市民（約130人参加）を交えた質疑応答についても日本語で行っ
た。

・国際センターでは，各学部・研究科の協力の下に，大学間交流協定または部
局間協定を締結している外国の大学からの留学生を対象とした「日本に関す

」「 」 （ ）る科目 日本語に関する科目 等の短期留学プログラム SSWANプログラム
の企画運営を行った。

【86】 【86】
・留学生，帰国子女，中国引揚者 ・留学生 帰国子女 中国引揚者等子女等 ・国際センターでは，課外活動（中越地震被災地での田植え・稲刈り，工場見， ， ，
等子女等，日本社会の習慣や慣 日本社会の習慣や慣習に馴染みが薄い学 学等）や合宿研修（佐渡への体験型研修旅行，上越市安塚区ホームステイ）
習に馴染みが薄い学生に対して 生に対しては，学業だけでなく，日常生 等を実施し，学業だけでなく，日常生活等についての異文化交流の体験を企
は，学業だけでなく，日常生活 活等でも，異文化交流の観点に立った指 画運営した。
等でも，異文化交流の観点に立 導を充実する。 ・各学部・研究科では，担当指導教員やアドバイザー教員の配置，個別の履修
った指導を充実する。 特別ガイダンスや懇談会の実施などにより，日常生活等を含めたきめ細かな

留学生の指導ができる体制を整備した。
・留学生に対するチュータ制度の活性化・実質化により，日常生活における学
生間の異文化交流を充実させた。

【87】 【87】
・長期履修生制度や１４条特例等 ・長期履修生制度や１４条特例等を積極的 ・社会人，現職教員に対し長期履修制度（利用者73人）及び14条特例（利用者2
を積極的に活用し，社会人の学 に活用し，社会人の学習ニーズに応える。 79人）を積極的に活用し，社会人学生の学習ニーズに応えた。
習ニーズに応える。

【88】 【88】
・教育訓練給付制度を一層活用 ・教育訓練給付制度を一層活用し，指定講 ・大学院現代社会文化研究科現代マネジメント専攻博士前期課程の指定講座に
し，指定講座を充実する 座を充実する。 おいて，引き続き活用している。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

・学内外の研究者と連携を図りながら，基礎研究・応用研究を問わず特色ある
研究，世界に卓越した先端的研究，社会的要請の高い研究，長期的視野に立中
つ価値ある研究，本学の地域性に立脚した研究を推進する。また，確立され
た分野において高い水準を保つ研究を推進するとともに，新しい研究分野を期
体系的に開拓する方向性を重視する。

・研究成果を組織的効果的に社会に還元し，地域社会の活性化や国際社会の均目
衡ある発展に貢献する。

， ，標 ・研究分野・方法・成果の特性や特徴を踏まえて 全学的な評価体制を整備し
適切な評価を行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（１）研究水準及び研究の成果等 （１）研究水準及び研究の成果等に関する
に関する目標を達成するため 目標を達成するための措置
の措置

○大学として重点的に取り組む領 ○大学として重点的に取り組む領域
域

【89】 【89】
・ ・ ・平成16年度に引き続き，独創的で特徴ある研究を中心に採択した,学内公募型教育研究院の人文社会・教育科 教育研究院の人文社会・教育科学系，自

競争的資金制度（新潟大学プロジェクト推進経費）の実施において，学系単学系，自然科学系，医歯学系に 然科学系，医歯学系において，それぞれ
する。 位もしくは複数学系の研究分野にわたる大型プロジェクトの公募・選定を行おいて，それぞれの独創的で特 の独創的で特徴ある研究を推進

する。 った。徴ある研究を推進
・各学系では，学系長裁量経費を設け特徴ある研究プロジェクトを支援した。

，「 」独創的で特徴ある研究プロジェクトを推進するために コア・ステーション
制度を発足させ，復興科学センター（Ｈ16年度認定，全学 ，環東アジア研究）
センター，地域文化連携センター（人文社会・教育科学系 ，国際情報通信研）
究センター，物質量子科学研究センター，地域連携フードサイエンス・セン
ター（自然科学系）など，計７つの事業体を認定し，設備・運営等について
学長並びに学系長裁量経費により支援を行った。

・これらの支援を背景として，モンゴル考古学を含む環日本海研究，次世代情
報ネットワーク（アドホック通信 ，腎研究，高圧処理を含む食品研究，低温）
物理・物性研究などが推進された。

（参考資料11 P107,参考資料13 P109参照）

【90】 【90】
・ ・ ・超域研究機構では，第２期のプロジェクトを公募し，創生研究部門として人超域研究機構において，次世代 超域研究機構において，次世代の研究分

文社会２（認知・多元文化 ，自然科学３（情報通信・低温物理・バイオ ，の研究分野の開拓を目指した先 野の開拓を目指した先端領域での分野横 ） ）
する。 医歯学２（バイオ）を，社会貢献研究部門として，自然科学１（環境 ，医歯端領域での分野横断型の研究を 断型の研究を推進 ）

する。 学２（医療）の，合計10プロジェクトを新規採択し，特に文系の分野横断型推進
研究の支援を強化した。

・第１期採択を含めたプロジェクトに対し，人的支援として，公募により，新
たに６プロジェクトに６人の専任教員（教授２，助教授３，助手１）を配置
するとともに，10プロジェクトに対してプロジェクト推進経費を交付するな
ど，重点支援を行った。

（参考資料12 P108参照）
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【91】 【91】
・ ・ ・21世紀COEプログラム「脳神経病理学研究教育拠点形成」を支援するために，中核的研究拠点として発展を続 中核的研究拠点として発展を続ける脳研

新たに任期制の教員配置（超域研究機構/助手１）を行った。ネットワークのける脳研究所附属統合脳機能研 究所附属統合脳機能研究センター及びテ
高速化のためのインフラの整備，病理標本のデジタル化，自己学習用e-Learn究センター及びテレメディシン レメディシン（デジタル臨床医療）構想
ingシステムの整備，遠隔顕微鏡システムの開発の計画を概ね実施した。（デジタル臨床医療）構想の一 の一環である２１世紀ＣＯＥプログラム

・連携融合事業「水分子の脳科学」遂行のため，PET棟を新営し，ヒト用・動物環である２１世紀ＣＯＥプログ 脳神経病理学研究教育拠点形成プロジェ
用脳特異的膜蛋白マッピング装置及びサイクロトンを導入し，任期制の教員ラム脳神経病理学研究教育拠点 クトを重点支援する等，世界をリードす

する。 配置（助教授１・助手１）を行い，アクアポリン４の脳内動態に関わる研究形成プロジェクトを重点支援す る研究教育拠点を形成
を開始した。ヒト用７テスラMRI装置は，臨床応用を開始した。縦型３テスラる等，世界をリードする研究教

する。 MR装置では，歩行時・運転時の脳機能の研究への実践応用が進行中である。育拠点を形成

【92】 【92】
・本学の地域性・立地性・拠点性 ・本学の地域性・立地性・拠点性（新潟県 ・平成16年度から発足した，学際的研究拠点形成のための「コア・ステーショ

新潟県域から東北アジアまで 域から東北アジアまで）を考慮した研究 ン」制度の中で，地域性を考慮した研究を推進する事業体として，復興科学（ ）
。 。 （ ）， ， ，を考慮した研究を推進する （例 を推進する （例えば「トキの野生復帰に センター Ｈ16年度認定 環東アジア研究センター 地域文化連携センター

えば「トキの野生復帰に向けた 向けた地域環境の創生」研究等を分野横 地域連携フードサイエンス・センター等を認定し，学長裁量経費や学系長裁
地域環境の創生」研究等を分野 断的な取組みで推進する ） 量経費による支援を行い，従来のトキ野生復帰や地域環境整備事業の継続と。
横断的な取組みで推進する ） ともに，地域に立脚した活動の強化を図った。。

・超域研究機構の新規採択第２期プロジェクトの社会貢献研究部門において，
地域の環境再生プロジェクトや，腎臓病の特性解析など，地域社会が求める
ニーズや本学の拠点性を反映させるプロジェクトを採択し，学長裁量経費に
より研究支援を行った。

・本学の地域立地条件を考慮した研究を推進するため東北アジアの教育・研究
機関と交流協定を締結しているが，新たな活動実績に基づき，ミャンマー保
健省医科学局，ハルビン工業大学工学系学部，ハンヤン大学などと新たに交
流協定を締結した。

○成果の社会への還元に関する具 ○成果の社会への還元に関する具体的方策
体的方策

【93】 【93】
・研究成果に基づく知識や技術が ・研究成果に基づく知識や技術が地域社会 ・平成16年度に設置した社会連携推進機構，及び研究支援部（事務組織）の活
地域社会や国際社会との共有財 や国際社会との共有財産となるよう，社 動を増強させ，ホームページやメディア等を通じた紹介・普及のみでなく，
産となるよう，社会との連携を 会との連携を図るために設置した組織（社 地域を対象として社会連携フォーラム活動を学内外で行い，本学の研究・教
図る組織（社会連携推進機構） 会連携推進機構）を充実するとともに， 育成果の普及を図り，地域住民及び地域企業多数の参加を得た。(第１回：14
を設置するとともに，広報セン 広報センターを活用し，ホームページ， 1人 第２回：124人）
ターを活用し，ホームページ， 出版物，地域メディア等を通して紹介・ ・医療保健分野を中核とした地理情報システム（GIS）に関する活動を強化する
出版物，地域メディア等を通し 普及を行う。 ために，学内外に研究会・協議会を設立するとともに，新潟市において国際
て紹介・普及を行う。 シンポジウムを開催し，地域自治体・企業を含み約200人の参加を得た。

・各組織においてホームページの充実を図り，最新研究成果等の情報発信を強
化するとともに，平易な小冊子（ 新潟大学ブックレット ）の継続刊行，一「 」
般配布パンフレット（ 新潟県中越地震被災家屋の地盤診断パンフレット ）「 」
の作成などにより，研究成果の紹介・普及に努めた。

・広報センターではメディアとの連絡会を定期的に催し，入試・医療等につい
て大学の現状を紹介した。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【94】 【94】
・研究成果の紹介や普及を目的と ・研究成果の紹介や普及を目的として，公 ・学内各組織の教員による公開講座，テレビ公開講座，新潟市内における国際
して，公開講座，シンポジウム 開講座，シンポジウム等を実施し，充実 シンポジウム，その他のシンポジウム，研究会，研修会を行った。平成17年
等を実施し，充実する。 する。 度より「コア・ステーション」制度により認定された事業体のシンポジウム

等が加わり，研究紹介・普及活動は一層充実された。これらの研究紹介には
本学の施設としては，大学キャンパスのみでなく，東京事務所を活用した。

【95】 【95】
（ ， ），・国や自治体，各種団体の委員会 ・国や自治体，各種団体の委員会や研修等 ・総合科学技術会議事務局 内閣府 環境・エネルギー分野上席政策調査員職

や研修等に参加し，専門的な知 に参加し，専門的な知見や学識を提供す 日本学術振興会学術システム研究センター（基礎生物学分野担当プログラム
見や学識を提供する。 る。 オフィサー）へ教員を昨年同様，兼務で派遣するとともに，公正取引委員会

（独占禁止政策協力委員 ，文部科学省ナショナルバイオリソースプロジェク）
ト（アサガオ小委員会・副委員長）など，国，新潟県，県内市町村等の各種
委員会委員，研修会講師を多く派遣した。

・地域社会の発展と人材育成に寄与することを目的として，新潟市と包括連携
協定を結び，連携協議会を開催して活動を開始した。

【96】 【96】
・大学から生まれる知的財産を発 ・大学から生まれる知的財産を発掘し，こ ・知的財産本部での発明審査体制を専門委員会制とし，専門性を高めるととも

， ， 。 ，掘し，これを社会に還元するこ れを社会に還元することを目的とした知 に 本部会議にTLO役員を加えることにより 知財活動の強化を図った また
とを目的とした知的財産本部を 的財産本部を充実し，県内の高等教育機 産学連携ポリシー，知的財産ポリシーを整備し，知的財産守秘義務及び権利
充実し，県内の高等教育機関等 関等の当該組織との連携を進める。 義務に関わる就業規則，学生通則，職務等発明規程を整備した。
の当該組織との連携を進める。 ・新潟大学，長岡技術科学大学，上越教育大学，新潟国際情報大学，新潟医療

福祉大学の５大学からなる新潟県大学連合知的財産本部に対する文部科学省
からの中間評価は，高評価を得て継続が決定された。

・本学の知的財産本部は，連合知財本部との連携を進め，学内に向けては，大
学の知的財産の創出に向けた「産学連携と共同研究の戦略セミナー」を開催
し，学外へは，研究成果を広く社会に還元するため「イノベーションジャパ
ン2005」をはじめ，20件の産学官連携見本市等に大学シーズを出展した。

【97】 【97】
・地域共同研究センターの機能を ・地域共同研究センターの機能を強化し， ・地域共同研究センターに，新たに専任教員１人を配置し，組織を強化すると
強化し 研究成果の集積拠点 知 研究成果の集積拠点（知的クラスター） ともに，リエゾン担当教員や知的財産本部知的財産コーディネーター，及び， （
的クラスター）の構築等産官学 の構築等産官学連携をより進展させるこ 独立行政法人科学技術振興機構（JSTサテライト新潟）と連携し，産学官連携
連携をより進展させることによ とにより地域における経済の活性化に寄 を推進する体制を強化した。また，7.13水害及び中越地震の復興支援活動に
り地域における経済の活性化に 与する。 組織をあげて努めた。
寄与する。 ・シーズプレゼンテーションの開催，イノベーションジャパン2005他，地域に

おける産学官連携見本市へ積極的に参加し，産学官連携のための大学シーズ
情報の発信を強化した。

・新潟市の他，第四銀行，日本政策投資銀行との包括連携協定を締結したこと
に基づき，連携協議会を設置し，自治体・企業との地域共同活動の強化に向
けて，活動を開始した。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○研究の水準・成果の検証に関す ○研究の水準・成果の検証に関する具体的
る具体的方策 方策

【98】 【98-1】
・企画戦略本部の下に評価センタ ・企画戦略本部の下に設置した評価センタ ・平成16年度に設置した評価センターを中心に，他大学（６大学）の訪問実地
ーを設置し，研究の全学的な評 ーを充実する。 調査を行い，これらの情報を基礎として，教育研究について全学的な評価指
価指針・基準を策定する。 【98-2】 針・基準策定の検討を行った。

・研究の全学的な評価指針・基準を策定す
るための検討を行う。

【99】 【99】
・評価センターを中心に，部局等 ・評価センターを中心に，部局等及び教育 ・自己点検・自己評価システムを検討するため，評価センターを中心として他
及び教育研究院の協力により， 研究院の協力により，自己点検・自己評 大学等の訪問実地調査を行い資料収集を行った。
自己点検・自己評価を行い，ピ 価を行い，ピアレビュー等の外部評価や ・大学評価・外部評価・認証評価の受審及び評価データベース構築のための準
アレビュー等の外部評価や大学 大学評価・学位授与機構等の第三者評価 備として，大学評価・学位授与機構，企業等のセミナーに参加した。
評価・学位授与機構等の第三者 を受ける準備を行う。 ・教員業績調査の入力率及び正確性の向上のため，事務部データベースや学務
評価を受ける。 情報システムデータベースからのデータコンバートなどデータ収集方式の改

善を一層進め，学内データベースの部分的再構築を行った。
・大学院実務法学研究科において，大学評価・学位授与機構の実施する「法科
大学院認証評価(予備評価)」を受審した。

【100】 【100】
・研究活動の成果をデータベース ・研究活動の成果をデータベースとして毎 ・研究活動の成果を含む，教員業績調査データベースの入力率及び正確性の向
として毎年集積し，分野別の活 年集積し，分野別の活動状況を公表する。 上のため，事務部データベースや学務情報システムデータベースからのデー
動状況を公表する。 タコンバートや入力方法を簡便化などデータ収集方式の改善を一層進めた。

また，整理・分析したデータを公表する準備を行った。
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新潟大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

・研究活動の飛躍的な活性化につながる研究体制を整えるために，新潟大学が
， ，目指す研究の基本的目標に適った分野や 実績評価の高い個人や集団に対し

重点的機動的に資源を配分する。中
・学内外の共同研究を推進するための施設，設備を充実し，研究支援体制を整
備するとともに，総合大学の特性を活かした分野横断型の研究や卓越した創期
造的研究の拠点形成を支援するため，学内の研究のため共用する施設等の優
先的利用を図る。目

・知的財産の積極的・持続的創出を全学共通の目標とし，本学の所有・創出す
る知的財産を，有効に活用する体制を整備する。標

・評価を研究活動の見直しや発展，個々の研究者や研究集団の能力開発の好機
として捉え，適切な評価方法を策定して，予算・施設・時間等の配分により
研究活動の活性化につなげる方策を探る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）研究実施体制等の整備に関 ２）研究実施体制等の整備に関する目標（
する目標を達成するための措 を達成するための措置
置

○適切な研究者等の配置に関する ○適切な研究者等の配置に関する具体的方
具体的方策 策

【101】 【101】
・ ・ ・人文社会・教育科学系の系列を再編し，従来の学部の枠を越えた研究分野の教育研究院の整備・充実と運営 教育研究院の整備・充実と運営の強化に

実体化を図った。学系内の研究プロジェクトに対して，学系長裁量経費によの強化により，研究グループの より，研究グループの重点的配置を促進
する。 する。 り５件を支援した。重点的配置を促進

・研究拠点形成支援のために「コア・ステーション」制度を発足させ，復興科
学センター（Ｈ16年度認定 ，環東アジア研究センター，地域文化連携センタ）
ー，国際情報通信研究センター，物質量子科学研究センター，地域連携フー
ドサイエンス・センター，地域連携先端医療科学センターの計７つの事業体
を正式に学長が認定し，その運営等について学系長裁量経費等により支援を
行った。

【102】 【102】
・ ・ ・超域研究機構では，第２期のプロジェクトを公募し，新たに10プロジェクト次世代の研究分野の開拓と卓越 次世代の研究分野の開拓と卓越した研究

を採択し，同機構の充実を図った。第２期プロジェクトでは，文系プロジェした研究拠点の形成を目指して 拠点の形成を目指して，既存の分野を超，
クトの強化，情報通信・低温物理・バイオ分野の充実，社会貢献部門（環境既存の分野を超えた研究組織 超 えた研究組織（超域研究機構）の機能を（

する する。 ・医療）の強化を図った。平成16年度配分に加えて，教員の戦略的配置を行域研究機構 の機能を充実 充実） 。
い，公募により，新たに６プロジェクトに６人の専任教員（教授２，助教授
３，助手１）を配置し，研究組織の充実化，活性化を支援した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【103】 【103】
・研究者の多様性・流動性を高め ・研究者の多様性・流動性を高めるため， ・新規教員の採用は，原則として公募制によることを既に定めているが，全学
るため，教員の選考に当たって 教員の選考に当たっては原則として公募 教員定員調整委員会により，この方針の徹底を図った。
は原則として公募制を採るとと 制を採るとともに任期制の導入の拡大を ・任期制について，既に大学院医歯学総合研究科・医歯学総合病院・脳研究所
もに任期制の導入の拡大を図る 図る。 ・学長理事直属組織が全面的に採用し，自然科学研究科等が一部採用してい。

るが，新たに医学部保健学科において平成18年度から全面的に導入すること
を決定した。

，・再任可の任期制を導入している組織における再任のための教員活動評価基準
及びその決定時期の全学的方針を検討した。

○研究資金の配分システムに関す ○研究資金の配分システムに関する具体的
る具体的方策 方策

【104】 【104】
・学外・学内での組織・個人への ・学外・学内での組織・個人への業績評価 ・新潟大学プロジェクト推進経費では，助成研究の継続として５件に優先配分
業績評価に基づき，資源配分を に基づき，資源配分を行うことを基本と を行い，新たに４件を採択し，複数年にわたる研究支援を担保した。若手研
行うことを基本とし，学内公募 し，学内公募型プロジェクト推進経費に 究者奨励研究では，ポスドク，医員など非常勤の研究者であっても優れた研
型プロジェクト推進経費につい ついて，新潟大学の研究目標の特性や若 究に配分を行い，採択率はほぼ50％であった。
て，新潟大学の研究目標の特性 手研究者の意欲喚起を考慮しながら，複 ・インセンティブ経費の総額を１億円に倍増し，学系長裁量経費の一部として
や若手研究者の意欲喚起を考慮 合的な学問領域研究，若手研究者奨励研 配分することにより，各学系での重点プロジェクトを強力に推進した。
しながら，複合的な学問領域研 究等を充実する。
究，若手研究者奨励研究等を充
実する。

○研究に必要な設備等の活用・整 ○研究に必要な設備等の活用・整備に関す
備に関する具体的方策 る具体的方策

【105】 【105】
・学術情報基盤機構を整備し，研 ・学術情報基盤機構を整備し，研究活動に ・学術情報基盤機構では，新たに総合情報処理センターに助教授１人を配置す
究活動に対する支援機能を強化 対する支援機能を強化する。 るとともに，全学の事務機構の改革に合わせて，学術情報部に新たに情報企
する。 画課を設け，情報セキュリティの確保，情報システムの管理を含め，情報化

推進支援機能を強化する方針を定めた。

【106】 【106】
・共同研究プロジェクト用のスペ ・共同研究プロジェクト用のスペースを整 ・共同研究スペースの運用を促進するため，全学建物委員会において決定した
ースを整備する。 備する。 共同研究スペース利用方針に基づき，共同研究スペースを活用してきたが，

， ，さらに建物利用状況の調査を行い 新たに確認された空きスペースを含めて
共同プロジェクト用の研究スペースとして先進的な教育研究に優先的に使用
を許可した。

・平成17年度において新たに38室1,584㎡（前年度17室1,064㎡）の全学共有ス
ペースを確保し，合計2,648㎡を確保・運用した。

（資料12 P59参照）
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【107】 【107】
・大型先端研究設備を一層充実す ・大型先端研究設備を一層充実するととも ・ポストゲノムの有力な研究分野である，プロテオーム解析の基盤的な設備と

「 」 。るとともに，その有効活用を図 に，その有効活用を図る。 なる ナノフロー・プロテオミクス・ソリューションシステム を設置した
る。 当該システムは機器分析センターが管理し，共同利用することにより有効活

用を図ることとした。
・脳研究所においては，連携融合事業「水分子の脳科学」に伴うPET棟の建設及
びヒト脳特異的膜蛋白マッピング装置を導入し 「心の科学的解明」を推進し，
た。

・工学部附属工学力教育センターにおいては，ナノ表面形状創製システム，そ
の他の設備を導入し，研究とともに学生の教育に活用した。

・大型先端研究施設の有効利用を図るため，既設機器のリスト，使用法をホー
ムページに掲載する「バーチャルラボ情報」を充実させた。

【108】 【108】
・学内ＬＡＮの高速化・大容量化 ・学内ＬＡＮの高速化・大容量化及びそれ ・インターネットに障害が起き，学外との接続が不可能となった場合に，学外
及びそれと整合する高速学外ネ と整合する高速学外ネットワークとの接 ネットワークとの接続を確保するバックアップシステムと自動的に切り替え
ットワークとの接続による研究 続による研究支援機能を充実する。 るシステムを導入した。
支援機能を充実する。 ・佐渡地区に所在する農学部附属ステーションの情報環境を整備することによ

り，全ての部局がネット上で同一キャンパスとなり，情報の即時取得，共有
が可能となった。

【109】 【109】
・電子図書館サービス機能を充実 ・電子図書館サービス機能を充実し，研究 ・附属図書館では，電子図書館サービス機能を充実するために，昨年に引き続
し，研究活動支援機能及び情報 活動支援機能及び情報発信機能を強化す き，電子ジャーナルを全学一括で契約し，16,980タイトルを導入し，国立大
発信機能を強化する。 る。 学法人では全国第一位となった。

・法律情報データベース「LEX/DB」及びWeb版データベース「SciFinder」を導
入した。

・従来の蔵書目録のデータベース化を進めており，学長裁量経費の活用により
遡及入力を実施し，約5,000冊を整理した。

【110】 【110】
・電子ジャーナルを含めた研究用 ・電子ジャーナルを含めた研究用学術資料 ・従来，学術雑誌を学内組織が別々に管理し，共同利用が困難であったが，電
学術資料の共同利用の促進を図 の共同利用の促進を図る。 子ジャーナル化し，昨年度より全学一括で契約することにより，教員のみで
る。 なく，大学院生，学部学生も学内からいつでも自由に利用が可能となった。

・電子ジャーナルの利用を促進するための講習会（６回）を教員・学生に対し
て実施した。

【111】 【111】
・機器操作従事者等の研究支援体 ・機器操作従事者等の研究支援体制の充実 ・技術職員をセミナー・研修会等に参加させ，専門的な技量を向上させること
制の充実を図る。 を図る。 により研究支援体制を強化した。

・教育研究への支援体制の強化・充実を図るために，工学部で試行されている
技術専門職員の組織一元化を継続し，組織化に関する問題点を検討した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○知的財産の創出，取得，管理及 ○知的財産の創出，取得，管理及び活用に
び活用に関する具体的方策 関する具体的方策

【112】 【112】
・知的財産本部において，知的財 ・知的財産本部において，知的財産の発掘 ・知的財産創出の一層の推進を図るため，知的財産本部本部員として，民間か
産の発掘及びこれを生み出す環 及びこれを生み出す環境の整備，技術的 ら，社会連携研究センター教授を採用するとともに，外部専門家を客員教授
境の整備，技術的インフラ及び インフラ及び法務担当組織の整備，十分 として採用し，さらに（株）新潟ティーエルオーの役員を加え，知財専門家
法務担当組織の整備，十分なリ なリスク管理体制の構築等を統合的・体 による体制強化を図った。発明審査委員会を知財本部の下部組織として再編
スク管理体制の構築等を統合的 系的に行い，本学独自の知的財産形成と し，知財専門家を配置し，審査の専門性を高め，迅速化を図った。
・体系的に行い，本学独自の知 その活用を図る。 ・知的財産本部のパンフレットや産学連携ガイドブックの作成，配布を行い，
的財産形成とその活用を図る。 知財関連ポリシーの周知徹底を図った。また不正競争防止法に対する教員，

学生の守秘義務に関して，就業規則・学生通則・職務等発明規程などを整備
し，共同研究等に当たってのリスク管理環境を整備した。

・技術移転の促進を図るため （株）新潟ティーエルオーと業務委託契約を取り，
交わすとともに，新潟県大学連合知的財産本部と連携して，セミナーやシン

， ， 。ポジウムを開催するなど 本学固有な知的財産の創出 活用の推進を図った
・研究者に対する体系的支援業務の一環として，企業との共同研究契約におい
て，不実施補償，秘密保持，権利帰属等について，相手方と協議し，契約条
件の適正化を図った。

（参考資料17 P115参照）

○研究活動の評価及び評価結果を ○研究活動の評価及び評価結果を質の向上
質の向上につなげるための具体 につなげるための具体的方策
的方策

【113】 【113】
・企画戦略本部において，研究業 ・企画戦略本部において，研究業績の蓄積 ・研究・教育・管理運営等についての組織評価を企画戦略本部評価センターが
績の蓄積とデータ解析を進め， とデータ解析を進め，分野ごとの特性を 行い，その指標に基づきインセンティブ経費を傾斜配分する仕組みを平成16
分野ごとの特性を把握し，これ 把握し，これらの評価を踏まえた戦略的 年度に本格発足したが，平成17年度において配分予算を倍増するとともに，
らの評価を踏まえた戦略的な予 な予算・施設の配分システムの導入を検 新たに社会貢献業務を評価項目に加えることにより，分野ごとの特性の一層

。 ，算・施設の配分システムの導入 討する。 の把握による予算配分を行った 予算配布先組織の長からの組織内配分方針
を検討する。 配分結果の報告書に基づき，企画戦略本部によりヒアリングを行い，今後の

運営についての改善点を検討している。

【114】 【114】
・研究活動に対する評価の高い教 ・研究活動に対する評価の高い教員に対し ・全学的には，研究活動に対する評価の高い教員に対し，学内・学部内管理運，
員に対し，学内・学部内管理運 学内・学部内管理運営業務を軽減・免除 営業務を軽減・免除し，一定期間研究に専念させる際の処遇のあり方につい
営業務を軽減・免除し，一定期 し，一定期間研究に専念できる環境等の て人事制度面から検討した。
間研究に専念できる環境を整備 整備について検討を行う。 ・超域研究機構に採択されたプロジェクトに属する教員については，学内組織
する。 管理運営業務を軽減しているが，超域研究機構専任教員については，特にそ

の徹底を図った。
・サバティカルの一形態として，文部科学省大学改革推進等補助金 （独）国際，
交流基金日本研究･知的交流資金等を資源として，教員３人を在外研究に派遣
した。



- 42 -

新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○全国共同研究，学内共同研究等 ○全国共同研究，学内共同研究等に関する
に関する具体的方策 具体的方策

【115】 【115】
・国が主導する研究開発プロジェ ・国が主導する研究開発プロジェクト重点 ・本学教員が，多国間国際協力プロジェクト「統合国際深海堀削計画（IODP 」）
クト重点分野の研究に積極的に 分野の研究に積極的に参加する。 （首席研究者 「リハビリ支援ロボット及び実用化技術の開発」プロジェク），

（ 「 」 ）参加する。 ト ＮＥＤＯ技術開発機構 人間支援型ロボット実用化基盤技術開発 事業
など，国が主導する研究プロジェクトに参加し，重要な役割を果たした。

・ 若年夫婦におけるＨＩＶ感染状況及びＨＩＶ感染と生殖医療との関連性に関「
する研究 「情報ネットワークを活用した行政・歯科医療機関・病院等の連携」
により要介護者口腔保健医療ケアシステムの開発に関する研究」など，国が
主導する研究プロジェクト重点分野に参加した。

【116】 【116】
・研究交流促進と研究の活性化の ・研究交流促進と研究の活性化のため，特 ・新たな特別研究員制度として，概算要求で認められ交付される特別教育研究
ため，特別研究員制度等を整備 別研究員制度等を整備する。 経費を財源として研究員を雇用できる制度を発足させ，医歯学総合病院のプ
する。 ロジェクトで特別研究員を配置した。

【117】 【117】
・各専門分野で共同研究プロジェ ・各専門分野で共同研究プロジェクトを重 ・超域研究機構においては，任期制専任教員を人文社会科学系プロジェクトに
クトを重点的に実施し，拠点形 点的に実施し，拠点形成化を図る。 １人，自然科学系に２人（情報，分子設計 ，医歯学系に３人（脳科学，再生）

） ， （ ， ），成化を図る。 医学 の計６人を配置し 既に配置した教員２人 産業クラスター 脳科学
特別研究員３人（稲エピゲネシス，分子設計，分子医療）に加え，重点研究
プロジェクトの組織充実を図るとともに 新潟大学プロジェクト推進経費 助， （
成経費）による重点支援（13件）を行った。

・学系長裁量経費，インセンティブ経費等を各組織に配分することにより，学
系における研究拠点化を支援した。

【118】 【118】
・積雪地域災害研究センター，機 ・積雪地域災害研究センター，機器分析セ ・平成16年度の新潟県連続災害に対応したコア・ステーション復興科学センタ
器分析センター等を学内の共同 ンター等を学内の共同研究の拠点として ー設置に合わせ，積雪地域災害研究センターを改組し，両センターを統合し
研究の拠点として位置付け，特 位置付け，特色ある研究プロジェクトを た「災害復興科学センター」設置の構想と概算要求を行い，多方面の学術分
色ある研究プロジェクトを構築 構築するための環境を整備する。 野を統合した研究基盤組織を平成18年度から発足することを決定した。
するための環境を整備する。 ・学内の研究活動を活発化するため，機器分析センターの所属機器を利用する

学内共同研究のプロジェクトを16件推進した。

【119】 【119】
・学外関連研究機関及び学内研究 ・学外関連研究機関及び学内研究者相互の ・超域研究機構等に学外研究者を採用するとともに，学際的研究拠点形成のた
者相互のネットワークを充実す ネットワークを充実する。 めの「コア・ステーション」制度に基づき，復興科学センター（Ｈ16年度認
る。 定 ，環東アジア研究センター，国際情報通信研究センターなど，計７つのコ）

ア・ステーションを認定した。
・国際戦略本部を中核としたGIS研究グループを発足させ，学外者を含めた学際
研究の機会を増やし，シンポジウム等の開催を含めて，学内外の研究者相互
のネットワークの充実を図った。

・地域共同研究センターならびに機器分析センター等学内共同研究センターな
どを通じた学内外共同プロジェクトを推進した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○研究実施体制等に関する特記事 ○研究実施体制等に関する特記事項
項

【120】 【120】
・ ・ ・超域研究機構に採択された公募プロジェクトを中核として，学際的重点研究学内の組織にとらわれない研究 学内の組織にとらわれない研究ユニット

を推進しているが，第２期プロジェクトを募集，採択するとともに専任教員ユニットの立ち上げを積極的に の立ち上げを積極的に推進し，研究セン
を６人増員し，さらなる促進を図った。推進し，研究センター，研究所 ター，研究所等の研究特化組織への発展

を目 を目指す。 ・学際的研究拠点形成のための「コア・ステーション」制度に基づき，復興科等の研究特化組織への発展
指す。 学センター（Ｈ16年度認定 ，環東アジア研究センター，国際情報通信研究セ）

ンターなど，計７つの事業体を認定し，研究特化組織へ発展するための施設
・設備及びその運営等について，学系長裁量経費等による支援を行った。

・国際戦略本部においては 「地理情報システム(GIS）センター｣の設置を目指，
し，そのパイロットプロジェクト「医療分野へのGISの適用」を支援し，国際
シンポジウムを開催し，学内外の研究者の学際的討論を行い，将来の共同研
究の方向性を模索した。

【121】 【121】
・企業からの寄附講座及び寄附研 ・企業からの寄附講座及び寄附研究部門の ・ 機能分子医学講座 （ 株）デンカ生研）に加えて，新たに寄附講座「地球温「 」（
究部門の設置を推進する。 設置を推進する。 暖化地域学講座」を東京電力（株）の寄附により設置した。
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新潟大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携，国際交流等に関する目標

・地域社会や国際社会が抱えている諸問題を具体的に把握し，総合大学として
の多彩な教育研究活動を通して得られた成果を還元することにより，地域社
会の活性化や国際社会の持続的発展に貢献する。

・社会貢献事業の運営上の効率化・能率化に留意しながら，自治体や企業，市中
民グループ等地域の実施主体と有機的な連携を図り，高大接続，生涯学習，
人材養成，国際交流等の地域貢献事業を進める。期

・大学の知的資源・施設及び地域連携機能を最大限に活用し，産官学連携や県
内国公私立大学との連携推進の上で中心的な役割を担う。目

・環日本海周辺地域における学術を主導する大学として，諸外国の高等教育研
究機関との人材・学術交流を進め，特に東アジア地域の文化向上や社会発展標
に貢献する。

・学生・教職員が国際化に対応できる柔軟で幅広い見識を深め，コミュニケー
ション能力を習得するための体制を整えて，大学の国際化を進める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（１）社会との連携，国際交流等 １）社会との連携，国際交流等に関する（
に関する目標を達成するため 目標を達成るための措置
の措置

○地域社会等との連携・協力，社 ○地域社会等との連携・協力，社会サービ
会サービス等に係る具体的方策 ス等に係る具体的方策

【122】 【122】
・テレビ会議システム・インター ・テレビ会議システム・インターネット等 ・免許法認定講座（小中高等学校教員の専修免許状取得を目的とした公開講座
ネット等を利用して生涯学習ネ を利用して生涯学習ネットワーク事業を 等）及び学外向け講座を引き続き開講し，テレビ会議システム・e-Learning
ットワーク事業を拡大する。 拡大する。 の活用及びSCS教育臨床特別講座を19大学を結んで行うなど，生涯学習ネット

ワークの拡充を図った。

【123】 【123】
・地域社会のニーズを把握し ・地域社会のニーズを把握し ・新潟駅南キャンパス（CLLIC)や旭町学術資料展示館等において 「公開講座」， ，「新 「新潟大学新

22講座 「セミナー，講演会，講習会，研修会等」23事業 「相談事業」１事潟大学新潟駅南キャンパス（Ｃ 潟駅南キャンパス（ＣＬＬＩＣ 」を活用） ， ，
しつつ，公開 しつつ，公開講座，研修会，講習会，相 業を実施するとともに，公開講座についてのアンケートを実施し地域社会のＬＬＩＣ 」を活用）

講座，研修会，講習会，相談会 談会等多様な事業を行う。 ニーズの把握に努めた。社会連携フォーラムや，震災関連の心のケア担当教
等多様な事業を行う。 諭の相談会，一般市民を対象とした無料法律相談など，地域社会のニーズに

応える事業を行った。
（参考資料15 P113参照）

【124】 【124】
・大学教育に直接触れる機会の少 ・大学教育に直接触れる機会の少ない地域 ・新潟県や各市町村と連携を図りつつ，県内各地（延べ６箇所）において，人
ない地域において公開講座等を において公開講座等を実施する。 文学，法学に関する公開講座・講演会等を実施し，延べ180人の参加を得た。
実施する。 ・全県下に受講の機会を広げるため，地元放送局との協力のもとにテレビ公開

講座「新潟・水紀行」を企画・実施するとともに，188人が受講登録を行い，
放送終了後は「受講者の集い （参加者57人）を開催して交流を図った。」
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【125】 【125】
・高大連携に関する事業並びに社 ・高大連携に関する事業並びに社会人の能 ・スーパーサイエンスハイスクール事業，サイエンス・パートナーシップ・プ
会人の能力開発講座等の体系化 力開発講座等の体系化を進める。 ログラム事業に積極的に参加・協力し，県内及び近隣県の高等学校38校にお
を進める。 ける出前授業・特設提携講義を実施するなど，高大連携事業を組織的に実施

した。
（ ， ）， （ ，・オープンキャンパス 5,584人 対前年度比20％増 学部学科体験 1,258人

対前年度比32％増）や新潟大学模擬授業（キミも新大生！）を行い，県内高
校生に大学施設体験の機会を提供した。

・県内高校教員を招いて「新指導要領下における高大接続のあり方」について
のＦＤを開催した。

・高大連携を深めるため，新潟県高等学校長協会と新潟大学との協議会の下に
高大接続ＷＧを設置し，検討を始めた。

・専門職大学院技術経営研究科（MOT）の設置に取り組むとともに，高度技術者
研修の実学一貫形式による実施，文部科学省の衛星放送公開講座「エル・ネ
ット」への参加（ 腎臓の病気 ）など，社会人の能力開発に資する事業に取「 」
り組んだ。

【126】 【126】
・研究生・科目等履修生制度の継 ・研究生・科目等履修生制度の継続及び市 ・研究生（前期・後期延べ360人 ・科目等履修生（前期・後期延べ94人）を受）
続及び市民開放授業制度の推進 民開放授業制度の推進等により，地域住 け入れた。
等により，地域住民等の教育研 民等の教育研究ニーズに応じた受入態勢 ・地域住民等の教育研究ニーズに応じる市民開放授業制度に基づき，350科目を
究ニーズに応じた受入態勢を整 を整える。 市民に開放し，164科目について94人が受講した。
える。

【127】 【127】
・各学部等の特色を生かした施設 ・各学部等の特色を生かした施設開放を進 ・ 新潟大学ＷＥＥＫ～１週間まるごと新潟大学～」において，各学部の特色を「
開放を進める。 める。 生かした研究成果の公表及び学内施設の開放を行った （参加者5,700人，前。

年度4,000人）
・ 見て触って工学技術 土と緑のふれあい農園 見てみよう人の脳と心 ｢旧「 」「 」「 」
制学校時代の実験器具：さわってみよう動かしてみよう｣等の参加型施設公開
や，教育委員会と連携した現職教員の12年研修，旭町学術資料展示館の写生
会や図書館所蔵貴重資料の特別展示等，各部局の特色を生かした施設開放事
業を行った。

○産官学連携の推進に関する具体 ○産官学連携の推進に関する具体的方策
的方策

【128】 【128】
・新潟県の企業支援機関である ・新潟県の企業支援機関である「 財）にい ・ 財 にいがた産業創造機構が主催する 知的財産関連機関連絡会 並びに 地（ （ ） 「 」 「
「 財）にいがた産業創造機構」 がた産業創造機構」との連携を強化する。 域中小企業知的財産戦略事業推進委員会」に参画し，同機構との連携強化に（
との連携を強化する。 努めた。また，文部科学省の競争的資金である都市エリアフォローアップ事

業においては，同機構からの依頼により知的財産本部の客員教授が中心とな
って事業の企画を行うなど，地域振興を目指す産官学一体の取り組みを行っ
た。

・科学技術相談や企業ニーズ把握の実施，都市エリアフォローアップ事業，に
いがた産学交流フェア2005などへの教員の組織的参加，新潟エリア大学発シ
ーズプレゼンテーションの実施など （財）にいがた産業創造機構と連携した，
事業を実施した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【129】 【129】
・リエゾンオフィス（産官学連携 ・リエゾンオフィス 産官学連携調整組織 ・地域共同研究センターに新潟市からの派遣職員を配置し，リエゾン担当教員（ ）
調整組織）としての地域共同研 としての地域共同研究センターの機能を や知的財産本部知的財産コーディネーターと連携して，一層の産官学連携推
究センターの機能を充実する。 充実する。 進体制を強化した。

・地域共同研究センターを中心として，企業の要請により３つの分野別研究会
（高分子材料開発，音響応用計測，電気・熱エネルギー）を運営した他，東
京事務所を活用した産学連携体制を構築した。

・異業種交流組合など地域企業関連組織との積極的連携を図るための機会を提
供し，リエゾン業務の展開と広報に努めた。

【130】 【130】
・学内の知的資源の活用による地 ・学内の知的資源の活用による地域産業の ・平成16年度の第四銀行に続き，新潟市，日本政策投資銀行と包括連携協定を

， ， 。域産業の高度化並びに新産業の 高度化並びに新産業の創出を図る。 締結するとともに 各々連携協議会を設置し 具体的な連携事業を開始した
創出を図る。 第四銀行と連携し，民間企業と新潟大学の技術相談の橋渡しを行う「だいし

技術相談サポートサービス （相談件数28件）を開始し，セミナー・フォーラ」
ムに講師を派遣した。新潟市とは，自然環境，教育及び文化，産業及び科学
技術等について連携事業を実施した。日本政策投資銀行とは，社会人教育コ
ースのカリキュラム開発，企業の技術開発プロジェクトに対する支援の強化
等について連携していくことを確認した。

・知的資源の活用のため 「産学連携と共同研究の戦略セミナー」を開催し，本，
学の研究成果を社会に還元するという重要性を啓発した。また技術移転機関
である（株）新潟ティーエルオーと業務提携契約を締結した。

・新潟ビジネスメッセ2005 主催：新潟市他 にいがた産学交流フェア2005 主（ ）， （
催：にいがた産業創造機構，関東経済産業局）等に参加して，県内地元企業
との間で技術情報を相互に発信することにより，地域産業の高度化と新産業
の創出に向けて，連携及び交流を促進した。

・中小企業基盤整備機構や第四銀行などと連携して新連携フォーラム in にい
がたを開催し 「新連携事業」に基づく地域企業の活性化を図った。，

【131】 【131】
・ ・ ・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー等において，教員，研究員による企業ベンチャー・ビジネス・ラボラ ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー等

向けの研究成果発表会を３回，院生や若手研究者向けのＭＯＴ＆ビジネス講トリー等を活用し，教員・学生 を活用し，教員・学生による起業を支援
する。 する。 演会を３回開催するなど，起業支援の強化を図った。による起業を支援

・外部資金による研究シーズ育成短期プロジェクトを６つ獲得して成果を上げ
るなど若手研究員や院生に対するベンチャ－マインド育成に努めた。

・新潟ニュービジネス協議会に参画し，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー
での人材育成プログラムの広報と新規創業に向けた連携を行った。

・企業内ベンチャ－創出を支援する一環として企業訪問を繰り返し行って研究
シーズの活用に努めた。

・知的財産本部と連携し，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー関連教員，研
究員，院生を対象とした特許検索セミナーを実施した。

【132】 【132】
・ 株）新潟ティーエルオー（新 ・ 株）新潟ティーエルオー（新潟ＴＬＯ） ・技術移転の推進を図るため （株）新潟ティーエルオーと業務提携契約を締結（ （ ，
潟ＴＬＯ）と連携して，産業界 と連携して，産業界への技術移転促進を し，連携強化による産業界への技術移転促進を図った。この成果として４件
への技術移転促進を図る。 図る。 の技術移転が行われ，平成17年度の技術移転収入として約950万円を得た。

・国立大学法人としては初めて技術移転機関である（株）新潟ティーエルオー
に対して出資することを決定し，認可された。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【133】 【133】
・ ・ ・知的財産本部において知的資源の効果的な保有管理運用を図るため，知的財知的財産本部における知的資源 知的財産本部における知的資源の管理運

する。 する。 産データベースの構築を開始した。の管理運用を充実 用を充実
・ホームページへの知的財産の掲載やパンフレットの作成，各種展示会への出
展など，研究成果の社会への還元を目指した種々の活動を展開した。この成
果として４件の技術移転が行われ，技術移転収入として約950万円を得た。

【134】 【134】
・新潟大学ホームページ上で研究 ・新潟大学ホームページ上で研究者及び研 ・新潟大学の研究者及びその研究内容に関する情報を提供する研究者総覧をホ
者及び研究内容等の最新情報を 究内容等の最新情報を提供する。 ームページに掲載し，情報更新を随時行った。
提供する。 ・このほか，ホームページに新着情報として，最新研究内容を提供した。

【135】 【135】
・民間企業・専門職業人団体等の ・民間企業・専門職業人団体等の支援によ ・新たに野村證券（株）の支援による寄附講義「資本市場の役割と証券投資」
支援による寄附講義の設置を進 る寄附講義の設置を進める。 を開設した （総件数２件）。
める。

○地域の国公私立大学等との連携 ○地域の国公私立大学等との連携・支援に
・支援に関する具体的方策 関する具体的方策

【136】 【136】
・ ・ ・新潟県大学連合知的財産本部との連携により「産学連携と共同研究の戦略セ新潟県内の諸大学と連携し 新 新潟県内の諸大学と連携し 「新潟県大学，「 ，

ミナー 「知的財産シンポジウム2005」を開催する等，知的財産の創出とその潟県大学連合知的財産本部」の 連合知的財産本部」の中核組織として， 」
する。 知的財産を通じての社会に対する役割などについて啓発を行った。また，発中核組織として，知的財産の創 知的財産の創出と活用を推進

する。 明コーディネーターの各大学への派遣，特許相談や知的財産セミナー開催な出と活用を推進
どの支援を行った。

【137】 【137】
・県内高等教育機関との連携を強 ・県内高等教育機関との連携を強化し，単 ・ 新潟県内高等教育機関における単位互換の推進に関する合意書」に基づき，「
化し 単位互換等の充実を図る 位互換等の充実を図る。 県内４大学から８人を受入れ12人を派遣した。， 。

【138】 【138】
・地域の教育水準の向上に資する ・地域の教育水準の向上に資するため，上 ・阿賀野市，三条市，見附市，長岡市の各教育委員会と連携協定を結び，協力
ため，上越教育大学との「教員 越教育大学との「教員養成・現職教員研 関係を強化した。
養成・現職教員研修のあり方に 修のあり方に関する連携協議会」を通し ・新潟市と「体力向上推進プロジェクト会議」を設置するほか，継続して「学
関する連携協議会」を通して， て，新潟県教育委員会や各自治体教育委 習支援ボランティア事業 「教員の１２年研修」を実施した。」，
新潟県教育委員会や各自治体教 員会との連携・協力関係を強化する。 ・長岡市で中越地震被災児童・生徒を対象に「こころのケア」のための相談活
育委員会との連携・協力関係を 動に取り組む等，地域の教育水準の向上に資する活動を進めた。
強化する。 ・上越教育大学との連携協議会の活動として，スクールリーダー養成講習会を

実施した。

○地域社会における国際化推進へ ○地域社会における国際化推進への貢献に
の貢献に関する具体的方策 関する具体的方策

【139】 【139】
・諸外国から受け入れた留学生の ・諸外国から受け入れた留学生の活力や能 ・新潟県東南アジア親善協会との連携を進め，留学生のフォローアップの必要
活力や能力を生かしながら，地 力を生かしながら，地元地域の国際交流 性と可能性を探るシンポジウムに参加・協力した。
元地域の国際交流組織やボラン 組織やボランティア団体，ＪＩＣＡ等と ・JICAとの連携のもとに，大学院現代社会文化研究科に留学生を受け入れ，英
ティア団体，ＪＩＣＡ等との一 の一層の連携を図る。 語による講義や演習を行った。
層の連携を図る。 ・新潟大学の留学生会や学生組織とともに地域との交流を図るため，地元ボラ

ンティアを招待する学長主催の「国際交流の夕べ」を開催した。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【140】 【140】
・地域の国際協力事業に協力する ・地域の国際協力事業に協力する人員を確 ・国際センターを中心に，異文化コミュニケーショントレーニングを行う「日
人員を確保し，そのための組織 保し，そのための組織やネットワークを 本語ボランティアリーダー研修講座」を（財）新潟県国際交流協会と開催す
やネットワークを整備する。 整備する。 るなど，地域の国際協力事業に協力し，地域の国際交流ネットワークづくり

に努めた。
・国際センターで留学生，日本人学生及び地域住民のための「レインボーコン
サート」を主催し，約300人の参加が得られた。このコンサートの企画に参加

， ， 。した国際ボランティアサークルに対し活動支援 指導を行い 連携を図った
・新潟マダガスカル協会と連携を図り，マダガスカル現地視察を行い，その成
果を地域の国際交流団体で報告した。

【141】 【141】
・地域の国際化を推進することを ・地域の国際化を推進することを目的とし ・ 東アジア文化圏研究の新潮流 「シルクロードの文化と交流 「医療・保険新「 」 」
目的とした授業やシンポジウム た授業やシンポジウムを開催する。 分野へのＧＩＳの応用に関する国際シンポジウム」等の国際シンポジウム，
を開催する。 講演会，講習会や，新潟国際交流協会との連携によるシンポジウムなどを多

数実施し市民に開放した。
・駅南キャンパスを活用し，在住外国人に対しての日本語読解教室を開設する
とともに，新潟国際交流協会と連携して一般市民を対象とした日本語ボラン
ティアリーダー研修講座を開催し，異文化コミュニケーションの推進を図っ
た。

【142】 【142】
・ 総合的な学習の時間」等を利 ・ 総合的な学習の時間」等を利用して，児 ・新潟市内の小中学校等の総合学習等の事業に31件，86人の留学生を派遣して「 「
用して，児童・生徒の異文化接 童・生徒の異文化接触の機会をつくり， 児童生徒の異文化体験に協力した。
触の機会をつくり，地域の国際 地域の国際化教育の基盤整備に協力する。
化教育の基盤整備に協力する。

○留学生交流その他諸外国の大学 ○留学生交流その他諸外国の大学等との教
等との教育研究上の交流に関す 育研究上の交流に関する具体的方策
る具体的方策

【143】 【143】
・英語版ホームページの充実等を ・英語版ホームページの充実等を通じ，大 ・開講講義科目の英語版シラバスを掲載する等，各組織において英語版ホーム
通じ，大学情報の英語による発 学情報の英語による発信事業を推進する。 ページの充実を図ったほか，ハングル，中国語版など複数言語による情報提
信事業を推進する。 供を開始した。

【144】 【144】
・各国交流締結校との連携を強化 ・各国交流締結校との連携を強化するとと ・本年度新たに中原大学，カイロ大学等，全７件の交流協定を締結した他，協
するとともに，留学生交流を促 もに，留学生交流を促進するための大学 定締結に向けて交流を推進した。
進するための大学間学生交流協 間学生交流協定の締結を進める。また， ・交流協定締結校との間で研究者の派遣，共同研究，シンポジウム開催などの
定の締結を進める。また，学部 学部間協定について全学レベルの協定へ 実施により連携を強化した。
間協定について全学レベルの協 の拡大を図る。
定への拡大を図る。

○教育研究活動に関連した国際協 ○教育研究活動に関連した国際協力に関す
力に関する具体的方策 る具体的方策

【145】 【145】
， ， ， ， ， ，・交流締結校等との間で，学生の ・交流締結校等との間で，学生の相互受け ・中国７大学 仏２大学 独２大学 韓国１大学 英国１大学 ロシア１大学

相互受け入れに関する計画を策 入れに関する計画を策定する。 フィリピン１大学との協定に基づき，34人の学生を受け入れ，23人を派遣し
定する。 た。

・短期留学プログラム（SSWANプログラム）により，14人の学生を受け入れた。



- 49 -

新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【146】 【146】
・海外に留学する本学学生数の増 ・海外に留学する本学学生数の増加を図る ・交流協定締結校から招聘した教員による集中講義や留学のための語学講座の
加を図るための体制を整えると ための体制を整えるとともに，留学経験 実施，履修の手引きへの交換学生に関する掲載，ガイダンスでの学生への呼
ともに，留学経験を有する学生 を有する学生を教育・研究体制の中で活 びかけ等で留学生増加の推進を図った。
を教育・研究体制の中で活用す 用する。 ・清華大学・北京大学等へ留学促進並びに留学に必要な語学レベルを与えるた
る。 め 「ＨＳＫ（漢語水平考試験 」の特別集中講座（５日間）を開催し，北京， ）

大学対外漢語教育学院から講師２人を招聘し，27人の参加を得た。
・清華大学人文社会科学学院と法学部との間で実施してきた「新潟大学サマー
スクール （過去12年間で約250人参加）を，全学に拡大することを決定し，」
上記の特別集中講座の実施等準備を行った。

【147】 【147】
・恒常的な研究協力体制維持のた ・恒常的な研究協力体制維持のための国際 ・交流協定締結校からの教員の招聘や定期的な国際シンポジウム開催を継続し
めの国際的ネットワークを充実 的ネットワークを充実する。 て，恒常的な研究協力体制維持のための国際的ネットワークを充実した。
する。 ・国際戦略本部のタスクフォースとして「国際学術サポートオフィス」を設置

し，GIS研究グループを発足させ，学外者を含めた学際研究の機会を増やし，
シンポジウム等の開催を含めて，学内外の研究者相互のネットワークの充実
を図った。

（参考資料19 P118参照）

【148】 【148】
・優秀な研究者の招聘，国際シン ・優秀な研究者の招聘，国際シンポジウム ・国際交流基金事業等を活用し優秀な研究者の招聘，国際シンポジウムの招致
ポジウム等の招致・開催，国際 等の招致・開催，国際共同プロジェクト 開催，国際共同研究等への支援を行った。
共同プロジェクト・共同研究等 ・共同研究等への支援により，研究にお ・各分野の著名な研究者を招聘し国際シンポジウムや研究討議を行った。
への支援により，研究における ける国際競争力を強化する。
国際競争力を強化する。

【149】 【149】
・国際協力に関する学内の教育研 ・国際協力に関する学内の教育研究成果に ・国際協力に関する学内の教育研究成果について教員各自のデータベース登録
究成果について，データベース ついて，データベースに登録し，国際貢 記載を積極的に呼びかけ，協力体制を強化した。
に登録し，国際貢献・国際連携 献・国際連携に関わる学外の機関に対す ・国際協力開発のためのデータベースに97人が登録している。
に関わる学外の機関に対する協 る協力体制を整備する。
力体制を整備する。

【150】 【150】
・学生寮及び宿泊施設を国際交流 ・学生寮及び宿泊施設を国際交流活動に活 ・国際交流活動について，学生寮や宿泊施設のほか大学会館の利用の検討を開
活動に活用できる体制を整備す 用できる体制について検討する。 始した。
る。

【151】 【151】
・国際交流会館の機能の充実を図 ・国際交流会館の機能の充実について検討 ・国際交流会館の学習室にインターネットが利用できる環境を整備したほか，
って，留学生受入を促進する。 する。 防犯対策として電子錠を設置するなど会館の機能の充実を図った。



- 50 -

新潟大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属病院に関する目標

・豊かな人間性と高い倫理性を備えた医療人を育成するとともに，患者本位の
医療及び患者サービスの向上を推進し，附属病院としての社会的使命を果た中
す。

・医歯学総合病院，医歯学総合研究科・脳研究所等における研究成果を反映し期
た高度で先進的な医療，及び少子高齢化等の社会環境の変化にも対応した医
療を提供する。目

・地域の中核病院として，地域密着型医療を進め，公的診療施設としての社会
的責務を果たすことにより，地域の医療水準の向上に貢献する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（２）附属病院に関する目標を達 （２）附属病院に関する目標を達成するた
成するための措置 めの措置

○質の高い医療人育成の具体的方 ○質の高い医療人育成の具体的方策
策

【152】 【152】
「 」・医歯学総合病院における臨床実 ・医歯学総合病院における臨床実習体制の ・採択された 地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム

（ ）（ 「 」 。）習体制を充実する。 充実について検討する。 中越地震に学ぶ赤ひげチーム医療人の育成 以下 医療人ＧＰ という
では，一貫した教育プログラムを構築・実施するため，本院内に「地域医療
教育支援コアステーション」を設置し，医学科・保健学科・歯学部口腔生命
福祉学科の学生チームによるワークショップの開催及びフィールドワーク等
を実施した。

・医科における学生教育室を，８室から16室に拡充し，臨床教育環境を整備し
。 ， 。た さらに 各種シミュレーターを有効に利用する臨床教育の検討を行った

・歯科における新カリキュラムの年次進行に伴い，臨床実習中のプログラムの
見直しを行い，臨床実習の開始時期を１ヶ月前倒しした。

・看護学生の臨地実習の充実を図るため，実習専門委員会を定期的に開催し，
協議を行った。

（参考資料5 P100参照）

【153】 【153】
・医歯学総合病院を中心に地域医 ・医歯学総合病院を中心に地域医療機関等 ・採択された医療人ＧＰに基づき，本院内に「地域医療教育支援コアステーシ
療機関等と連携した卒後臨床研 と連携した卒後臨床研修体制を整備する。 ョン」を設置し，地域保健医療研修におけるプログラムの標準化・共有化に
修体制を整備する。 ついて検討した。

・卒後臨床研修体制について検討する臨床研修管理委員会において，協力型臨
床研修病院（41病院 ・臨床研修協力施設（14施設）との連携を図った。）

・歯科医師臨床研修必修化にむけて，協力型臨床研修施設との連携について説
明会を開催した。21病院が協力型臨床研修施設，15施設が研修協力施設とな
り，歯科卒後臨床研修体制を整備した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【154】 【154】
・医歯学総合病院や地域医療機関 ・医歯学総合病院や地域医療機関のスタッ ・医療人ＧＰにより「地域支援テレビシステム（テレビ会議システム 」を本院）
のスタッフ及び研修生等の研修 フ及び研修生等の研修をハード・ソフト ２ヶ所，地域医療病院等８ヶ所に導入した。
をハード・ソフトの両面で充実 の両面で充実・支援する体制について検 ・救急部と新潟県が協力し，救急救命士の気管挿管実習生４人を受け入れた。
・支援する体制を整える。 討する。 ・日本看護協会認定看護師教育課程の実習施設として，地域医療機関から研修

生３人を受け入れた。
・ ちけんセンター」において，治験支援業務を行うクリニカル・リサーチ・コ「
ーディネータの育成プログラムを作成した。

・歯科医師の卒後臨床研修必修化，医師の卒後３年目以降の研修等にも対応す
るため，総合臨床研修センターへの改組について検討を行った。

【155】 【155】
・教育スタッフ等の臨床研修教育 ・教育スタッフ等の臨床研修教育活動に関 ・教育スタッフ等の臨床研修教育活動に関する評価・改善システム構築の一環
活動に関する評価・改善システ する評価・改善システムを構築する。 として，第２回新潟医師臨床研修指導医講習会を開催した （参加病院数22病。
ムを構築する。 院，参加医師数42人）

○患者本位の医療の実施と患者サ ○患者本位の医療の実施と患者サービスの
ービスの向上に関する具体的方 向上に関する具体的方策
策

【156】 【156】
・患者への診療情報の提供を促進 ・患者に対する接遇を向上する。 ・あいさつにかかる意識調査として全職員に対してアンケートを実施するとと
するとともに，患者に対する接 もに，院内統一目標としての標語を募集 「 こんにちは』その一言も良薬で，『
遇を向上する。 す」等の優秀作品をポスターにして各部署に掲示し，あいさつに関する４つ

の提言を行った。
・患者サービスを向上するため 「患者プライバシーの保護 「患者の羞恥心へ， 」
の配慮」としたキャンペーンを実施した。

・院内全職員を対象とした接遇研修を定期的に実施することとし，研修会（参
加者150人）を実施した。

【157】 【157】
・診療科等を機能的に編成すると ・診療科等の機能的な編成及び救急医療体 ・新病棟への移転に伴い，各診療科等別の病床数を見直し再配分を行った。
ともに，救急医療体制を充実す 制の充実について検討する。 ・ＩＣＵの病床を６床から８床に増床，看護師を増員し救急診療体制を強化，
る。 救急患者の受け入れを増やした。その結果，救急外来受診者数4,705人（前年

度比1.3倍 ，新患数1,047人（1.6倍 ，救急車搬入患者数1,192人(1.6倍)，入） ）
院患者数810人(2.3倍)と患者数が大幅に増加した。

【158】 【158】
・リハビリテーション治療体制の ・リハビリテーション治療体制の整備等， ・新病棟に施設・設備を整備，院内環境を改善し，身体的機能リハビリテーシ
整備等，医科・歯科による総合 医科・歯科による総合医療体制の推進及 ョン，言語・高次脳機能リハビリテーションの治療体制を整備した。
医療体制を推進するとともに， び施設・院内環境の整備を検討する。 ・摂食嚥下障害，肺機能障害等のリハビリテーションを加え総合医療体制の推
施設・院内環境を整備する。 進を図り，総合リハビリテーションセンターへの改組について検討した｡
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【159】 【159】
・医療における安全管理及び感染 ・医療における安全管理及び感染管理の体 ・一次救命のバックアップ体制の導入，及びＡＥＤ（自動体外式除細動器）を1
管理の体制を整備・強化する。 制を整備・強化する。 6台に増設し，ＡＥＤ及び一次救命処置の実技講習会（参加者200人）を実施

した。
・医療事故防止マニュアルの改訂を行うとともに 「肺血栓塞栓症の予防ガイド，
ライン」の改訂及び「グリセリン浣腸の手順」の作成を行った。

・感染管理に関する新規MRSA陽性者の報告体制を整備した。
・国立大学法人間の医療事故防止のための相互チェック及び院内相互チェック
を実施した。

○研究成果を反映した高度で先進 ○研究成果を反映した高度で先進的な医療
的な医療の提供に関する具体的 の提供に関する具体的方策
方策

【160】 【160】
・民間機関との共同研究を進める ・民間機関との共同研究を進めるとともに ・民間機関との共同研究契約を新たに８件（総額2,515万円 ，受託研究を新た）
とともに医歯学総合病院・医歯 医歯学総合病院・医歯学総合研究科・脳 に９件（総額1,692万円）を締結した。
学総合研究科・脳研究所等で得 研究所等で得られた研究成果を基にした
られた研究成果を基にした高度 高度で先進的な医療を開発し，提供する。
で先進的な医療を開発し，提供
する。

【161】 【161】
・医学・歯学の融合による集学的 ・医学・歯学の融合による集学的な医療を ・CT画像による顔面・頭蓋３次元立体モデルを用いた手術方法を，形成外科，
な医療を提供する。 提供する。 脳神経外科，口腔外科，矯正歯科が共同で開発し，高度先進医療の申請を準

備中である。平成17年度に７人の患者に新技術による手術を施行し，全例で
その有用性が確認された。

・摂食嚥下障害患者に対して医歯学連携によるリハビリテーションを実施し，
患者の生活の質の向上（QOL）を図るシステムを稼動した。

【162】 【162】
・治験による薬品等の開発研究を ・治験による薬品等の開発研究を推進する ・治験等契約59件を締結し，治験による新薬等の研究開発を推進した。。
推進する。

【163】 【163】
・トランスレーショナルリサーチ ・トランスレーショナルリサーチの研究成 ・生命科学医療センター運営委員会の下に再生・移植部門ＷＧを立ち上げ，再
の研究成果に基づく医療を推進 果に基づく医療を推進する。 生療法，細胞療法の開発，サポートに関する検討を開始した。
する。 ・ 特発性肺胞蛋白症の顆粒球マクロファージコロニー刺激因子（GM-CSF）吸入「

の臨床試験」を実施した。
・高度先進医療に承認されている「骨髄細胞移植による血管新生療法」の症例
を積み重ねた。

・細胞プロセシングルームの設置を検討した。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

○地域連携の推進と社会への貢献 ○地域連携の推進と社会への貢献に関する
に関する具体的方策 具体的方策

【164】 【164】
・地域医療関係機関等との連携ネ ・地域医療関係機関等との連携ネットワー ・地域歯科保健に関する相談・調整を行う地域保健連携推進窓口を開設した。

， ，ットワーク強化による地域保健 ク強化による地域保健医療を推進し，地 県内５市からフッ素洗口に関する相談依頼があり 計28回の説明会等を行い
医療を推進し，地域社会が求め 域社会が求める健康管理情報を提供する その成果として２地域でフッ素洗口事業の実施が決定した。
る健康管理情報を提供する。 ための，歯科医療ネットワークの構築に ・学校歯科検診で，県内全地域（対象児童は20万7千人）における評価を行い，

ついて検討する。 特に歯肉炎に対して健診精度及びその後のフォローの充実に努めた。その結
果，歯科医院受診者の向上に繋がった。

・要介護者に対して適切な口腔保健医療ケアを供給するための連携体制確立に
つき，下越３市においてモデル事業を行い，その結果，介護関係者による口
腔ケア実施率が６割から９割に増加した。この成果をWebページにおいて情報
提供を行った。

【165】 【165】
・災害時等における国立大学病院 ・災害時等における国立大学病院相互支援 ・ 災害マニュアル」の改訂を行い，災害のレベル別，並びに部署別に，職員の「
相互支援ネットワーク及び新潟 ネットワーク及び新潟県，新潟市等と連 行動基準を具体的かつ明確に規定したこと，また，災害時の被災状況を報告
県，新潟市等と連携し，緊急災 携し，緊急災害時における医療救護支援 するチェックリストを作成し，病院全体での全被災状況が迅速に把握される
害時における医療救護支援に貢 に貢献する。 しくみを作った点が特長である。
献する。 ・ 新潟県災害時医療救護活動マニュアル」改訂に伴い，ワーキングチーム委員「

として本院職員を派遣した。
・県が実施する災害時医療従事者研修会，年間３回開催の新潟市地域防災無線
通信訓練及び新潟市消防局による特殊災害等対応訓練に参加した。

【166】 【166】
・国際的な医療及び保健活動を推 ・国際的な医療及び保健活動を推進する。 ・ 財）日露医学医療交流財団の支援を受け 「第12回日露医学医療交流シンポ（ ，
進する。 ジウム」及び「第８回日露内視鏡シンポジウム」に，職員を派遣した。

○病院運営の改善と経営の効率化 ○病院運営の改善と経営の効率化の促進に
の促進に関する具体的方策 関する具体的方策

【167】 【167】
・病院長の権限を強化し，その責 ・病院長の権限を強化し，その責任の明確 ・病院運営委員会を毎月開催することにより，病院長，副病院長及び病院長補

。任を明確化するとともに，病院 化や，病院長補佐体制等の管理運営機能 佐の意思疎通を図るとともに責任の明確化及び管理運営機能の充実を図った
長補佐体制等の管理運営機能の の充実を行うとともに，物流管理システ ・経営の効率化を図るため物流管理システムについて検討し，病院情報システ
充実や，物流管理システムの導 ムの導入等による経営機能の強化につい ムの更新に合わせて導入した。また，院内物流を効率的に行うため，物流セ
入等により経営機能を強化する て検討する。 ンターを設置した。。

・業務の合理化及び経費の効果的運用を図るため，検体検査業務に関するWGを
設置し，検査部検体検査部門における最適な運営体制の検討を開始した。

【168】 【168】
・経費削減，外部資金の導入を図 ・経費削減，外部資金の導入を図ることに ・経営戦略委員会及び系別運営会議等を毎月開催し，病床稼働率の向上，診療
ることにより，財務面での改善 より，財務面での改善を図る体制につい 科の成果主義の継続実施，中央診療部門や病棟部門の成果主義の実施及び院
を図る体制を整備する。 て検討する。 内周知など病院経営面での改善の検討を進めた。

・医療材料の購買価格縮減を図り，６ヶ月間で4,816万円（削減率2.8％）の削
減が行われた。
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新潟大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【169】 【169】
・医療機器等を整備し，医療情報 ・医療機器等を整備し，医療情報等のＩＴ ・病院情報システムの更新に伴い，医療情報部運営委員会でシステム内容を検
等のＩＴ化等を推進する。 化等を推進することについて検討する。 討し，病院経営の改善，医療の質の向上が期待されるものとして，病棟にお

ける電子カルテの導入，オーダーエントリー（電子伝票）の推進，電子レセ
プトの導入準備，新物流システムの導入等を実施した。

・医療機器の更新等，各部門からの要望に対する審議を行い，計画的な更新等
を行うため，病院運営改善専門委員会を設置した。

【170】 【170】
・医歯学総合病院の再開発計画を ・医歯学総合病院の再開発計画を継続して ・中央診療棟及び外来棟新営について，継続的に検討を行い，10年後を見据え
継続して推進する。 推進することについて検討する。 た建物構築及び設備更新を計画，また，各部門の意向調査を取りまとめ，基

本計画を策定した。

【171】 【171】
（ ） ，・第三者による医療機能評価の継 ・第三者による医療機能評価の継続認定を ・ 財 日本医療機能評価機構から平成17年５月30日付けで認定証の交付があり

続認定を取得する。 取得する。 その後送付された「審査結果報告書」について検討し，改善に努めた。
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新潟大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（３）附属学校に関する目標

・附属学校としての特長を生かし，一般校に成果を還元することができる高度
な教育研究活動を行う。中

・地域社会の要望に応え，地域社会とともに発展し，公的責任を果たす学校運
営を目指す。期

・個性と人間性に溢れ，地域社会や国際社会の未来を担う子どもを育てる。
目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

（３）附属学校に関する目標を達 （３）附属学校に関する目標を達成するた
成するための措置 めの措置

○大学・学部との連携・協力の強 ○大学・学部との連携・協力の強化に関す
化に関する具体的方策 る具体的方策

【172】 【172】
・学士課程の一貫した教育実習プ ・学士課程の一貫した教育実習プログラム ・学士課程一貫の教育実習の一環として，前年度に引き続き４年次生による研
ログラムの導入や大学院生の学 の導入や大学院生の学校インターンシッ 究教育実習を附属学校を中心的なフイールドとして試行し（参加者39人 ，実）
校インターンシップへの受入等 プへの受入等，理論と実践との架橋を指 施体制の在り方を検討した。，
理論と実践との架橋を指向した 向した体系的な教育カリキュラムを試行 ・各附属学校（園）では大学院生の学校インターンシップを試行し，大学院生
体系的な教育カリキュラムを確 する。 の22％（現職以外の大学院生に対する割合）が参加し，実施に向けた課題を
立する。 整理した。

【173】 【173】
・子どもの発達段階に応じ，教員 ・子どもの発達段階に応じ，教員の実践力 ・附属学校と教育人間科学部の教員で構成した附属学校（園）運営協議会のも
の実践力を涵養するカリキュラ を涵養するカリキュラムを大学と共同で とに研究班を発足させ，子どもの発達段階に応じたカリキュラムについて検
ムを大学と共同で開発する。 開発する。 討し，その成果を教育研究会等で公開した。

・文部科学省研究開発校の指定を受けた長岡地区においては，幼稚園・小学校
・中学校の12年間を見通した教育課程の研究開発を，附属学校と教育人間科
学部教員等で組織される運営指導委員会と共同で取り組み，研究期間３年間
の成果として，カリキュラムの内容配列や指導法の改善，発達段階に応じた
評価の視点等を提案することができた。

（参考資料21 P120参照）

【174】 【174】
・学士課程教育・大学院教育との ・学士課程教育・大学院教育との連携を効 ・平成16年度に整備された遠隔ネットワークを活用し，教育人間科学部Webサイ
連携を効率的・効果的に進める 率的・効果的に進める遠隔ネットワーク トから実践的な教育内容等が閲覧できるよう附属学校（園）Webサイトを充実
遠隔ネットワークを整備する。 を整備する。 させた。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【175】 【175】
・教育研究上の連携・協力を進め ・教育研究上の連携・協力を進める組織の ・附属学校（園）運営協議会において，教育人間科学部との連携・協力を進め
る組織のあり方を定期的に点検 あり方を定期的に点検し，必要に応じて る組織のあり方を点検し，より実践的な活動を推進するため，新潟地区にお
し，必要に応じて適宜見直す。 適宜見直す。 いて 「小・中学校教育課程研究班」などの研究班を発足させた。，

・平成16年度に発足した「軽度発達障害児教育研究班」では，その研究成果を
生かし 「軽度発達障害児のための通級指導教室 （平成16年度附属養護学校， 」
に設置）の児童への支援，及び公開講座を実施した。

○学校運営の改善に関する具体的 ○学校運営の改善に関する具体的方策
方策

【176】 【176】
・学校評議員制度の一層の活用を ・学校評議員制度の一層の活用を進める。 ・学校評議員からの意見・提案を検討し，学校広報の充実（一部を地域住民に

）， ， 。進める。 も回覧 通学通園範囲の拡大 トイレや緑地などの教育環境の整備を行った

【177】 【177】
・人事配置の適正化と財務の効率 ・人事配置の適正化と財務の効率化を図り ・平成16年度と同様，県との交流人事を踏まえ，幼・小・中の接続期における，
化を図り，業務運営の効果を高 業務運営の効果を高める。 教員の配置を工夫するなど，人事配置の適正化に努めた。
める。 ・附属学校（園）間でコンピュータ室や体育用具などの施設・設備の共用化を

工夫し，設備費の節減に努めた。

○入学者選抜の改善に関する具体 ○入学者選抜の改善に関する具体的方策
的方策

【178】 【178】
・帰国子女等多様化する社会的背 ・帰国子女等多様化する社会的背景を有す ・市町村合併に伴い，入学希望者に配慮した入学機会の公平性を重視し，入学
景を有する入学希望者に配慮し る入学希望者に配慮した入学機会の公平 （園）者の居住範囲を拡大した。
た入学機会の公平性を重視する 性を重視するとともに，附属学校の特色 ・帰国子女等の受け入れや，附属学校の特色や教育目的に適った選抜方法を検
とともに，附属学校の特色や教 や教育目的に適った選抜方法を検討する。 討し，新潟中学校では帰国子女等の募集を開始し，平成18年度に１人が入学
育目的に適った選抜方法を整備 することになった。，
導入する。

○体系的な教職員研修に関する具 ○体系的な教職員研修に関する具体的方策
体的方策

【179】 【179】
・新潟県や新潟市の教育委員会等 ・新潟県や新潟市の教育委員会等と連携し ・新潟県教育委員会との人事交流の緊密化を進めるとともに，引き続き現職教，
と連携し，教員の人事交流の緊 教員の人事交流の緊密化を進めるととも 員の研修のあり方を検討した。
密化を進めるとともに，現職教 に，現職教員の研修のあり方を検討し， ・新潟県・新潟市・長岡市の教育委員会と連携し，延べ120人の初任者研修等を
員の研修のあり方を検討し，体 体系的な教職員研修制度を整備する。 実施した。
系的な教職員研修制度を整備す
る。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

地域を多面的に探求することを目的に 新潟学 新潟の地質・災害をさぐる 越１．学士課程教育の改善と教育機能の強化 ，「 」「 」「
後平野の成り立ちと生活」などの新潟大学個性化科目を開講している。学内の教員(1) 専門教育と教養教育とを有機的に連携した教育プログラムの推進

教養科目と専門科目の授業科目区分を廃止し，平成16年度に分野・水準表示法（ベ のほか，地域の各分野の有識者を非常勤講師に招き 『新潟学』としての内容を充実，
ンチマークシステム）の導入により，学生が既修得内容と達成度に応じて適切な授 させている。
業科目を選択できるよう授業科目の体系化を図った。

全学教育機構（ 全 ３．学生サービスの充実このような学士課程教育の改善のため，平成17年度に発足した 「
学教育企画部門 「授業科目開設部門 「学務情報部門 「教育支援部門」の４部門で (1) キャリアセンターを中心とした就職支援活動」 」 」

就職部を｢キャリアセンター｣に改編し，進路相談，就職ガイダンス，企業及び官構成）では 「全学教育支援システム推進事業 （平成17年度採択）を着実に遂行す， 」
。分析 公庁説明会，キャリアインターンシップなど，就職支援活動の一層の充実に努めた。るとともに，授業科目に付している分野・水準表示法に関する分析を行った

結果からさまざまな教育改善に向けての示唆が得られ，更なる改善を検討している。 キャリアインターンシップの受け入れ企業数は40社，派遣学生は88人と前年度（36
社，63人）より増加した。(2) 学習ニーズの多様化に対応した「副専攻制度」の充実

(2) 大学院生の研究活動への支援複線型履修を可能とする副専攻制度（オナーズプログラム）は 「環境学 「メデ， 」
ィアリテラシー 「MOT基礎」などの ６プログラムで平成16年度に試行 博士課程に在籍する大学院生の研究活動活性化のため，学術専門雑誌の英文誌等」 課題別副専攻
的に発足したが，平成17年度は 「法律学 「政治学 「経済学 「電子・情報科学」 への論文投稿と国外における国際会議での研究発表に対し平成16年度より支援して， 」 」 」
などの を追加し，合計19プログラムで本格導入を行った。平成17年度 おり，本年度は前年度よりおよそ140万円増の637万円を配分した。論文投稿支援事分野別副専攻
卒業生のうち，農学部学生が「MOT基礎」の副専攻認定を受けるなど，合計 業では医歯学総合研究科が，また，国際会議研究発表支援事業では自然科学研究科17人の学

。 がそれぞれ前年度の倍の数となった。生が副専攻取得認定を受けた
(3) 英語力向上のための習熟度別クラス編成 (3) 学生ボランティアセンターの活動支援

入学時の成績に応じて習熟度別クラス編成を行ったところ，１年次前期の終わり 学生主体の「新潟大学震災ボランティア本部」に対し復興科学センター（新潟大
に実施したTOEICテストの結果に反映された。また，後期の授業ではその成績に基づ 学コア・ステーション）のボランティア分野への参加を認め，教員とともに活動を
く習熟度別クラス編成を行い，授業の効率化を図ることができた。 続けている。このような活動に対し，日本学生支援機構が平成17年度から始めた優

秀学生顕彰事業において，本学４年次女子学生が 「ボランティア活動等」の分野で，
優秀賞を受賞した。２．独自の教育プログラムの開発と推進

(1) ものづくりを支える工学力教育
４．学際的プロジェクト振興と研究拠点形成による研究活動の活性化｢ものづくりを支える工学力教育の拠点形成｣（平成15年度採択特色GP：新潟大学，

「工学部附属工学力教育セン (1)「超域研究機構」による研究活動の活性化長崎大学，富山大学）を推進するため設置されている
先端研究分野における横断型の研究体制を構築し，研究教育体制の高度化を図るター」では，技術者との対話を可能とするネットワークシステムを構築し，学生の

させた。また，学科・学年の横断型ものづくり科目「創造プロ ことを目的とする「超域研究機構」では，第Ⅰ期募集プロジェクトのうち14件の期自主学習環境を充実
ジェクトⅠ，Ⅱ」の開講，企業の開発製品展示と技術講演会を一体化した「企業ウ 間更新を認め，さらに第Ⅱ期募集プロジェクトを公募審査し，文系プロジェクトの
イーク」の実施，学生ものづくり座談会等を通し，学生はものづくりに向かう厳し 強化，情報通信，低温物理，バイオ分野の充実，社会貢献部門の強化のため10件を
さと楽しさを実感するとともに，共同してものづくりに向かう認識を共有すること 採択した。また，新たに６人の教員（教授２，助教授３，助手１）を配置し研究活
ができた。 動を支援した。

(2) 地域医療を担う人材育成 (2) 21世紀COEプログラム等への支援
地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム 21世紀COEプログラム を支援するため，新たに「中越地震に学ぶ 「脳神経病理学研究教育拠点形成」

平成17年度採択 において 学士課程教育としての ワ 任期制の教員配置（助手１）を行った。脳研究所が保有する本邦随一の脳病理標本赤ひげチーム医療人の育成」（ ） ， 「
ークショップ開催」と「フィールドワークの実施」を行った。中越地震被災地での をデータベース化し，世界をリードする脳神経病理学の研究拠点をネットワーク上
仮設住宅や仮設診療所の見学，チームでの地域における訪問診療や訪問看護の体験 に構築するため，ネットワークの高速化，病理標本のデジタル化などの計画を概ね
実習などを通し，学生は地域医療現場を肌で感じ，チーム医療の重要性や問題点を 実施した。

こころの科学的認識することができた。 また，ヒト用７テスラMRI装置と縦型３テスラMR装置を活用して，
(3) 留学生大学院教育の実質化 解明の研究 「水分子のを推進している統合脳機能研究センターでは，連携融合事業

， ， （ ， ） ，医歯学総合研究科口腔生命科学専攻では，魅力ある大学院教育イニシアティブ 遂行のため PET棟の新営 任期制の教員配置 助教授１ 助手１ を行い「留 脳科学」
が採択された。スリランカからの留学生 アクアポリン４の脳内動態に関わる研究を開始した。学生大学院教育の実質化による国際貢献」

(3)「新潟大学プロジェクト推進経費」による研究活動の活性化を受け入れるため，スリランカの拠点校における教員組織・教育環境等の調査を行
い，入学予定者に適したカリキュラムを策定した。 学内の戦略的研究資金である新潟大学プロジェクト推進経費では，助成研究の継

続として５件に優先配分を行い，新規継続研究として４件を採択し，複数年研究を(4) 法科大学院における実践的教育
「裁判と法実務の国際的体験研修プログラム （平成16年度採択：新潟大学，九州 担保した。また，若手研究者奨励研究では，ポスドク，医員などの非常勤の研究者」

大学，青山学院大学）において，ヨーロッパ各国で「海外研修」を実施した。各国 であっても優れた研究に配分を行うこととし，合計66件を採択した（採択率ほぼ50
の法曹学院や各種裁判所への訪問，裁判官の説明や実際の訴訟の傍聴などの体験は， ％ 。）

(4)「新潟大学コア・ステーション」制度の整備国際的な法実務家についての認識が深まるよい機会となった。
高度な大学教育プログラムの開発や卓越した研究拠点の形成を目指し，組織にと(5) 地域を多面的に探求する「新潟大学個性化科目」の充実
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(2) 産官学連携の推進らわれない教育・研究活動を推進するため，平成16年度に新潟大学コア・ステーショ
ン制度を創設した。 （平成16年度設置）では，新潟県地域における 国内特許出願数は62件，技術移転実績は４件，共同研究数は136件，受託研究件数復興科学センター
災害復興を産業・農業・医療・生活など多角的視野からの調査研究を進め，第３回災 は116件となり，前年度より件数が増加するとともに，金額ベースにおいても１割増
害復興シンポジウムを開催した。また，新たに 加した。包括連携協定を締結している第四銀行とは 「だいし技術相談サポートサー「地域連携フードサイエンス・センタ ，

ビス」を開始し，地域産業の高度化に貢献した。また，新たに新潟市，日本政策投ー 「国際情報通信研究センター 「環東アジア研究センター 「地域文化連携センタ」 」 」
の６センター 資銀行とも包括連携協定を結び，地域共同研究センターへの新潟市からの派遣職員ー 「物質量子科学研究センター 「地域連携先端医療・科学センター」」 」

を認定した。 の配置，教育・文化・産業などの分野での連携事業を開始し，産官学連携を進めた。
(3) 技術移転の促進

技術移転の推進を図るため （株）新潟ティーエルオーと業務提携契約を締結し，５．教育・研究のための環境整備 ，
連携強化による技術移転促進を図り，４件の技術移転により本学は約950万円の技術附属図書館では電子ジャーナルの一層の充実に努め，国立大学法人としては第１位の

タイトル数（16,980タイトル）を備え 国立大学法人としては初めて技術移転機関であ，アクセス数も前年度より増加し，月平均34,000 移転収入を得た。このことにより，
件を超えた。また，快適な学習環境の整備に関わり，教室の空調設備の計画的な整備を 。る（株）新潟ティーエルオーに対して出資することを決定し認可された
進めてきており，平成17年度は11室について整備を行った。

９．国際交流・国際貢献の推進
６．各学部の特色を生かした公開講座，研修等による社会貢献 (1) 国際戦略本部の設置

各学部の特色を生かした公開講座，セミナー，講演会，研修会，相談事業等の実施， 「大学国際戦略本部強化事業」の採択を受け， する国際学術研究を戦略的に推進
県内の自治体との連携による公開講座，講演会等を実施してきており，地域連携の一環 ため，国際戦略本部を設置し，パイロットプロジェクト（GIS医療新分野への応用研
として一部の講座の受講料を無料にしている。以下に平成17年度の主な事業を示す。 究，教養教育の再構築，腎たんぱくデータベース・プロジェクト）を立ち上げた。

(2) 国際シンポジウムの開催(1) 新潟大学駅南キャンパスを中心に「新潟大学公開講座」22講座を実施した。アン
ケート調査では，講座内容に前年度と同様約90％の受講者が概ね満足していた。 国際交流協定校等の研究者を招聘し 「東アジアの食糧生産と環境保全を考える」，

(2) をテーマに，新潟県の川などの水と人との交 「東アジア文化圏研究の新潮流」などの国際シンポジウムの開催や，米国・中国・テレビ公開講座では「新潟・水紀行」
わりから生まれた文学に焦点を当てた内容で，地元放送局と協力して実施した。放 ロシアの大学との教員・学生の交流を積極的に行い，諸外国との連携強化を図ると
送終了後の受講生の集いには県内各地から受講者が参加し，主任講師との交流を図 ともに国際的な視野に立った教育ができた。
った。

10 「医歯学総合病院」における医療の充実(3) 文部科学省が実施しているエル・ネット「オープンカレッジ」に前年度に引き続き ．
(1) 地域の医療保健活動への支援参加し，腎臓病のテーマについて番組提供した。

「新潟大学WEEK～みんなで来て見て，新大探訪～」 「中越地震に学ぶ(4) 地域貢献事業として を平成17年 地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム
10月に した 「北のめだかと南のめだか 「新しい光エレク のもと，地域医療教育支援コアステーションを設置し，30を超す企画内容で開催 赤ひげチーム医療人の育成」。 」
トロニクスの材料の創製 「書の楽しみ」など，各学部の特色を生かした研究成果の 兼任教職員16人（医学部・歯学部を含む）と全診療科・診療部門から専門領域別に6」
公表や参加型施設公開などを行った。 4人の医師を選抜登録し，さらに，14人の地域医療教育支援アドバイザー（中越地震

(5) バイオリニスト五嶋みどり氏の協力を得て， 被災地医療施設の医師を中心に）を加え体制を整えた。平成17年度は，長岡市山古大学と地域を音楽で結ぶ「トータル・
プロジェクトに教員と学生が一体となって取り組ん 志陽光台診療所，新潟県立松代病院など計８施設に地域支援テレビシステムを設置エクスペリアンスin新潟大学」

だ。キャンパス内や地域でのウォークラリーコンサート，公開講座，体験セミナー し，大学病院各診療科との間でテレビ会議システムによる症例検討などを行った。
(2) 高度先進医療の実施などを通し，学生の音楽マネジメント能力の育成とともに，音楽の楽しみを地域に

提供できた。 ８件の高度先進医療の実施病院として，それぞれの症例を積み重ねているが，平
(6) 大学の教員・学生と地域が共同で行うアートによるまちづくり，アートによるコミ 成17年度は，顔面・頭蓋に変形のある症例に対するCT画像による３次元立体モデル

ュニケーションを目指した を，平成17年10月，内野地区を中心 を用いた新しい手術方法を開発し，高度先進医療の申請準備を行った。「うちのDEアート」
に実施した。35の企画，10人のアーティストによる講演やワークショップに，地域

11．学部との連携による「附属学校」の教育研究の充実の幼稚園児から大人まで多くの人が参加した。
附属学校の教育研究の充実については，附属学校運営協議会（附属学校と教育人間

科学部教員とで組織）において協議し，進めている。７．高大接続に関わる教育支援
(1) オープンキャンパス，学部学科体験，新潟大学模擬授業「キミも新大生！ ，県内 研究開発校の指定を受けた長岡地区においては 「科学的な感性、科学的なものの見」 ，

高等学校との特設提携講義や高等学校への出前授業など，高大連携事業を組織的に 方・考え方」をテーマに，幼・小・中の12年間を見通した教育課程の研究開発に取り
実施し，県内高等学校と大学教育との連携を図り，大学授業の聴講機会の提供に努 組み，研究期間３年間の成果として，カリキュラムの内容配列や指導法の改善，発達
めた。 段階に応じた評価の視点等を提案した。また，附属長岡中学校生徒が第49回日本学生

(2) 高大連携を深めるため，新潟県高等学校長協会と新潟大学との協議会の下に高大接 科学賞に入賞するなど，９件のテーマで各種の科学賞受賞という成果も得られた。
続WGを設置し検討を始めた。 特別支援教育をひとつの柱としている新潟地区では，養護学校・小学校・中学校間

での交流教育を進めており，附属学校運営協議会の下に設けた軽度発達障害児教育研
究班では，公開講座（第１期・４講座： 親支援プログラム ，第２期・７講座： 地８．産学連携・知的財産分野での活動の成果 「 」） 「
域支援ネットワーク 「発達障害を医者の立場から考える」等）を実施した。(1) 知的財産本部の整備 」

平成16年度に設置した知的財産本部では，発明審査体制を専門委員会制とし，専門
性を高めるとともに，産学連携ポリシーの整備，知的財産守秘義務及び権利義務に関
わる就業規則等，知財に関わる規定を整備した。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

・学長のリーダーシップが十全に発揮され，機動的な大学運営が遂行される体制を整
備する。中

， ， ，・学内資源は 学長のリーダーシップのもとに 業務態様に応じた評価結果を勘案し
適切に配分する。期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

１ 運営体制の改善に関する目 １ 運営体制の改善に関する目標を達成
標を達成するための措置 するための措置

○全学的な経営戦略の確立に関 ○全学的な経営戦略の確立に関する具体
する具体的方策 的方策

【180】 【180】
， （ ） ， ，・大学全体の運営・企画戦略を ・大学全体の運営・企画戦略を策定する Ⅳ ・企画戦略本部においては 学長 本部長 のリーダーシップの下 理事

策定するため，学長の直属組 ため，学長の直属組織として設置した 事務局各部長等を主要メンバーとして，教育，研究の活性化方策及び組
織として企画戦略本部を設置 企画戦略本部の活用を図る。 織運営について戦略的施策の企画・立案を行った。平成17年度は，1)現
する。 行給与制度とは別に特任教員等を年俸制で有期雇用する制度の策定，2)

中山間地における災害に対する復興モデル構築への総合的学術研究の推
進を図るため，新たに設置する「災害復興科学センター （既存の「積雪」
地域災害研究センター」を改組）の構想策定，3)人件費削減への対応方
針の策定，4)流動定員の戦略的・効果的な配置方針の策定，5)任期制教
員の再任審査に関する基本方針等について，施策・方針を企画・立案し
た。

○運営組織の効果的・機動的な ○運営組織の効果的・機動的な運営に関
運営に関する具体的方策 する具体的方策

【181】 【181】
・ するた ・ するため，理事 Ⅲ ・学長，理事，副学長及び事務局各部長等で構成する大学運営会議は，学学長の執行機能を強化 学長の執行機能を強化
め，理事が大学の重要事項を が大学の重要事項を適切に分掌すると 長の諮問事項，各理事及び事務局各部の所掌に係る懸案事項等大学運営
適切に分掌するとともに，役 ともに，役員と教職員の密接な連携を 上の様々な事項について，定期的（月２回）に協議を行っている。平成1
員と教職員の密接な連携を図 図り，学長を補佐する体制を強化する 7年度は，新潟市や日本政策投資銀行との包括連携協定，文部科学省「大
って，学長を補佐する体制を ために設置した，大学運営会議の活用 学国際戦略本部強化事業」採択に伴う事業の推進，災害シンポジウムの
強化するため，大学運営会議 を図る。 開催等の重要事項について協議を行った。
を設ける。

【182】 【182】
・役員会，経営協議会，教育研 ・役員会，経営協議会，教育研究評議会 Ⅲ ・役員会，経営協議会，教育研究評議会は，それぞれの審議事項を相互に
究評議会が連携し，円滑な運 が連携し，円滑な運営を図る。 情報提供し，密接な連携を図り，円滑な大学運営を行った。
営を行う。
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【183】 【183】
・全学的委員会の役割，位置付 ・役割 位置付け 構成等を再検討して Ⅲ ・全学委員会については，平成16年度に役割，位置付け，委員構成の在り， ， ，
け，構成等を再検討し，整理 整理，統合を行い設置した全学委員会 方を含め見直しを行った。
・統合する。 の活用を図る。 ・これら全学委員会の開催は，教員の委員会負担の軽減，出席者の確保の

観点から，月２回のあらかじめ定めた日に集中して行い，円滑な委員会
開催を確保し活用した。

【184】 【184】
・広報，国際交流，知的財産管 ・学長のリーダーシップの発揮を図る補 Ⅲ ・学長・理事直属組織として整備したセンター等は，それぞれ以下のとお
理及び危機管理の分野で，学 佐体制として設置した広報センター， り機能している。
長のリーダーシップの発揮を 国際センター，知的財産本部，危機管 ・広報センターでは，県内報道機関と３回の懇談会を開催するなど，社会
図る補佐体制を整備・充実す 理室の活用を図る。 に対する説明責任の確保に努めた。
る。 ・国際センターに「国際学術サポートオフィス」を設置し，国際学術研究

を推進した。
・知的財産本部は，大学の知的財産創出に向けたセミナーを開催するなど
周知を図った。その結果，特許出願件数が倍増し，技術移転収入につい
ても1.5倍と増加した。

・危機管理室では，諸会議，文書等により災害，事故，事件等の防止を図
るとともに，新潟県，新潟市防災課，新潟西消防署等と連携し，災害時
の対応について協議を行った。

○学系長等を中心とした機動的 ○学系長等を中心とした機動的・戦略的
・戦略的な組織運営に関する な組織運営に関する具体的方策
具体的方策

【185】 【185】
・学系長，学部長，研究科長等 ・学系長，学部長，研究科長等が，定め Ⅲ ・教員の所属組織である「学系」に学系長，副学系長を置き，教育組織で
の役割分担を明確にするとと られたそれぞれの役割分担の下で，学 ある学部，研究科に学部（研究科）長，副学部（研究科）長を置いて，
もに，学系長等の権限強化や 系等の機動的・戦略的な運営を図る。 定められたそれぞれの役割に基づき学系等の機動的，戦略的な運営を行
副学系長等による補佐体制の った。
整備により，学系等の機動的 ・各学系では，制度の定着化により意思決定が迅速化するとともに，重点
・戦略的な運営を図る。 研究支援，教員の公募採用が定着するなど公正な人事管理機能に寄与し

ている。
・学系における戦略的資源配分として，インセンティブ経費配分額を学系
長裁量経費とし，入試広報，シンポジウム開催，各種プロジェクト，建
物改修等に使用するなど，戦略的・機動的な運用を行った。

【186】 【186】
・学部等の教授会は，教育研究 ・学部等の教授会は，教育研究評議会， Ⅲ ・学部等教授会は，教育に関する重要事項の審議を，代議員制による学系
評議会，教育研究院の学系教 教育研究院の学系教授会議との役割分 教授会議は，教員人事・研究に関する重要事項の審議を行うことに整理
授会議との役割分担を明確に 担の下，審議事項を学部等の教育に関 しており，この趣旨が定着することにより意思決定が迅速化するととも
し，審議事項を学部等の教育 する重要事項に精選し，意思決定の迅 に，学部，研究科では全学教育機構と協力し，カリキュラム改革を進め
に関する重要事項に精選し， 速化を図る。 ている。
意思決定の迅速化を図る。 （参考資料14 P112参照）



- 61 -

新潟大学

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

○教員・事務職員等による一体 ○教員・事務職員等による一体的な運営
的な運営に関する具体的方策 に関する具体的方策

【187】 【187】
・企画戦略本部や広報センター ・企画戦略本部や広報センター，全学委 Ⅲ ・企画戦略本部，大学運営会議には事務局各部長を，資金管理委員会，入，
全学委員会等に事務職員等を 員会等に事務職員等を加えることによ 学試験委員会，情報セキュリティ・個人情報保護委員会，大学研究委員
加えることにより，組織運営 り，組織運営上の効率性や機動性を高 会，大学教育委員会及び環境整備委員会等の全学委員会にはそれぞれ関
上の効率性や機動性を高める める。 係部長を加えることにより，実務機能の強化を図り，組織運営の効率性。

や機動性を高めている。
・新たに全学教育機構委員会に事務職員を委員として加えて，実務機能強
化を図った。

○全学的視点からの戦略的な学 ○全学的視点からの戦略的な学内資源配
内資源配分に関する具体的方 分に関する具体的方策
策

【188】 【188】
・ ・ Ⅲ ・ プロジェクト推進経費」は，本学の研究面での一層の活性化を図るもの学内公募型プロジェクト推進 学内公募型プロジェクト推進経費（複 「

， 。経費 複合的な学問領域研究 合的な学問領域研究，若手研究者奨励（ ， であるため ヒアリング審査の実施等その評価プロセスの充実に努めた
を図る。 21世紀ＣＯＥに代表される研究拠点形成育成を目的とする大型研究選定若手研究者奨励研究等）の充 研究等）の充実

を図る。 においては，趣旨の定着により研究者のグループ形成が促され，複数年実
の研究期間を担保する重点支援プロジェクトを平成17年度は４件を選定
した。

・40歳未満の若手研究者を支援する若手研究者奨励研究については，応募
， ， 。条件を拡大しポスドク 医員など非常勤研究者を加え 支援を強化した

（参考資料11 P107参照）

【189】 【189】
・ ・ Ⅳ ・第１期中期計画期間中に90人の流動定員を措置することとしており，こ教員定員の流動化や全学的な 教員定員の流動化や全学的な共通スペ

の計画に基づき，平成17年度においては，地域共同研究センター，社会共通スペースの確保により， ースの確保により，教育・研究・社会
連携研究センター，キャリアセンター，超域研究機構及び脳研究所に対教育・研究・社会貢献の将来 貢献の将来計画に基づく重点分野・領

を行う し10人を配置し，教育研究の高度化・活性化，基盤運営部門の強化を図計画に基づく重点分野・領域 域を中心に 効果的な資源配分， 。
った。を中心に，効果的な資源配分

を行う。 ・ 全学共用スペース」を確保して運用しており，平成17年度においては新「
たに38室1,584㎡（前年度17室，1,064㎡）の全学共用スペースの拡大を
図り，合計2,648㎡を進展が期待される研究プロジェクト等に運用した。

（資料3 P6,資料12 P59参照）
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【190】 【190】
，・教育研究院での専門分野別研 ・教育研究院での専門分野別研究はその Ⅲ ・平成15年度から開始された第Ⅰ期超域研究機構所属プロジェクト16件は

， ， ， ，究はその基盤性・独創性等を 基盤性・独創性等を，超域研究機構で ３年間の研究期間終了にあたり 進捗状況 業績等の中間成果を審査し
超域研究機構での分野横断型 の分野横断型研究はさらに先端性・学 14件についてプロジェクトの３年間の期間更新を決定するとともに，新
研究はさらに先端性・学際性 際性・社会的要請等をそれぞれ指標と たに６人の専任教員を配置した。
・社会的要請等をそれぞれ指 して評価出来るような評価指標を検討 ・学内の学際的な研究を支援する「プロジェクト推進経費」の選考につい
標として評価し，資源を配分 する。 ては，研究拠点育成を図る観点から，大型研究を選定することとしてお
する。 り，基準を見直し科学研究費補助金応募の実績を評価指標に加えた。複

数年の研究機関を担保する重点研究プロジェクト選定にあたっては，８
件（４件採択）についてヒアリング審査を行い，研究課題評価の充実に
努めた。

・各学系，各学部等の業務に対する貢献度を評価し，その評価に基づき予
「 」 ， ，算を傾斜配分する インセンティブ経費 において 評価基準を見直し

教育業務，研究業務，管理運営業務の３評価項目に，社会貢献業務を加
えて４評価項目として，社会貢献活動の活性化を図った。

（資料8 P34,参考資料11 P107参照）

○学外有識者・専門家の登用に ○学外有識者・専門家の登用に関する具
関する具体的方策 体的方策

【191】 【191】
・各種委員会等において学外有 ・各種委員会等において学外有識者，専 Ⅲ ・行政，経済・産業，教育・文化，マス・メディア等各分野の有識者を新
識者，専門家の知見を活用で 門家の知見を活用できる体制の整備を 潟大学懇話会の委員として迎え，広く学外の有識者，専門家の知見を活
きる体制の整備を図る。 図る。 用できる体制を敷いている。

・知的財産本部会議に学外専門家を，超域研究機構運営委員会に学外有識
者を加え，その知見の活用を行っている。

・高大接続について連携するため 新潟県高等学校長協会と新潟大学の 高，『 「
大接続」に関する協議会』を設置しており，模擬授業等の施策に協議結
果を活用している。

・学外有識者の意見をふまえて 「社会連携研究センター 「キャリアセン， 」
ター」を設置し 「インセンティブ経費」の配分評価基準の見直しにより，
社会貢献活動の活性化を図った。

・各組織においては，教育人間科学部では教育委員会や小中学校の校長等
を委員とする教育実習委員会を，工学部，歯学部では学識経験者等を委
員とする学部運営諮問会議等をそれぞれ設置し，学外有識者からの意見
の活用に努めている。

（参考資料20 P119参照）

○内部監査機能の充実に関する ○内部監査機能の充実に関する具体的方
具体的方策 策

【192】 【192】
・監事のもとに監事室を設置し ・監事のもとに設置した監事室を活用す Ⅲ ・監事の下に設置した「監事室」において，監事監査の円滑な遂行を補助，
内部監査体制の充実を図る。 るとともに，内部監査体制の整備を図 するとともに，制定した内部監査規程等に基づき，新学士課程教育の導

る。 入状況をはじめとした教育研究活動の実状，自己収入増加のための実施
状況，経費節減努力への取組状況等について内部監査を実施した。

・監査機能の連携を図るため設置した「四者協議会（監事，理事，会計監
査人，内部監査部署 」を開催し，業務の実状や問題点等についての意見）
交換を行った。

（資料7 P32参照）
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新潟大学

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

○国立大学間の自主的な連携・ ○国立大学間の自主的な連携・協力体制
協力体制に関する具体的方策 に関する具体的方策

【193】 【193】
・近隣地域の学長会議等により ・近隣地域の学長会議等により，教学・ Ⅲ ・新潟県内の高等教育機関（大学，短期大学，高等専門学校，放送大学学，
教学・運営両面での連携を強 運営両面での連携を強化する。 習センター等24機関）で組織する「新潟県内高等教育機関懇談会」を本
化する。 学が幹事校になって設置しており，新潟県内の高等教育の推進拡充等の

。 ，方策について協議する体制を構築し活動を行っている 平成17年度には
平成16年12月に調印した「新潟県内高等教育機関の単位互換の推進に関
する合意書」に基づき学生の受け入れ（８人）及び派遣（12人）を行っ
た。

【194】 【194】
・生涯学習・人材養成・産官学 ・生涯学習・人材養成・産官学連携・国 Ⅲ ・新潟県内の３国立大学法人を含む５大学により設置された「新潟県大学
連携・国際交流等の地域貢献 際交流等の地域貢献事業について，県 連合知的財産本部」の主催により「知的財産シンポジウム2005 （参加者」
事業について，県内の国立大 内の国立大学法人が連携・協力して取 74人）を開催し，大学シーズの知的財産化の促進に努めた。
学法人が連携・協力して取り り組む。 ・新潟県内では初めてとなる新潟県内の国公私立大学の外国人留学生を対
組む。 象とした「留学生のための就職相談：国際人材フェア （主催： 財）環」 （

日本海経済研究所，後援：新潟県）開催にあたり，本学が事務局を勤め
各大学と連携して実施し，留学生の就職支援，県内企業等の海外ビジネ
スの活性化等に寄与した。

（参考資料17 P115参照）

ウェイト小計
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新潟大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

・業務態様に応じた業績評価や社会的要請に対応して組織の見直しを行う。
・研究の新分野創生と教育需要の変化に対応できるよう，定員の流動化を進める。中
・地域特性を生かして，類似の教育研究分野を有する機関との協力体制を確立し，再
編を目指す。期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 教育研究組織の見直しに関 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標
する目標を達成するための措 を達成するための措置
置

○教育研究組織の編成・見直し ○教育研究組織の編成・見直しのシステ
のシステムに関する具体的方 ムに関する具体的方策
策

【195】 【195】
・ ・ Ⅳ ・新学士課程教育の円滑な推進を図るため 「全学教育機構」を設置し，全新しい教育研究システムを試 新しい教育研究システムを試行する組 ，

について検 学教育企画部門と学務情報部門に専任教員を各１人，合計２人を配置し行する組織に対して重点的資 織に対する重点的資源配分
を行う。 討を行う。 た。源配分

・新しい研究分野を開拓し，現代的課題に関する社会的要請に応えるため
先端的研究分野における横断型研究を推進する「超域研究機構」に対し
て流動定員から重点的に教授２人，助教授３人，助手１人を配置した。

・社会連携戦略の構築，知的財産の創出及び生涯学習支援等幅広い分野の
社会連携活動を支援することを目的として「社会連携研究センター」を
設置し，教授１人を配置した。

（資料3 P6参照）

【196】 【196-1】
・教育研究組織間の流動性を高 ・企画戦略本部，評価センターを整備す Ⅲ ・評価センターにおいて教員個々のデータを試行的に収集している。
めるため，教員の実績・業務 る。 ・入力率の向上及び収集データの信頼性の向上のため，収集データの簡素
提案の先進性等を評価する体 【196-2】 化および学務事務システムからデータコンバートを行うなど，システム
制を整備する。 ・教員の実績・業務提案の先進性等の評 の見直しを行った。

価について検討する。 ・評価センターにおいて，評価の在り方について先進的事例等について情
報収集を行い，検討を行った。

【197】 【197】
・ を ・ Ⅲ ・第１期中期計画期間中に教員定員90人の流動化を図ることとしており，教員定員の９０名の流動化 教員定員の流動化を計画的に行う。
図る。 平成17年度においては，地域共同研究センターに１人，社会連携研究セ

ンターに１人，キャリアセンターに１人，超域研究機構に６人及び脳研
， ，究所に１人の計10人を流動定員から配置し 教育研究の高度化・活性化

基盤運営部門の強化を戦略的に図った。
（資料3 P6参照）



- 65 -

新潟大学

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

○教育研究組織の見直しの方向 ○教育研究組織の見直しの方向性
性

【198】 【198】
・企画戦略本部は，業務態様に ・企画戦略本部は，業務態様に応じた業 Ⅳ ・新潟中越地震を契機に，中山間地における災害に対する復興モデル構築
応じた業績評価を行うととも 績評価を行うとともに，社会需要・要 への総合的学術研究の推進を図るための体制として，既存の「積雪地域

， ， 」 ， 「 」に 社会需要・要請を分析し 請を分析し，学長のリーダーシップに 災害研究センター を発展的に改組し 新たに 災害復興科学センター
学長のリーダーシップにより より教育研究組織の見直しを行う。 を平成18年度に設置することを決定した。
教育研究組織の見直しを行う ・社会との連携及び学生のキャリア形成支援のため，新たに「社会連携研。

究センター 「キャリアセンター （就職部を改編）を設置し，それぞれ」 」
専任教員を配置した。

・社会の要請を踏まえた人材養成を行うため，技術と経営を融合した「大
学院技術経営研究科」を平成18年度に設置することを決定した。

【199】 【199】
・教育研究の進展を踏まえ，既 ・教育研究の進展を踏まえ，既存の組織 Ⅳ ・平成17年度概算要求で認められた教育プロジェクト「技術連携の推進と
存の組織に附属する教育研究 の整備について，必要に応じて検討す 実践的教育プログラムの計画・開発」事業を推進するため，工学部附属
組織を整備する。 る。 の教育研究施設として「工学部附属工学力教育センター」を設置し，助

教授１人を配置した。
・研究拠点形成支援のために「コア・ステーション」制度を発足させ，復
興科学センター（Ｈ16年度認定 ，環東アジア研究センター，地域文化連）
携センター，国際情報通信研究センター，物質量子科学研究センター，
地域連携フードサイエンス・センター，地域連携先端医療・科学センタ
ーの計７つの事業体を正式に学長が認定し，その運営等について学系長
裁量経費等により支援を行った。

（参考資料13 P109参照）

【200】 【200】
・教員養成機能を飛躍的に高め ・教員養成機能を高めるため，上越教育 Ⅲ ・上越教育大学との間で設置した「新潟大学と上越教育大学との教員養成
るために，教育研究院に教育 大学との連携協議会等を活用し積極的 ・現職教員研修の在り方に関する協議会」において，教員10年研修，ス
学系を新設する。 に検討する。 クールリーダーの養成，e-Learningを活用した現職教員研修等の事業を

両大学による連携事業として実施した。

【201】 【201】
（ ，・自然科学系分野において，大 ・自然科学系分野において，大学を超え Ⅳ ・特色ＧＰ事業として採択された工学力教育に関する連携事業 新潟大学

学を超えた連携を積極的に進 た連携を積極的に進める。 長崎大学，富山大学）をさらに推進するため，その中心となる工学力教
める。 育センターに専任教員１人を配置した。各大学で，３回目の「ものづく

りアイディア展」を開催し（本学開催時参加学生数：新潟大27人，長崎
大12人，富山大27人 ，企業ＷＥＥＫなどで連携をさらに深め，工学教育）
のさらなる高度化を図った。

・長岡技術科学大学とＳＣＳを活用し，単位互換を行った。
（参考資料5 Ｐ98参照）



- 66 -

新潟大学

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【202】 【202】
・教育研究院の整備・充実と運 ・教育研究院の整備・充実と運営の強化 Ⅳ ・人文社会・教育科学系の系列を再編し，従来の学部の枠を越えた研究分
営の強化により，研究水準の により，研究水準の向上と教育体制の 野の実体化を図った。
向上と教育体制の強化を図る 強化を図る。 ・教育研究院の各学系を学内予算配分単位とするとともに，学系長裁量経。

費を設け学系長の権限強化を図った。
・平成17年４月に全学教育機構を設置し，教育体制の強化を図り，全学教
育企画部門，授業科目開設部門，学務情報部門，教育支援部門の全４部
門に兼務教員を配置し，全学教育企画部門及び学務情報部門にはそれぞ
れ専任教員を配置した。

・教育研究院の学系を中心とした運営を円滑に行うため，従来の学部事務
長制を廃止し，全ての「学部事務部」を「学系事務部」に再編統合する
事務組織再編を決定した。

【203】 【203】
・総合大学の特性を活かした分 ・総合大学の特性を生かした分野横断型 Ⅳ ・超域研究機構では，第２期のプロジェクトを公募し，創生科学研究部門
野横断型の研究や，世界的視 の研究や，世界的視点から価値ある優 として人文社会２件（認知・多元文化 ，自然科学３件（情報通信・低温）
点から価値ある優れた創生的 れた創生的研究を推進するため，超域 物理・バイオ ，医歯学２件（バイオ）を，社会貢献研究部門として，自）
研究を推進するため，超域研 研究機構の整備・充実を図る。 然科学１件（環境 ，医歯学２件（医療）の，合計10プロジェクトを新規）
究機構の整備・充実を図る。 採択し，特に文系の分野横断型研究の支援を強化した。

・第１期及び第２期プロジェクト総計25件のうち，特に優れた６件を選定
し，教授２人，助教授３人，助手１人を配置するとともに，７プロジェ
クトに対しプロジェクト推進経費の研究助成を行った。

（参考資料12 P108参照）

【204】 【204-1】
・社会的要請や科学の進展に対 ・自然科学研究科，現代社会文化研究科 Ⅲ ・大学院自然科学研究科，現代社会文化研究科の入学定員を見直し，文理
応した学部・研究科等の新設 を再編する。 融合型の高度専門職業人の養成を行う「大学院技術経営研究科」の設置
・再編や，高度専門職業人の 【204-2】 を決定した。
養成を行うための研究科等の ・歯学部口腔生命福祉学科，実務法学研 ・歯学部口腔生命福祉学科の年次整備として，教員４人を配置した。
整備を進める。 究科を整備する。 ・大学院実務法学研究科の教育研究支援システム，大学院生向け設備の充

【204-3】 実を図った。
・その他の学部・研究科等の新設・再編
等を必要に応じて検討する。

【205】 【205】
・学内の教育研究のため共用す ・基盤的組織として再編した，社会連携 Ⅳ ・社会連携推進機構については 「社会連携研究センター」を新設し，民間，
る施設等を，社会連携業務， 推進機構，学術情報基盤機構，教育・ から教授１人を配置した。同センターは，町づくりと産業振興をテーマ
情報ネットワーク・学術情報 学生支援センター群及び研究支援セン に２回の社会連携フォーラム（計265人参加）を開催した。

， ，発信業務，教育・学生支援業 ター群の活用を図る。 ・学術情報基盤機構については 旭町学術資料展示館において各種企画展
務及び研究支援業務を担う基 シンポジウム等を開催した。
盤的組織へと再編し，機能強 ・教育・学生支援センター群においては，就職部を「キャリアセンター」
化を図る。 に改編し，民間から助教授１人を配置した。同センターでは就職相談を

強化するとともに各種事業参加者も9,951人と前年度比33％増となった。
保健管理センターでは，平成16年度に医師を1人増員しており，学生のメ
ンタルヘルス充実に成果が上がっている。

・研究支援センター群においては，学内の研究活動を活発化するため，機
器分析センターの所属機器を利用する学内共同研究のプロジェクトを16
件推進した。

（参考資料18 P117参照）
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新潟大学

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【206】 【206】
・特に学士課程教育について， ・特に学士課程教育について，教養教育 Ⅳ ・ 全学科目」の企画・実施を担う組織として新たに「全学教育機構」を設「
教養教育と専門教育との有機 と専門教育との有機的な連携を全学的 置し 「全学教育企画部門 「授業科目開設部門 「学務情報部門 「教育， 」 」 」
的な連携を全学的な視点から な視点から充実するための組織の整備 支援部門」の４部門を置き，兼務教員による部門長４人と２人の専任教
充実するための組織の整備を を進める。 員を配置した。
進める。 ・新学士課程教育を円滑に遂行するため，全学共通科目（教養科目）及び

専門科目の科目区分を撤廃し，全ての科目を学部が各々の教育課程に応
じて「教養教育に資する科目」あるいは「専門教育に資する科目」に位
置付ける制度を開始した。

・副専攻課程を19プログラムで本格導入し，平成17年度は卒業生のうち17
人について副専攻課程の認定を行った。

・平成18年度から稼働し，学生の入学から卒業後までの総合情報を提供す
る「学生カルテ」を含めた新学務情報システムの構築を開始した。

（参考資料1 P91,参考資料2 P92,参考資料3 P95,参考資料4 P97参照）

ウェイト小計
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新潟大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

・教職員の人事制度に関する一元的な管理・運営体制を構築する。
・教育・研究の将来計画に基づいて，重点領域・分野を中心に人材を効果的に配置す中
る。

・教職員の処遇管理を行うため，公正・透明・適正な評価に基づく人事制度の確立を期
図る。

・教職員の能力開発を図るため，多角的な研修制度を構築する。目
・業務の効率化・合理化を進めるとともに，人件費の適正な管理を図る。
・ 行政改革の重要方針 （平成17年12年24日閣議決定）において示された総人件費改標 「 」
革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取り組みを行う。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

３ 教職員の人事の適正化に関 ３ 教職員の人事の適正化に関する目標
する目標を達成するための措 を達成するための措置
置

○人事評価システムの整備・活 ○人事評価システムの整備・活用に関す
用に関する具体的方策 る具体的方策

【207】 【207】
・人事制度に関する基本方針を ・人事制度に関する基本方針を策定し， Ⅳ ・高度の専門的知識，経験又は識見を必要とする業務に専属的に一定期間
策定し，学長の下に一元的な 学長の下に一元的な人事管理・運営体 従事する教育職員又は事務職員を雇用するため，新たに有期雇用，年俸
人事管理・運営体制を構築す 制を構築する。 制等を内容とする「特定有期雇用特任教員等制度」を創設し，平成18年
る。 度から導入することを決定した。

・教員定員については，学長を委員長とする「全学教員定員調整委員会」
において一元的管理，調整を行うシステムを構築している。このシステ
ムにより，第１期中期計画期間中に90人の教員定員を流動化することと
している。平成17年度においては 「地域共同研究センター 「社会連携， 」
研究センター 「キャリアセンター 「超域研究機構」及び「脳研究所」」 」
に対し10人を戦略的に配置した。

（資料3 P6参照）

【208】 【208】
・学内の流動化定員について， ・学内の流動化定員について，教育・研 Ⅳ ・平成17年度の流動定員については，超域研究機構のプロジェクト研究に
教育・研究・社会貢献の将来 究・社会貢献の将来計画に基づく重点 研究者６人，地域社会との有機的連携に取り組むため新設した社会連携
計画に基づく重点分野・領域 分野・領域を中心に，人材を効果的に 研究センターに専任教員１人，学生の就職，キャリア形成を支援するた
を中心に，人材を効果的に配 配置する。 めキャリアセンターに専任教員１人，産学連携の強化を図るため地域共
置する。 同研究センターに専任教員１人及び脳研究所に専任教員１人を戦略的に

配置し，教育研究の高度化，活性化，基盤運営部門の強化を図った。
（資料3 P6参照）
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【209】 【209】
・職務に対するインセンティブ ・職務に対するインセンティブ付与のた Ⅲ ・業務態様に応じた業績評価の在り方については，企画戦略本部の下に設
付与のため，業務態様に応じ め，業務態様に応じた業績評価を，公 置した評価センター及び人事制度検討専門委員会で検討しており，平成1
た業績評価を，公正・透明・ 正・透明・適正に反映させる人事処遇 7年度においては先進的事例の情報を収集して検討を行った。また，個々
適正に反映させる人事処遇・ ・報酬システムを構築するための検討 の教員の業績を調査するため試行的に運用している「個人業績収集シス
報酬システムを構築する。 を行う。 テム」についても，入力率の向上及び収集データの信頼性向上のため，

収集データの簡素化及び学務事務システムからデータコンバートを行う
などの見直しを行った。

・業績評価と人事処遇等への反映を図るための人事システムの構築は，第
Ⅰ期中期目標期間内を目指して検討している。

○柔軟で多様な人事制度の構築 ○柔軟で多様な人事制度の構築に関する
に関する具体的方策 具体的方策

【210】 【210】
・業務態様に応じて，高度専門 ・業務態様に応じて，高度専門分野への Ⅳ ・高度の専門的知識，経験又は識見を必要とする業務に専属的に一定期間
分野への学外からの人材登用 学外からの人材登用を柔軟に進める制 従事する教育職員又は事務職員を雇用するため，新たに有期雇用，年俸
を柔軟に進める制度を検討す 度を検討する。 制等を内容とする「特定有期雇用特任教員等制度」を創設し，平成18年
る。 度から導入することを決定した。

・この制度に基づき，競争的資金等の活用により災害復興科学センター，
医歯学総合病院，大学院技術経営研究科，寄附講座等で24人の採用を決
定した。

【211】 【211】
・教職員の適切な処遇のための ・教職員の適切な処遇のためのキャリア Ⅲ ・キャリアパスの在り方については，職種の専門性，業績評価等を踏まえ
キャリアパスの在り方につい パスの在り方について検討を進める。 た人事システムを人事制度検討専門委員会において検討を行っている。
て検討を進める。

【212】 【212】
・産学連携等社会貢献事業を推 ・産学連携等社会貢献事業を推進する上 Ⅲ ・教員が積極的に社会貢献及び地域貢献に携われることに配慮した「国立
進する上で，国立大学法人と で，国立大学法人と教員個人の利益相 大学法人新潟大学職員兼業規程 ，利益相反や責任相反の問題に対する本」
教員個人の利益相反を考慮し 反を考慮しつつ，兼業・兼職等に関す 学の姿勢を示す「国立大学法人新潟大学利益相反ポリシー」を整備して
つつ，兼業・兼職等に関する る適切な制度を整備する。 おり，この問題の啓発活動の一環として 「大学における利益相反―大学，
適切な制度を整備する。 での事例紹介」と題したセミナーを実施し，周知を図った。

○任期制・公募制の導入等の教 ○任期制・公募制の導入等の教員の流動
員の流動性向上に関する具体 性向上に関する具体的方策
的方策

【213】 【213】
・教員の業務態様を考慮しつつ ・教員の業務態様を考慮しつつ，任期制 Ⅳ ・流動定員により配置した教員ポスト，補助事業及び外部資金により配置，
任期制の導入の拡大を図る。 の導入の拡大を図る。 した教員ポスト等を任期制として，任期制ポストを拡大し教員の流動性

の向上を図った。この結果，平成16年度に比べ任期制ポストが15ポスト
増加し，任期制教員の在職者に占める割合が32.2％となり，教育研究の
活性化が図られた。

・平成18年度から医学部保健学科教員への任期制導入を決定した。

【214】 【214】
・教員の募集・採用の公平性・ ・教員の募集・採用の公平性・透明性を Ⅳ ・全学教員定員調整委員会において教員募集の全体計画を調整するシステ
透明性を高めるため，公募制 高めるため，公募制を進める。 ムを確立し，公募制を基本としている。ケースによっては学外の専門家
を進める。 に審査を依頼するなど各学系等で公平性・透明性を持った教員選考を行

。 ， 。い 平成17年度における公募採用者数68人 公募採用率86.1％となった
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

○外国人・女性の教員採用の促 ○外国人・女性の教員採用の促進に関す
進に関する具体的方策 る具体的方策

【215】 【215】
・国際レベルの教育・研究を推 ・国際レベルの教育・研究を推進するた Ⅲ ・教員採用においては，国際レベルの教育研究を推進するため，外国人の
進するため，外国人教員の募 め 外国人教員の募集・採用を進める 採用も視野に入れて広く公募を行っており，独立行政法人科学技術振興， 。

， ，集・採用を進める。 機構の研究者人材データベースの活用 インターネットの利用等により
外国人教員の採用機会の増大を図った。平成17年度においては，18人の
外国人教員を配置した。

【216】 【216】
・男女共同参画を推進するため ・男女共同参画を推進するため，女性の Ⅲ ・教員採用の公平性，透明性を確保する観点から公募制を進めており，特，
女性の教員の採用及び管理的 教員の採用及び管理的職種への登用を に女性に対する公平性，平等性を確保し，男女共同参画から女性教員任
職種への登用を進める。 進める。 用の推進を図った。この結果，平成17年度においては，新規採用教員の2

3.4％に当たる15人を女性から採用した。
・医歯学総合病院では，男女共同参画の推進策及び県内で深刻化する医師
不足対策として，出産や育児などで現場をいったん離れた女性医師の復
帰への勤務環境を整備するため，パートタイム（短時間勤務）の雇用制
度について検討を行った。

○事務職員等の採用・養成・人 ○事務職員等の採用・養成・人事交流に
事交流に関する具体的方策 関する具体的方策

【217】 【217】
・事務職員等の募集・採用には ・事務職員等の募集・採用には，関東甲 Ⅳ ・専門的知識，能力を必要とする事務職種への人材確保を図るため，新た，
関東甲信越地区 東京を含む 信越地区（東京を含む）のブロックで に有期雇用，年俸制による雇用制度（特任専門員，特任専門職員）を創（ ）
のブロックで実施される統一 実施される統一採用試験を課すととも 設し，平成18年度から導入することを決定した。
採用試験を課すとともに，専 に，専門知識・能力を必要とする事務 ・関東甲信越地区の国立大学法人等が合同で実施する「関東甲信越地区国
門知識・能力を必要とする事 職種への人材確保のため，公募制を前 立大学法人等職員採用試験」に本学も参加して，この採用試験に合格し
務職種への人材確保のため， 提とした柔軟な制度を検討する。 た者の中から職員採用を実施している。この採用試験に基づき平成17年
公募制を前提とした柔軟な制 度に採用した職員は10人である。
度を構築する。

【218】 【218】
・事務職員等の職務能力開発・ ・事務職員等の職務能力開発・向上を図 Ⅲ ・職員研修については，学内における研修「新採用職員研修プログラム」
向上を図るため，学内におけ るため，学内における研修のみならず 外４件を実施し，県内大学等との合同研修「スキルアップセミナー」外
る研修のみならず大学間や民 大学間や民間企業等との連携による研 ５件を実施した。新たに「事務系職員民間派遣研修」を創設し，民間で
間企業等との連携による研修 修を多角的に推進する。 の業務体験（１ヶ月）を通じて職員の資質向上等を図った。また，関係
を多角的に推進する。 各省庁等（文部科学省，人事院，総務省等）が実施する研修（27件）に

も積極的に派遣した。
（参考資料7 P101参照）

【219】 【219】
・大学運営の活性化及び地域連 ・大学運営の活性化及び地域連携の推進 Ⅲ ・県内他機関等（長岡技術科学大学，上越教育大学，長岡工業高等専門学
携の推進のため，県内の国立 のため，県内の国立大学法人等を中心 校，妙高少年自然の家，大学評価・学位授与機構，放送大学学習センタ
大学法人等を中心に，法人化 に，法人化後の円滑かつ効果的な人事 ー及び日本学術振興会）との間で，出向職員数19人，受入職員数１人の
後の円滑かつ効果的な人事交 交流を引き続き進める。 人事交流を行った。
流を引き続き進める。 ・県内の各機関で組織する「人事交流推進委員会」を開催し，引き続き人

事交流を行うことを確認した。
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

○快適な教育環境・職場環境の ○快適な教育環境・職場環境の確保に関
確保に関する具体的方策 する具体的方策

【220】 【220】
・セクシュアル・ハラスメント ・セクシュアル・ハラスメント等人権侵 Ⅲ ・セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する規程及び人権問題委員会
等人権侵害に関する相談体制 害に関する相談体制を整備し，防止策 規程を整備するとともに，学生向けに「学生なんでも相談窓口」を開設
を整備し 防止策を充実する を充実する。 し，相談しやすい環境と迅速かつ適切に対応できる体制に努めている。， 。

・人権侵害の防止策としては，啓発活動の一環として学生便覧への掲載，
リーフレットの作成配布，本学Webサイトでの相談窓口案内等の充実及び
キャンパスにおけるセクシュアル・ハラスメント と題した講演会 参「 」 （

加者数53人）を実施した。
・学生委員会において，学生を人権侵害から守る方策等を審議するととも
に 「アカデミック・ハラスメント」のリーフレットを作成して職員，学，
生への啓発活動を行い，各組織の取組強化を促した。

○中長期的な観点に立った適切 ○中長期的な観点に立った適切な人員 人（
な人員（人件費）管理に関す 件費）管理に関する具体的方策
る具体的方策

【221】 【221】
・常に適切な人員管理を行うた ・常に適切な人員管理を行うため，業務 Ⅳ ・医事課レセプト業務の外注化について年次計画を立て，平成17年度は職
め，業務を不断に見直すとと を不断に見直すとともに，外部委託等 員６人を縮減し，これにより約2,200万円の経費縮減を実現した。
もに，外部委託等の導入によ の導入により組織の効率化・合理化を ・従来外部委託していた「変圧器等絶縁油のＰＣＢ濃度の分析調査」を見
り組織の効率化・合理化を推 推進する。 直し，自前施設を利用することにより管理経費約600万円を縮減した。
進する。 ・業務改善の積極的な推進を図るため，理事直属組織として業務改善推進

課（３年時限）を，平成18年度に設置することを決定した。

【222】 【222】
・教育研究の実施体制を改善す ・教育研究の実施体制を改善するため， Ⅳ ・教員の所属組織については，従来の学部，研究科から「教育研究院」と
るため，教員組織の見直しや 教員組織の見直しを行うとともに，事 して再編統合し 「人文社会・教育科学系 「自然科学系」及び「医歯学， 」
事務組織のブロック化等を図 務組織のブロック化等を図るための検 系」の３学系で構成されるよう整備している。平成15年度の「医歯学系

」「 」 ， 「 」る。 討を行う。 事務部 病院事務部 の再編に続き 平成17年度は 自然科学系事務部
の改編・試行を実施した。

・この改編・試行の結果を受け，事務組織についても，教員の所属組織に
対応して，学部等事務を「人文社会・教育科学系事務部 「自然科学系事」
務部」及び「医歯学系事務部」に平成18年度から再編統合することを決
定した。

（資料5 P30参照）

【223】 【223】
・組織の活性化や効率化を進め ・組織の活性化や効率化を進めるととも Ⅲ ・人件費総額管理の在り方については，現状分析，中長期的予測を踏まえ
るとともに，人件費を適正に に，人件費を適正に管理する。 た視点で検討を行った。
管理する。 ・ 行政改革の重要方針」に示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，平「

成22年度までの総人件費縮減に係る基本的な方針を決定した。
（資料10 P45参照）
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【224】 【224】
・ 行政改革の重要方針 （平成1 ・平成18年度から実施のため，平成17年「 」
7年12月24日閣議決定）におい 度は年度計画なし
て示された総人件費改革の実
行計画を踏まえ，平成２１年
度までに概ね４％の人件費の
削減を図る。

ウェイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

・各種事務の集中化・情報化等により，事務処理の簡素化・効率化を図り，事務組織
・職員配置の再編合理化を進める。中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

４ 事務等の効率化・合理化に ４ 事務等の効率化・合理化に関する目
関する目標を達成するための 標を達成するための措置
措置

○事務組織の機能・編成の見直 ○事務組織の機能・編成の見直しに関す
しに関する具体的方策 る具体的方策

【225】 【225】
・事務組織全体の再編・集中化 ・事務組織全体の再編・集中化を実施し Ⅲ ・平成15年度の「医歯学系事務部 「病院事務部」の再編に続き，平成17年， 」
を実施し，職員の効果的な配 職員の効果的な配置を進める。 度は「自然科学系事務部」の改編・試行を実施した。
置を進める。 ・この改編・試行の結果を受け，業務改善推進課の新設（３年時限 ，学術）

情報部（事務情報化推進室と附属図書館事務部の再編統合）を新設する
など事務組織全体の見直しを行った。

・学部等事務組織についても，教員の所属組織に対応して，学部等事務を
「人文社会・教育科学系事務部 「自然科学系事務部」及び「医歯学系事」
務部」に平成18年度から再編・統合することを決定した。

（資料5 P30参照）

【226】 【226】
・本部と部局等の事務の見直し ・本部と部局等の事務の見直しを図り， Ⅲ ・事務改善検討専門委員会の下にワーキンググループを設置し，外注化，
を図り，重複事務の解消，業 重複事務の解消，業務のスリム化・機 省力化，効率化，廃止可能な業務等について，幅広く学内から意見等を
務のスリム化・機動化を図る 動化を図る。 聴取するなどの調査を実施し検討を行った。。

・各学部等及びキャリアセンターで行っていたインターンシップに係る事
務手続きについて，キャリアセンターに一元化した。

・共同研究関係事務を見直し，産学連携課に一元化することを決定した。
・業務の改善等を積極的に推進を図るための体制として，平成18年度に事
務局に「業務改善推進課」を設置することを決定した。

【227】 【227】
「 」「 」・業務の標準化・マニュアル化 ・業務の標準化・マニュアル化を検討す Ⅲ ・既に作成した 業務処理マニュアル財務会計 安全衛生管理マニュアル

を図り，業務の効率化・合理 る等 業務の効率化・合理化を進める 「職場巡回マニュアル」および「学務情報システムに係る操作マニュア， 。
化を進める。 ル」の活用を図るとともに，その他の業務についてもマニュアル化の検

討を行っている。
・業務の効率化・合理化を進めるため，平成18年度に事務局に「業務改善
推進課」を設置することを決定した。

（資料13 P87参照）
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【228】 【228】
・各学部等の情報機器やデータ ・各学部等の情報機器やデータを有効活 Ⅲ ・学生の利便性向上等のため，平成16年度に構築した「証明書発行システ
を有効活用し，学生の履修手 用し，学生の履修手続き・成績処理・ ム」の有効活用を図った。
続き・成績処理・成績証明書 成績証明書等の各種申請等を含めて電 ・新しい学士教育課程の円滑な実施を図るため，新たな学務情報システム
等の各種申請等を含めて電子 子システム化を図る。 の導入を決定し，平成18年度半ばでの稼働を目指してシステム開発を進
システム化を図る。 めた。なお，この新システムには，入学から卒業・修了に至るまでの学

籍・学習履歴等を閲覧できる「学生カルテ」を導入し，学生へのきめ細
やかな指導・助言を実現する予定である。また，就職希望状況，進路内
定状況及び企業等からの求人情報等を包含する就職支援システムも導入
し，学生ポータルなど学生支援の一層の充実を図る計画である。

○複数大学による共同業務処理 ○複数大学による共同業務処理に関する
に関する具体的方策 具体的方策

【229】 【229】
・職員研修等について共同で行 ・職員研修等について共同で行う体制を Ⅲ ・職員研修については，新潟県内の５機関（長岡技術科学大学，上越教育
う体制を整える。 整える。 大学，長岡工業高等専門学校，妙高少年自然の家及び新潟大学）が共同

で行う体制を敷いており，平成17年度においては，1)新規採用職員研修
（22人 ，2)中堅職員研修（19人 ，3)係長研修（17人 ，4)スキルアップ） ） ）
セミナー（30人 ，5)退職準備セミナー（121人 ，6)生涯生活設計セミナ） ）
ー（66人）を共同で実施した。

【230】 【230】
・事務職員についての新規採用 ・事務職員についての新規採用資格試験 Ⅲ ・関東甲信越地区の国立大学法人等が合同で実施する「関東甲信越地区国
資格試験の実施は，他大学と の実施は，他大学と共同して行う。 立大学法人等職員採用試験」に本学も参加して，この採用試験に合格し
共同して行う。 た者の中から職員採用を実施している。この採用試験に基づき平成17年

度に採用した職員は10人である。

【231】 【231】
・事務情報化において，他大学 ・事務情報化において，他大学と連携・ Ⅲ ・ 国立大学法人等情報化推進協議会」における「関東Ｃ地区国立大学等情「
と連携・協力を推進する体制 協力を推進する体制を整備する。 報化推進協議会」に所属して活動を行い，汎用システムの利用，標準共
を整備する。 済システム，新たな人事システム及び給与システム等について昨年に引

き続き協議を行った。

○業務の外部委託等に関する具 ○業務の外部委託等に関する具体的方策
体的方策

【232】 【232】
・業務見直しの一環として，間 ・業務見直しの一環として，間接部門の Ⅲ ・業務見直しの一環として，間接部門（事務部門等）の外注化を検討し，
接部門の外注化を検討する。 外注化を検討する。 医歯学総合病院の医事課レセプト請求業務を外注化し，職員の縮減（６

人）を行った。
・事務協議会の下に「外注化等ワーキンググループ」を設置し，外注化を
含めた合理化・効率化について検討した。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕

該当なし
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

全学教員定員を一元化 全学的な視点から人的資源を戦略的かつ柔新潟大学では，業務運営の改善及び効率化を推進するために，①学長がリーダーシッ 本学では， し，
プを発揮できる運営体制の確立，②戦略的・効果的な資源配分（全学教員定員の一元化 できるようなシステムを構築しており，具体の運用は学長を委員長とする軟に配分
による流動定員，インセンティブ経費等 ，③業務運営の効率化，④教育研究組織の柔軟 「全学教員定員調整委員会」において行っている。）
な見直し，⑤外部有識者の積極的活用，⑥内部監査機能の充実等に積極的に取り組んで 全学教員定員の一元化により，大学の教育研究の高度化・活性化等を図るため，
きた。 することとし，大学の将来計画を第Ⅰ期中期目標期間中に90人の教員定員を流動化

。 ，平成17年度においては，以下のとおり，これらの取り組みを着実に継続し，教育研究 踏まえた人的資源の戦略的・効果的な再配分を行っている 平成17年度においては
等の質の向上につながるような成果を上げるとともに，新たな取り組みを行った。 「地域共同研究センター（１人 「社会連携研究センター（１人 「キャリアセン）」 ）」

ター（１人 「超域研究機構（６人 「脳研究所（１人 」に10人の流動定員の配）」 ）」， ）
置を行った。これまでの流動定員の配置実績は以下のとおりであり，それぞれ成果１．戦略的な法人運営体制の確立と効果的活用

法人化を契機として，学長がリーダーシップを発揮し，円滑な法人運営を行うため を上げている。
に 「企画戦略本部 「大学運営会議」を設置した。平成17年度の主な活動は，次のと 配置先 具体的な業務等， 」
おりである。 地域共同研究センター 本学の研究成果を社会に還元するための広報，科学技術

相談会や研究セミナー・講演会の開催(1) 企画戦略本部
学長主導により し 総合情報処理センター 情報ネットワークの運用管理，情報セキュリティの確保戦略的施策・方針の企画立案を策定することを目的として設置

たものであり，構成員は学長，常勤理事，評価センター長等である。平成17年度に 保健管理センター 学生へのメンタルヘルス検診の実施，精神保健相談状況
おいては，新たに次のような施策・方針を企画立案した。 の調査・分析，産業医として教職員の健康管理を総括

施策・方針 施策・方針の内容 入学センター 入学者選抜試験結果を分析，分析結果等を関係委員会及
人事制度の弾力化によるメリットを活かして，特定のプロ び各学部にフィードバックし，入試方法改善への助言弾力的な人事制度
ジェクト（教育・研究・診療等）に従事する教員等を年俸 社会連携研究センター 大学と地域社会との連携に関する情報収集，社会連携フ（ 特任教員」制度）「
制で雇用（有期雇用）できる制度を策定。当該プロジェク ォーラムの開催，知的財産本部関連業務

，トに係る予算を財源とし，現行の給与制度とは別の制度体 キャリアセンター 学生のキャリア意識形成のために必要な授業科目の担当
系（有期雇用，年俸制等）を構築。 学生相談，教職員の意識向上のための説明会の開催
中山間地における自然災害からの復興支援策について，総 超域研究機構 先進的な研究拠点の形成，領域横断分野の研究の高度化災害復興科学センター
合的学術アプローチにより具体策を提言する等地域社会に 法科大学院 法科大学院（実務法学研究科）の設置の設置構想
貢献するとともに，災害復興に係る新たな学問領域の構築 脳研究所 文部科学省特別教育研究経費連携融合事業「水分子の脳
を図るため 災害復興科学センター の設置構想を策定 科学」の推進，「 」 。
なお，同センターの設置に係る概算要求を行い，予算化が

(2) 評価に基づくインセンティブ経費による戦略的な予算配分認められ，平成18年度に設置することとした。
本学が独自に策定した定員削減計画を平成18年度以降も実 ① 法人化を契機として，新たに学長裁量経費の中に評価に基づく予算配分を行う財人件費削減への対応方
行するとともに，業務の効率化等により，人件費削減に対 源を確保して「インセンティブ経費」を措置した。この経費は，学内各組織を対象針
応する方針を策定。 として，各業務に対する貢献度を評価し，その評価に基づき する制予算を傾斜配分

流動定員の配置方針 流動定員の戦略的・効果的な配置を行うため，その方針を 度である。配分に当たっては 「教育業務 「研究業務 「管理運営業務」の３大項目， 」 」
策定。 を設け，項目ごとに評価指標を設定し，評価基準を決定した。評価指標の設定に当

任期制教員の再任審査 任期制教員の再任審査について，審議機関，審査時期等を たっては，各組織の各業務に対する貢献度が適切に反映したものとなるよう客観的
に関する基本方針 含めた基本方針を策定。 な数値データを基に評価を行うこととした。

評価基準等② 平成17年度においては，評価に基づく資源配分を充実させるために，
を行い， した。具体的には，外部資金の獲得を推進(2) 大学運営会議 の見直し 予算額を１億円に倍増

大学運営全般にわたる事項について幅広く協議することを目的として設置したも するため 「研究業務」の評価指標の一つである「科学研究費補助金採択金額」に基，
「社会貢献業のであり 構成員は学長 常勤理事 副学長 事務局各部長等である 月２回開催 づく配分額を増額するなどの見直し行い，さらに上記①の３大項目に， ， ， ， 。（ ）

平成17年度においては， ，公開講座，セミナー，出前授業等の実施状況や各種審議会への新潟市や日本政策投資銀行との包括連携協定，文部科学 務」を新たに加え
参加状況等を評価指標とした。省「大学国際戦略本部強化事業」採択に伴う事業の推進，災害シンポジウムの開催

等の重要事項について協議 年度終了後に各組織から報告を求めるとともに，各学系長かを行った。 ③ 本経費については，
。 ，学長，理事のほか，副学長，事務局各部長が協議に加わることにより， することとしている 各組織においては情報の共 らヒアリングを実施し その効果等を検証，

が図られ，円滑な大学運営を可能としている。また，大学運営全般に関し，理 組織の責任者である学系長等のリーダーシップにより，教育研究の水準向上や改善有化
入学志願者の確保方策，学生の就職改善，学系内研究プロジェクトの公募，教職事，副学長，事務局各部がそれぞれの所掌を超えた全学的な観点から協議を行うこ （

とにより，いわゆる縦割りの大学運営にならないよう配慮している。 ）に幅広く活用されている。員のＦＤ・ＳＤ開催等
，「 」（ ） ，※ このほか Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項 80ページ に記載のとおり

戦略的・効果的な予算配分を行っている。２．戦略的・効果的な資源配分
(1) 流動定員による戦略的・効果的な教員配置
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３．業務運営の効率化 ５．外部有識者の積極的活用
(1) 業務の合理化・効率化 (1) 「特任教員」制度による学外からの人材登用

業務見直しの一環として，間接部門（事務部門等）の外注化を検討し， 人事制度の弾力化のメリットを活かして，高度の専門的知識，経験，識見を必要医歯学総
合病院の医事課業務の一部を外注化 特定のプロジェクト（教育・研究・診療等）に従事する教員等を年俸制で雇し，職員の縮減（６人）を行った。 とする

また 事務改善検討専門委員会の下に 外注化等ワーキンググループ を設置し できる制度を平成17年度に新たに策定した。これにより，当該プロ， 「 」 ， 用（有期雇用）
業務のアウトソーシング化を含めた合理化・効率化について検討した 具体的には ジェクトに係る予算を財源とした学外からの人材登用を柔軟に行うことが可能とな。 ，

， ， （ ），各部署におけるすべての業務を点検し，この中から「外注化・合理化できる業務」 り，災害復興科学センター 医歯学総合病院 大学院技術経営研究科 実務家教員
及び「省力化・廃止できる業務」を洗い出した。 を決定した。寄附講座等で計24人の採用

(2) 事務組織の再編 (2) 経営協議会・新潟大学懇話会の活用
法人化後の事務組織の運営状況を点検しつつ，合理化及び強化すべき業務等を把 経営協議会では，大学運営の基本方針，予算編成，病院経営，社会貢献活動，管

握して事務組織の再編に反映させることとした。平成17年度において，事務協議会 理運営等の経営全般について，学外有識者（８人）に審議いただいている。
で検討の結果，平成18年度から次のような再編を行うことを決定した。 また，地域を中心とした社会需要・要請を広く把握し，これを大学運営に積極的

①業務改善を推進するため，部に属さない （３年間の に取り入れるため 「新潟大学懇話会」を設置している（県内の学外有識者（17人）「業務改善推進課」を新設 ，
時限設置） 及び本学役員，部局長等で構成 。）

②学系を中心とした運営を円滑に行うとともに，効率化を図るため，従来の学部 これまでに経営協議会，新潟大学懇話会でいただいた意見を踏まえて，平成17年
事務長制を廃止し， 度には，以下のとおり大学運営に反映した。すべての「学部事務部」を「学系事務部」に再編統合

③外部資金獲得等の機能を強化するため 増員 ①地域との連携を全学的に推進するために し，， （ ）研究支援部の組織を充実・強化 「社会連携研究センター」を設置
「学術情報部」を設置 「キャリアセンタ④全学の情報化推進・企画調整機能を強化するため （従来 学生の就職，起業，進学等進路全体を捉えて支援するために

の総務課情報化推進室と図書館事務部を再編統合） した。ー」を設置
学業等成績優秀⑤全学教育機構の事務体制の充実，学務に関する企画立案機能を強化するため， ②学生への奨学金制度の充実の必要性について意見をいただき，

学務関係部門を した。「学生支援課」と「教務課（全学教育機構事務室 」に再編 者に対する奨学金制度を創設し，平成18年度から実施することを決定）
⑥人員の配置状況を見直し，重点化すべき部門（学務部，研究支援部）に再配置 ③社会貢献活動の充実の必要性について意見をいただき 「公開講座，テレビ公開，

講座 「新潟駅南キャンパス（CLLIC）におけるセミナー・講演会等 「初等・中」 」
４．教育研究組織の柔軟な見直し インセンティブ等教育との連携事業」の実施を促進するために，平成17年度の

(1)「共通基盤組織」及び「学長・理事直属組織」の見直し 経費の配分基準を見直し 社会貢献活動の活，これらを新たに評価指標に加え，
平成16年度に学内共同教育施設等をその役割から 「共通基盤組織」及び「学長・ に努めた。， 性化

理事直属組織」に整理し，位置付けた 「共通基盤組織」は，主として学部・研究科。
６．内部監査機能の充実等の活動を全学的な見地から機動的・効率的に支援し 「学長・理事直属組織」は，，

(1) 監査体制の整備国立大学法人を適切かつ効率的に運営するため，学長及び理事のスタッフ機能を担
っている。 監査の基本方針を 「大学の業務及び会計の適正と効率を図り，本学における国立，

」 ， ，これら各組織については，社会のニーズ等に適切に対応するとともに，常に最適 大学法人法の目的達成と大学理念の実現に資する こととし これを達成するため
な組織形態となるよう柔軟な見直しを行っており，平成17年度においては，共通基 監事監査として，年度計画の達成状況の調査・分析・評価や会計業務の監査の業務

， ， 「 」 。 ，盤組織として， した。 を行うほか 監査体制の充実を図るため 監事の下に 監事室 を設置した また新たに「キャリアセンター 「社会連携研究センター」を設置」
また，特に地域社会のニーズを踏まえて，中山間地における自然災害からの復興 監査機能の連携を図るため，監事，理事，会計監査人，内部監査部署（財務部）か

「 」 ， 。支援策について，総合的学術アプローチにより具体策を地域社会に提言するほか， らなる 四者協議会 を設置し 業務の状況や課題等についての意見交換を行った
(2) 監事による学内部局実地調査災害復興に係る新たな学問領域の構築を図るために，共通基盤組織の「積雪地域災

害研究センター」を発展的に改組し， 平成17年度においては，学内のすべての部局に対して，①各部局における意思決新たに学長・理事直属組織として「災害復興
， （ ，科学センター」を設置（平成18年度）することを決定した。 定手続 ②業務運営の改善・効率化に関する目標を達成するための措置状況 特に

外部資金等の自己収入増加のための実施状況と節減努力，知的・人的資産を地域社(2)「コア・ステーション」制度の活用
学内の自主的な学際的研究グループを研究拠点形成に発展させるために設けた 新 会に生かす方策，病院経営の健全化への努力等 ，③キャンパス整備に関する取り組「 ）

潟大学コア・ステーション」制度に基づき，平成16年度に設置した「復興科学セン み等について調査を行い，その結果をとりまとめた。
ター」に続き，平成17年度においては 「地域文化連携センター 「環東アジア研究 また，平成16年度監査報告においてキャンパス美化の推進の必要性について指摘， 」
センター 物質量子科学研究センター 地域連携フードサイエンス・センター 地 を受け，平成17年度において環境整備委員会の下に「キャンパス美化ワーキンググ」「 」「 」「
域連携先端医療・科学センター 「国際情報通信研究センター」をいずれも ループ」を設置し，講ずべき対策（除草・倒木等の処理，自転車の駐輪，美化に係」 ３年間の

した。 るボランティア活動等）をとりまとめた。時限で設置
(3)「教育研究院」体制の充実 (3) 内部監査の実施状況

学部・研究科の教育活動の高度化及び研究活動の活性化を目指して，平成16年度 平成17年度においては，実施要領を定め，これに基づいて内部監査を実施した。
に「教育研究院」制度を導入し，学部・大学院を越えて教員を一元的に組織し，専 監査事項として，①調達の検収体制，②支出決議書の作成，③科学研究費補助金の
門性に応じて３学系に再編した。平成17年度においては 「人文社会・教育科学系」 執行状況，④資産管理状況，⑤諸謝金の執行状況，⑥現金帳簿の確認，⑦債権管理，
に置かれる各系列（教員の所属単位）の再編を行い，教育研究院体制の充実を図っ の状況把握等を実施し，監査結果及び改善事項をとりまとめた。また，平成16年度
た。 実施の内部監査事項をフォローアップし，いずれも所要の改善が図られた。



- 77 -
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Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

・外部研究資金を大学における教育研究の活性化及び大学評価の重要なファクターの
一つとして捉え，その導入等を積極的に進める。また，積極的な広報活動を通して中
社会との連携強化を図り，公開講座等の自己収入の増加に努める。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

１ 外部研究資金その他の自己 １ 外部研究資金その他の自己収入の増
収入の増加に関する目標を達 加に関する目標を達成するための措置
成するための措置

○科学研究費補助金 受託研究 ○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄， ，
奨学寄附金等外部資金増加に 附金等外部資金増加に関する具体的方
関する具体的方策 策

【233】 【233】
・企画戦略本部において，科学 ・企画戦略本部において，科学研究費補 Ⅳ ・ 新潟大学における自己収入の増加に関する目標を達成するための行動計「
研究費補助金等の競争的資金 助金等の競争的資金や共同研究，受託 画」に基づき，学内外に対する各種情報の発信，ガイダンス開催の充実
や共同研究，受託研究，寄附 研究，寄附金等の外部資金の獲得，寄 等を図った。この結果，科学研究費補助金は前年度比9,350万円増，共同
金等の外部資金の獲得，寄附 附講座・寄附研究部門の設置，公開講 研究は前年度比7,780万円増となり，平成16年度実績よりも大幅に増加し
講座・寄附研究部門の設置， 座等の社会貢献活動の推進，技術移転 た。技術移転収入についても約950万円と前年度比1.5倍に増加した。
公開講座等の社会貢献活動の の推進や研究成果・教材の出版等，自 （資料8 P39参照）
推進，技術移転の推進や研究 己収入の増加に係る諸事業について，
成果・教材の出版等，自己収 明確な数値目標を掲げた行動計画を策
入の増加に係る諸事業につい 定し，大学全体として戦略的・具体的
て，明確な数値目標を掲げた 取組を推進する。
行動計画を策定し，大学全体
として戦略的・具体的取組を
推進する。

○財務内容の改善を図る環境整 ○財務内容の改善を図る環境整備に関す
備に関する具体的方策 る具体的方策

【234】 【234】
・外部資金の受入状況やロイヤ ・外部資金の受入状況やロイヤリティー Ⅳ ・競争的環境の醸成を図り，学内組織の活性化を促す目的で「インセンテ
リティー収入を学内の予算配 収入を学内の予算配分等に反映させ， ィブ経費」を平成16年度に創設し，外部資金に係る評価指標として科学
分等に反映させ，自己収入の 自己収入の増加を図る競争的環境の活 研究費補助金の申請率，採択率，採択金額，間接経費採択金額，受託研
増加を図る競争的環境の活性 性化に資する。 究費・共同研究費・寄附金の受入金額を採用して，外部資金の増加を図
化に資する。 っている。平成17年度は，上記指標による配分を平成16年度の3,000万円

， 。 ，から5,000万円に増額して配分し なお一層の活性化を図った この結果
科学研究費補助金は前年度比9,350万円増，共同研究は前年度比7,780万
円増となった。

（資料8 P42参照）

ウェイト小計
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新潟大学

Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

・大学運営における財務の効率化，質的改善及び行政コストの削減に向け，人件費，
管理的経費等の抑制を図るシステム及び組織の整備を進める。中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 経費の抑制に関する目標を ２ 経費の抑制に関する目標を達成する
達成するための措置 ための措置

○管理的経費の抑制に関する具 ○管理的経費の抑制に関する具体的方策
体的方策

【235】 【235】
・任期制や業績評価等，新たな ・任期制や業績評価等，新たな人事制度 Ⅳ ・高度の専門的知識，経験又は識見を必要とする業務に専属的に一定期間
人事制度の検討結果を反映し について検討する。 従事する教育職員又は事務職員を雇用するため，新たに，有期雇用，年
て，人件費の適正化を図ると 俸制を内容とする「特定有期雇用特任教員等制度」を創設し，平成18年
ともに，コスト分析を踏まえ 度から導入することを決定した。
た業務の外部委託等の効果的 ・この制度に基づき，競争的資金等を活用して災害復興科学センター，医
活用を進める。 歯学総合病院，大学院技術経営研究科，寄附講座等で24人の採用を決定

した。

【236】 【236-1】
・各種業務の効率化・合理化を ・各種業務の効率化・合理化を検討する Ⅳ ・管理経費の縮減方策について検討を行い 「省エネ行動計画」の策定・実。 ，
進めるとともに，施設・設備 【236-2】 施による光熱水料の縮減，宅配便発送事務の学内統一化による発送単価
の効率的利活用を図ることな ・施設・設備の効率的利活用を図る。 の引き下げ等により，約１億２百万円の経費の縮減を行った。
どにより，管理的経費の全学 ・役務契約等の複数年契約導入による契約金額の見直し等を行い，平成18
的な抑制に努める。 年度からの導入を決定した。

（資料9 P43参照）

ウェイト小計
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新潟大学

Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

・施設設備は全学共通の貴重な資源であり，かつ，国民共有の資産であることから，
既存施設設備の点検・評価を行い，施設設備の使用に関する長期的戦略に立って，中
その一元的・効率的管理を進め，有効活用を促進する。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

３ 資産の運用管理の改善に関 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標
する目標を達成するための措 を達成するための措置
置

○資産の効率的・効果的運用を ○資産の効率的・効果的運用を図るため
図るための具体的方策 の具体的方策

【237】 【237】
・施設設備の整備・利用状況に ・施設設備の整備・利用状況について継 Ⅲ ・施設の点検・評価及び有効活用を図るための体制として 「新潟大学施設，
ついて継続的に点検・評価を 続的に点検・評価を実施し，明確なル の点検・評価及び有効活用に関する規則」及び「新潟大学施設の点検・
実施し，明確なルールに基づ ールに基づく施設有効活用の徹底（ス 評価及び有効活用の実施に関する要項」を制定しており，これに基づき
く施設有効活用の徹底（スペ ペースマネジメント）が図られる体制 点検・評価を実施するとともに，施設設備の長期利用を図るため計画的
ースマネジメント）が図られ を整備するとともに，施設設備の長期 に点検・調査を行い，施設設備の維持保全，修繕を行った。
る体制を整備するとともに， 使用を図るため，計画的な維持保全， （資料12 P77参照）
施設設備の長期使用を図るた 修繕を実施する。
め，計画的な維持保全，修繕
を実施する。

【238】 【238】
「 」 ，・施設管理の財源確保のため， ・施設管理の財源確保のため，全学共用 Ⅳ ・教育研究等の積極的な推進を図るために 全学共用スペース を確保し

全学共用スペースの使用者か スペースの使用者から，施設使用料を 施設管理の財源確保のため，使用者から施設使用料を徴収するシステム
ら，施設使用料を徴収するシ 徴収するシステムを整備する。 を「新潟大学施設の点検・評価及び有効活用の実施に関する要項」にお
ステムを整備する。 いて定めている。これに基づき，全学共用スペースの使用者から五十嵐

地区では3,000円／㎡，旭町地区では5,000円／㎡を徴収している。
・進展が期待される研究プロジェクト等に一定期間使用させることを目的
とした「全学共用スペース」を確保し運用しており，平成17年度におい
ては新たに38室1,584㎡（前年度17室，1,064㎡）の全学共用スペースの
拡大を図り，合計2,648㎡の確保・運用を行った。

（資料12 P59参照）

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕

該当なし
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

，魅力ある大学をアピールし優秀な学生を確保するための１．予算執行体制の改善 ティアセンター経費」
平成16年度に発足した 制度により，教育及び研究に係る予算管理責 や などについて予算措置を行うことを決定した。「教育研究院」 学生募集 高大接続事業の充実

任者を「人文社会・教育科学系 「自然科学系」及び「医歯学系」の３学系長と脳研究 また を制定し，」 ，「国立大学法人新潟大学科学研究費補助金等の資金立替取扱要項」
，所長，医歯学総合病院長とし，学部，研究科を超えた学系レベルでの戦略的かつ効果 研究費補助金が支給されるまでの間の した この立替制度により学内立替制度を創設 。

的な予算執行体制を確立し，運用している。 科学研究費補助金獲得のための環境整備と研究の早期開始が可能になるとともに，予
平成17年度においては，平成18年度予算案の策定に当たり，各組織の活動状況等に 算の効率的執行を図る体制を整備した。

応じて戦略的かつ効果的，効率的な予算執行を行うため，業務の取組み状況や計画に
学長，理事 ３．外部資金等の自己収入の確保方策ついて，財務担当理事，財務部による学内ヒアリングを実施したうえで，

主導により予算編成基本方針及び予算配分を作成 (1) 自己収入の増加に関する目標を達成するための取り組みした。
さらに 財務担当理事，財務部 「新潟大学における自己収入の増加に関する目標を達成す平成18年度予算編成基本方針，予算配分については， 平成16年度に策定した

し，理解 の目標達成に向け，学内，学外への情報発信の充実を図るととによる部局説明を行い，財政状況や予算編成の方針について広く学内に周知 るための行動計画」
の増進に努めた。 もに，科学研究費補助金の申請に係る説明会を３回実施した。また，科学研究費補

「インセンティなお，予算編成基本方針においては，入学者数，在籍者数の状況など授業料収入の 助金，共同研究費，受託研究費等を評価指標として予算配分を行う
財務状況について分析 ブ経費」を倍増 科学研究費補助動向や本学と他の国立大学法人の平成16年度決算における し， し，外部資金等の確保の強化に努めた。その結果，

教育関係経費の更なる充実 外部資金の獲得推進等を図るための予算措置など，戦 金が対前年度比9,350万円 共同研究が対前年度比7,780万円 行動計画の対象及び ， など，
を行った またこの基本方針において，研究経費等の一部の経費につ となった。略的な予算配分 。 としている外部資金において約１億６千万円の増

いて，各組織の判断により翌年度に繰越しを可能にすることを明確にし， また，外部資金獲得のため，大学紹介パンフレットを新たに作成し，積極的な企弾力的な予
を図った。 業訪問のための活動経費として を平成18年度に新たに予算執行体制の改善 「外部資金獲得推進経費」

算措置することを決定した。
自己収入確保方策の一環として，学内の各部署に対して検定料，農場・演習林収２．特色ある予算配分

収入目標額を設定し，達成度により翌年度における支出予算を増減中期目標・中期計画を踏まえた計画的・戦略的に事業を遂行するため，学長のリー 入，講習料等の
ダーシップの下， を図るとともに，全学的視野に立った を平成17年度から引き続き行うことを決定した。評価に基づく資源配分の充実 させる措置

(2) 財務内容の改善を図る環境整備に関する取り組みダイナミックで機動的な財務運営が可能な予算配分を行った。
「新潟平成17年度予算においては， 特許等の知的財産を企業などに技術移転するための体制強化を図るために，

(1) 教育環境の整備推進 TLO」 特許収入を財源として出資を行うことを決定 国立大学法人としに対して， し，
や ， された。実務法学研究科の整備充実 図書館の電子ジャーナルの充実 講義室等の空 て初めて，文部科学省から認可

調設備の設置等 (3) 病院における収入確保のための方策，教育環境の整備を推進した。
医歯学総合病院では，診療科が年度内の利益目標額を年度初めに宣言し，年度末(2)「インセンティブ経費」予算額の倍増

「インセンティブ経費」 「成学長裁量経費の中に評価に基づき予算配分を行う を にその増分目標額を達成した診療科に増分額の一部を設備費等として配分する
社会貢献業務 果主義」を 新たに中央診療部門平成16年度から導入したが，新たに評価指標として を加えるとと 実施しており，平成17年度においては診療科に加え

もに した。 した。予算額を倍増（５千万円→１億円） や看護部門についても導入
(3) 新潟県中越地震等の被害学生への授業料等免除 クラークの活用 特定有期雇用職員制度の導入 病院教授等さらに病棟及び外来 や ，

新潟県中越地震等 平成16年度に引き続き授 の称号付与による待遇改善等 病床稼働率をにより被害を受けた学生に対し， を行うことにより経営改善を推し進め，
を行った （授業料免除129人，寄宿料免除５人） させた。業料等の免除 向上（対前年度比4.0%上昇）。

歯学部・医歯学総合病院敷地の一部の譲渡による を全学的な観 また，一層の患者サービス向上及び患者数確保のための駐車場の増設を図るとと(4) 土地処分収入
学長のリーダーシッ 平成19年点によりこれを活用できるよう，学長裁量経費に繰入れ， もに，外来棟駐車場入り口道路の混雑緩和のため市道拡幅計画を推進し，

を進めている。さらに，患者サープの下に施設整備の財源に充てた。 度から外来棟玄関前への路線バスの乗り入れ計画
(5) アスベスト対策 クレジットカード及びデビッとして，学内各部局のアスベスト使用設備の実態調査を実施 ビスの向上とともに，医療費の未収を抑制するため，
した上で更新・撤去を行うなど迅速な対応を図り，学生の教育環境の整備並び した。トカードによる決済を導入
に安全管理を図った。 なお，医歯学総合病院の経営については，大学全体の財務に及ぼす影響が大きい

平成18年度の予算の編成においては， ため，役員会において毎月の病床稼働率や患者数，病院収入の状況や経営改善につ
(1) 財務状況の分析により教育関係経費の充実を図ることとし，学業等が優秀な いて審議を行っている。

「学業等成績優秀者奨学金制度」 (4) 休学者数抑制のための方策学生の確保に努めるため，給付型の の創設を
決定した 学生支援の充実と休学者数の減少による授業料収入の確保の観点から，保健管理。

この奨学金制度の創設のため， センターを中心に を図り，休学に至る前段階での対応強寄附金の長期運用利息について，これを大学 メンタルヘルス体制の充実
全体の目的に使用 「指導計画表・実施表」することとし，当該奨学金制度の財源の一部に充てることを 化を図るとともに，休学申請を受けた場合は，指導教官が
決定した。 を添付の上，承認することとし，早期復学に学生・教員が一体となって取り組んだ

学部学生の休学者数が前年度に比べ大幅に減少 。(2) 学資が一時的に必要となる学生に無利子で修学支援貸与金を貸与する 結果，年々増加していた した「修学支
「ボラン援貸与金制度」，学生の自主的なボランティア活動等を支援するための
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度は，年３回開催し，業務の実情や問題点等について意見交換を行った。４．経費の抑制方策
(1) 中長期的視点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

８．財務情報の周知「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費」
「平成21年度までに概ね4%の人件費を削減する」 貸借対照表，損益計算書等の概要や国立大学法人改革の実行計画を踏まえ という， 平成16年度の財務諸表について，，

本学の対応方針を決定した。 することにより周知を図り，会計基準の特徴，当期総利益の分析などを学内外に公開
具体的には，中期的な人件費所要額についてシミュレーションを行った上で， 財務状況の理解の増進に努めた。定

員削減計画の実施と外注化等による事務の効率化を推進することにより，人件費の
。削減を行うこととした

(2) アウトソーシングが可能な業務の検討
を行うとともに，業務平成18年度以降における外注化等が可能な業務の洗い出し

改善を組織的・継続的に推進するため，理事（事務総括）の下に平成18年４月より
することとした。「業務改善推進課」を時限設置（３年間）

(3) 省エネ行動計画の実施や契約電力の見直しによる光熱水料の縮減
省エネ行動計画 電気料金やガス料金の縮減 約部署ごとに定めた の実施による「 」 （

1,700万円） 旭町地区ボイラー設備の統合 運転管理費の縮減（約7,700万や， による
など， した。円） 光熱水料を約9,460万円縮減

(4) 業務委託の見直しによる管理経費の縮減
，管理経費約600従来の委託業務(変圧器等絶縁油のPCB濃度の分析調査)を見直し

， ，万円の縮減 宅配便発送事務の学内統一化を行うとともに による発送単価引き下げ
を行い，管理経費の一層の縮減を図った。定期刊行物の購読契約の見直し

黒川合宿所の廃止をまた，学内施設の利用について見直しを行い，利用度の低い
し，役務契約等について 契約事務の効率化を図ると決定 複数年契約の導入を決定し

ともに経費の縮減を図ることとした。
(5) 病院における業務の外注化

について，平成17年度から21年度までの年次計画を医事課レセプト業務の外注化
立て，平成17年度においては した。また，医療材料についてディー職員６人を縮減
ラと随時個別折衝を行い，医療材料購入費の縮減に努めた。さらに，患者給食業務
についても平成19年度からの完全外注の実施を予定している。

５．資金管理，資金運用
， ，資金管理については に基づき「 」新潟大学における資金管理に関するガイドライン

四半期毎に資金管理委員会（財務担当理事を委員長とし，金融・財務及び経済分野を
専門とする教員等で組織）で審議し，適切な資金管理を行っており，寄附金を財源と

長期運用により年間約1,300万円の運用利息を獲得 自己収入等をして， するとともに，
， した。財源として 短期運用により年間約100万円の運用利息を獲得

６．業務内容の見直し
業務の実情を往査し問題法人化後の会計業務の見直しや合理化を行うため，部局の

点等を調査 旅費業務の見直し 物品等納品検収体した。その結果を受けて， や，学内の
を行った。制の整備

平成18年度以降における を行うとともに，業務改善外注化が可能な業務の洗い出し
， 「業務改善推進課」を設を組織的・継続的に推進するため 理事（事務総括）の下に

することとした。置

７．監査機能の充実
監事の下に設置した するととも「監事室」において，監事監査の円滑な遂行を補助

に，内部監査規程等に基づき， した。内部監査を実施
監事は，役員会，教育研究評議会，経営協議会，各種全学委員会等の重要な会議へ

の陪席などを通じ状況を把握し，助言するなど積極的に対応している。
「四者協議会（監事，理事，会計監査人，内部監効果的，効率的な財務運営のため

を設置し，監査上のリスク等を報告し，内部統制の状況等について問題点を査部署 」）
共有して，改善策の検討，提案を行うなど，連携体制の構築を図っている。平成17年
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
１ 評価の充実に関する目標

・教育研究等の事業や運営について自己点検・評価を行い，その結果とともに外部評
価，第三者評価による評価結果も活用し，各事業や運営の改善及び恒常的な活性化中
を進める。また，各事業年度の業務の見直し，事業運営の改善に役立てるとともに，
基本理念や長期的な目標の点検にも活用し，次期以降の中期目標・中期計画の内容期
に反映させる。

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

１ 評価の充実に関する目標を １ 評価の充実に関する目標を達成する
達成するための措置 ための措置

○点検・評価の改善に関する具 ○点検・評価の改善に関する具体的方策
体的方策

【239】 【239】
・企画戦略本部と評価センター ・企画戦略本部と評価センターを中心と Ⅳ ・評価に基づく資源配分として，平成16年度から「インセンティブ経費」
を中心とした企画・評価組織 した企画・評価組織において，適正な を創設している。この経費は，各学系，各学部等の業務に対する貢献度
において，適正な評価実施や 評価実施や資源配分に関する継続的な を評価センターにおいて評価し，予算を傾斜配分する制度である。平成1

， ，資源配分に関する継続的な研 研究を行うとともに，外部評価（自己 7年度においては 各配分方針の報告及び各学系長とのヒアリングを行い
究を行うとともに，外部評価 点検・自己評価に対する評価・検証） 評価項目を見直し，従来の「教育業務 「研究業務 「管理運営業務」に」 」
（自己点検・自己評価に対す を基本とする点検・評価について検討 「社会貢献業務」を加えて４評価項目とした。配分金額についても平成1
る評価・検証）を基本とする を行う。 6年度の5,000万円から１億円に倍増し，一層の競争的環境の醸成を図っ
点検・評価を行う。 た。

・外部評価については （独）大学評価・学位授与機構による法科大学院認，
証評価（予備評価）を受審するとともに，工学部及び脳研究所において
外部評価を実施した。

（資料8 P34参照）

【240】 【240】
・国立大学法人評価委員会，大 ・分野別基準認定団体（ＪＡＢＥＥ等） Ⅲ ・企画戦略本部及び全学教育機構において，JABEEの審査を受けた農学部，
学評価・学位授与機構からの の評価結果については，関係分野の学 工学部及び理学部からの評価結果を受け検討した結果，平成18年度にお
評価結果については，企画戦 系・学部等が企画戦略本部と協力して いて，シラバスの改訂を行うことを決定し，新学務情報システムの仕様
略本部を中心として学系・学 分析し 必要に応じ改善策を検討する に反映させた。， 。
部等で分析し，分野別基準認
定団体（ＪＡＢＥＥ等）の評
価結果については，関係分野
の学系・学部等が企画戦略本
部と協力して分析し，必要に
応じ改善策を検討し，その結
果をあらたな事業計画に反映
させる。
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【241】 【241】
・大学情報の体系的・効率的収 ・大学情報の体系的・効率的収集とその Ⅲ ・評価センターにおいて，情報を収集・調査し，その調査結果を踏まえて
集とそのデータベース化を促 データベース化を検討する。 分析・検討を行うとともに，既存の教員個人業績収集システムについて
進する。 も，入力率の向上，収集データの信頼性向上のため，収集データの簡素

化及び学務事務システムからデータコンバートを行うなどの見直しを行
い，一部再構築を行った。

○評価結果を大学運営の改善に ○評価結果を大学運営の改善に活用する
活用するための具体的方策 ための具体的方策

【242】 【242】
・教育研究等の活動の活性化を ・教育研究等の活動の活性化を図るため Ⅲ ・教育研究等の組織評価については，平成16年度に創設した「インセンテ
図るため，適切な組織評価と の適切な組織評価と個人評価について ィブ経費」により，各学系，各学部等の業務に対する貢献度を評価セン

， 。 ，個人評価を導入する。 検討する。 ターにおいて評価し 予算を傾斜配分している 平成17年度においては
各配分方針の報告及び各学系長とのヒアリングを行い，評価項目を見直

， 「 」「 」「 」 「 」し 従来の 教育業務 研究業務 管理運営業務 に 社会貢献業務
を加えて４評価項目とした。配分金額についても平成16年度の5,000万円
から１億円に倍増した。

・個人評価については，個人業績収集システムにより教育，研究，診療，
社会貢献及び管理運営に関する全教員個々の業績データを試行的に収集
して検討を行っているが，評価センターと人事制度検討専門委員会が合
同で先進的事例の調査を行うなど検討を深めた。

（資料8 P34参照）

【243】 【243】
・評価の活用に際しては，褒賞 ・評価の活用に際しては，インセンティ Ⅳ ・組織評価については，インセンティブ経費により学内予算配分に反映さ
制度の導入等インセンティブ ブを与える方向を検討する。 せており，個人評価は人事システムに反映させる方向で検討を行った。
を与える方向を検討する。 ・全学共通科目及び工学部において，教育褒賞制度を実施してきたが，新

学士課程教育システムへ移行したことに伴い見直しを行い，全学的観点
での教員褒賞制度の実施方法を検討し 「新潟大学学長教育賞」を制定し，
た。

【244】 【244】
・個人や組織について，評価結 ・個人や組織について，評価結果によっ Ⅲ ・組織評価については，インセンティブ経費の配分を通じて教育，研究，
果によっては，年度毎に改善 ては，年度毎に改善を促し，改善が次 管理運営，社会貢献の活動の改善・活性化に反映させている。個人評価

， 。を促し，改善が次年度以降も 年度以降も見られない場合には，当該 については 全教員個々の業績データを試行的に収集して検討を行った
，見られない場合には，当該構 構成員の配置転換や給与査定の見直し

成員の配置転換や給与査定の 当該組織の予算削減や改廃についても
見直し，当該組織の予算削減 検討する。
や改廃についても検討する。

ウェイト小計
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
２ 情報公開等の推進に関する目標

・地域や世界に開かれた大学として，納税者や地域社会に対する説明責任を果たすた
め，大学の活動に関する情報を積極的に公表する。中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 情報公開等の推進に関する ２ 情報公開等の推進に関する目標を達
目標を達成するための措置 成するための措置

○大学情報の積極的な公開・提 ○大学情報の積極的な公開・提供及び広
供及び広報に関する具体的方 報に関する具体的方策
策

【245】 【245】
，・全学の情報を集約し，報道機 ・全学の情報を集約し，報道機関等への Ⅲ ・全学の情報の収集・管理を広報センターが一元的に行う体制としており

関等への提供や社会への公表 提供や社会への公表に資するための組 全学の情報収集マニュアルを周知徹底するとともに，入学センター助教
に資するための組織として広 織として設置した広報センターの活用 授を協力教員に加えて体制を強化した。
報センターを設置する。 を図る。 ・Webサイトの一部リニューアルを行い，訪問者別の窓を設け，受験生，在

学生向けの内容を充実させるなど，提供する情報の質量とも充実・整備
に努めた。この結果，本学Webサイトへのアクセス件数は前年度比4.2倍
に増大した。

・地元報道機関との定期的な懇談会を３回開催し，積極的な情報発信に努
めた。

・第３回新潟大学災害シンポジウム「創造的復興への扉 ～ひと・まち・
くらし～」の開催，調査報告書「新潟県連続災害の検証と復興への視点
-2004.7.13水害と中越地震の総合的検証 -」の刊行をはじめ，災害関連
情報の継続的な発信に努めた。

（資料11 P46参照）
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【246】 【246】
・大学の事業・運営情報は，適 ・大学の事業・運営情報は，適切で効率 Ⅳ ・地元報道機関を中心として定期的に懇談会を開催するとともに，記者発
切で効率的・効果的な方法や 的・効果的な方法や手段により公表す 表やWebサイトへの掲載を積極的に行い情報発信を行った。その結果，本
手段により公表する。 る。 学Webサイトに対するアクセス件数が前年度比4.2倍に増加した。

・一般市民の本学に対する理解を深めていただくことを目的とした「新潟
大学ＷＥＥＫ」を１週間にわたり開催し，約5,700人の参加者を得た。こ
れに合わせて，新潟大学・全学同窓会交流会「記念講演会 （参加者：75」
0人 「懇親会 （参加者：300人）を開催した。） 」

・東京事務所において，新潟大学各組織の取組・特色等を発信する大学説
明会（４回，参加者87人 ，大学および同窓生等が連携し互いの発展・充）
実を目指す「東京事務所講演会 （３回，参加者83人）等を開催するなど」
首都圏での情報発信に努めた。

・新潟県知事を迎えて「創造的復興への扉～ひと・まち・くらし～」をテ
（ ） ，ーマとする第３回新潟大学災害シンポジウム 参加者：250人 を開催し

巨大災害から１年間の本学の取り組みを報告した。
（資料11 P46参照）

【247】 【247】
・学部説明会，オープンキャン ・学部説明会，オープンキャンパス等に Ⅳ ・ オープンキャンパス （参加者数：5,584人，前年度比20％増 「学部・「 」 ），
パス等に組織的に取り組む体 組織的に取り組む体制を充実する。 学科体験 （参加者数：1,258人，前年度比32％増）を行い，これらの開」
制を充実する。 催を参加者の利便性を考慮して全学同日に行った。

・模擬授業「キミも新大生!」を継続実施するとともに 「新潟大学ＷＥＥ，
Ｋ」において，入試会場となる教室で昨年度の問題に挑戦する「ヴァー
チャル入試体験」を実施した。

・在学生の視点から，新たに「広報用ＤＶＤ （大学のサポートの下，学生」
が企画・編集）を作成し，学外説明会，高校への貸出等に積極的に活用
した。

， ， ， （ ， ， ， ， ， ，・学長 理事 教員等が ７都県 山形 福島 富山 長野 群馬 秋田
東京）において，学外説明会を実施した。なお，入試制度のみならず，
就職課職員によりキャリア形成に関する取り組みについても解説するな
ど充実を図った。

・高大接続について連携するため 新潟県高等学校長協会と新潟大学の 高，『 「
大接続」に関する協議会』を設置して定期的に協議することにより，模
擬授業等の施策に活用している。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕

該当なし
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項

。 ， ，１ 自己点検・評価の充実と活用 本方針を取りまとめた 基本方針では 社会への説明責任を明確化するとともに
公開する情報，公開の方法，情報の収集及び対応窓口について定め，情報収集マ(1) 評価センターを中心とする自己点検・評価活動の推進

従来，大学全体の自己点検・評価に関する事項は 「全学点検・評価委員会」の ニュアルとあわせて活用することを周知した。，
(3) 新潟大学Ｗｅｂサイトのリニューアルと活用審議事項とされてきたが，法人化を機に迅速な意思決定や主体的かつ機動的な活

動が求められていることから，学長直属組織である 本学Ｗｅｂサイトを見直し，トップページに「受験生 「在学生 「卒業生 「地「企画戦略本部」の下に「評 」 」 」
し，学長のリーダーシップの下，理事６人，副学長５人と同 域 「企業・研究者 「教職員」とした を設けるとともに，内容価センター」を設置 訪問者別の「窓」」 」

，センターが中心となって本学の自己点検・評価活動を推進している。 コンテンツ を整理した 今回のリニューアルにあたっては（ ） 。 ，重点的に受験生
同センターは，評価センター長（学長が指名する評価担当副学長）と６人の協 に努めた。また，受験生向けの情報発信を充実するため，在学生向けの内容充実

力教員（評価センター長の推薦に基づき学長が指名）を構成員としている。協力 一般入試合格発表をＷｅｂサイトでも行った。
教員の任期は， 情報発信体制の整備，学内情報収集の一元化の周知徹底，情報公開の基本方針半数ごとに異なるものとして一斉に交替することを避け，評価の

を図っている。 策定等により，平成17年度の本学Ｗｅｂサイトの新着情報提供件数は164件の前年ノウハウの蓄積・継続
度比約３倍となり，平成17年度Ｗｅｂサイトアクセス件数も433万件と前年度比4.(2) 評価に基づく資源配分「インセンティブ経費」の充実と評価項目の見直し

学内各組織の活性化を図るため，学系・学部・大学院研究科等の各組織の業務 2倍のアクセス数を得ることができた。
評価に基づき一定の学内予算を傾斜配分する「イ (4) 報道機関との懇談会を開催に対する貢献度を評価し，その

学長裁量経費 を平成16年度に創設した 配分された経費は 平成16年度から地元報道機関との定期的な懇談会を開催しており，平成17年度ンセンティブ経費」（ ） 。 ，
学系長裁量経費など組織の長による裁量経費として，教育研究の重点的支援，学 は した 「研修医制度並びに地域医療貢献への医歯学３回にわたって懇談会を開催 。
際領域研究の推進，組織内プロジェクトチームの強化経費などに使用することを 総合病院の取組 「新学士課程教育システム 「入試制度の変遷と現状～大学入試」 」
推奨している。２年目となる平成17年度配分にあたっては， の課題～ 「新潟大学学業等成績優秀者奨学金（仮称）制度について」のテーマに各組織から配分方針 」

を求めるとともに を行い，相互理解に努めた。 ついて懇談するとともに，本学に関するトピックスについて報告を行い，新聞紙等の報告 各学系長とヒアリング
平成17年度は 「教育業務 「研究業務 「管理運営業務」に を 上を通じた情報発信につながった。， 」 」 「社会貢献業務」

(5) 「新潟大学ＷＥＥＫ」の継続開催加え，４評価項目16評価指標に配分評価基準の見直しを行った。
インセンティブ経費配分評価基準の改訂にあたり，新潟大学懇話会（学外有識 講演，セミナー，公開講座等を五十嵐キャンパス，旭町キャンパス及び新潟駅

者17人）での意見も参考に評価指標を検討し，諸活動の一層の活性化を図ること 南キャンパス「CLLIC」を活用して様々な情報発信を図っており，平成16年度から
とした。 さらに として，本学の学園祭で一般市民から本学への理解を深めていただく機会

ある「新大祭」の開催にあわせて１週間を「新潟大学ＷＥＥＫ」として設定し，(3) 評価結果の大学運営へのフィードバック
（しんだい）各組織の長で構成される全学点検・評価委員会では，学内各組織が行う自己点 様々な企画を実施している。平成17年度も「～みんな来て見て，新大

検・評価をはじめ，専門職大学院等の評価等についても協議し，大学評価に関す 」をテーマに「ヴァーチャル入試体験」をはじめ，ミニコンサート，体験探訪～
る種々の情報の共有と共通認識の確保を図っている。 授業，シンポジウム，農産物販売等を実施し，期間中に約5,700人（平成16年度：

ＪＡＢＥＥを受審した工学部，農学部から報告を受け，評価センターの検討結 約4,000人）の参加者を得ることができた。
シ (6) 東京事務所からの情報発信果として全学点検・評価委員会，大学教育委員会を通じて改善の周知を行い，

ラバスの全学的な改善方針 新潟大学各組織の取組・特色等を発信する大学説明会 ４を取りまとめた。 東京事務所において， （
(4) 「新潟大学学長教育賞」の制定 回 ，大学及び同窓生等が連携し互いの発展・充実を目指す「東京事務所講演会」）

学内の教育改善の意識を高め，効果的な教授法の実施や教授法の改善及びきめ するとともに，他大学等と共同実施した産学連携事業「新技術（３回）等を開催
細かい学習支援方法を全学的に共有することをめざして， 説明会 （２回 「ＣＩＣフォーラム ，入試情報説明，模擬授業等を内容とする新潟大学で開講される 」 ）， 」

にした「新潟大学学長教育賞」を制定し，教育業績に対する 「合同大学説明会」等へ積極的に参加した。全科目を対象 インセ
ンティブを付与 首都圏在住同窓生等を中心とする東京事務所協力会 新することとした。 このような取組の結果， 「

潟大学東京イノベーションクラブ （個人会員47人，法人会員１社，賛助会員１機」
し，各種事業の円滑な推進に向け体制が整備された。２ 大学情報の積極的な公開と広報活動の活性化 関）が発足

また 「新潟大学東京イノベーションクラブ」が月１回発行しているメールマガ(1) 広報センターの整備 ，
情報発信機能を強化し広報活動を充実するため，学長・理事直属組織として総 ジン「新潟大学東京イノベーションクラブ通信」を通じて，大学情報の発信に努

務担当理事をセンター長とする広報センターを平成16年度に設置した。平成17年 めた。
入学センター助教授を加え，協 (7) 多彩なメディアによる情報発信度は入学試験に関する広報活動を充実するため，

とし，体制の整備を図った。 講演会，シンポジウム，公開講座，テレビ公開講座等により，教育研究情報の力教員を４人
各組織に広 「NIIGATA UNIVERS情報発信機能の強化に努め，学内各組織の情報収集体制を整備し， 発信を行っている。本学の活動を平易に解説したリーフレット

を求めており， も増刷し 「新潟大学の最近の動き 「教育報担当者を置くことを義務付け，広報センターへの定期的な報告 ITY EASY NAVI」及び「新潟大学概要」 ， 」
広報委員会，事務協議会等を通じて更に周知・徹底を図った。 研究院の概要」等の最新の内容を盛り込み，来訪者等への周知に努めた。

新潟大学・全学同窓会交流会記念講演会，第３回新潟大学災害シンポジウム開(2) 情報公開の基本方針策定
同窓生をはじめ広く一般これまでも，本学の活動状況について公開に努めており，さらに積極的な学外 催にあたっては，チラシ・ポスター，新聞広告等により

への情報発信を行うため，社会への説明責任を明確にした を図り，新潟大学・全学同窓会交流会記念講演会には約750人，第３回新潟「国立大学法人新潟大 に周知
として，本学の情報公開の基 大学災害シンポジウムには約250人の参加者を得ることができた。学における情報の公開等に関する取扱いについて」



- 87 -

新潟大学

Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

・施設設備は全学共通の貴重な資源であり，かつ，国民共有の資産であることから，
既存施設設備の点検・評価の結果を踏まえ，既存施設の有効活用システムの構築，中
全学的視野に立った透明公正な資源配分等を効果的かつ計画的に進める。

・円滑な教育研究活動のために，施設設備の劣化等の状況把握を行い，安全性・信頼期
性を確保するため計画的な維持保全・修繕を実施し，施設設備の長期使用を図る。

・国の施策を踏まえて平成１３年に策定した「新潟大学施設緊急整備５ヵ年計画」並目
びにその後の年次計画を着実に実施し 「新潟大学の理念・目標」の達成に即した，，
施設の重点的・計画的整備を図る。標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

１ 施設設備の整備等に関する １ 施設設備の整備等に関する目標を達
目標を達成するための措置 成するための措置

○施設設備の有効活用を図る上 ○施設設備の有効活用を図る上で必要と
で必要となる具体的方策 なる具体的方策

【248】 【248】
・点検調査を継続的に実施し， ・点検調査を継続的に実施し，調査結果 Ⅳ ・施設の点検調査については 「新潟大学施設の点検・評価及び有効活用に，
調査結果を学内に公表すると を学内に公表するとともに，その評価 関する規則」等に基づき実施し，調査結果を学内に公表した。平成17年
ともに，その評価結果に基づ 結果に基づいたスペース配分の改善等 度においては，新たに38室1,584㎡の全学共用スペースの拡大を図り，合
いたスペース配分の改善等を を促進し，全学共用スペースの充実を 計2,648㎡の確保・運用を行った。
促進し，全学共用スペースの 図る。 （資料12 P59参照）
充実を図る。

【249】 【249】
・講義室は，全学共用スペース ・講義室は，全学共用スペースとし，そ ・講義室の合理的な使用等を確保する観点から 「授業時間割のガイドライⅢ ，
とし，その使用状況を学内Ｌ の使用状況を学内ＬＡＮで公開するシ ン」を策定した。
ＡＮで公開する。 ステムを検討する。 ・講義室の使用状況の公開システムを，平成18年度に導入予定の「新学務

情報システム」において構築することを決定した。

【250】 【250】
・ ・ Ⅳ ・進展が期待されるプロジェクト等に一定期間使用させることを目的とし施設利用の流動化促進のため 施設利用の流動化促進のため，全学共，

た全学共用スペースの使用要項を整備し，五十嵐地区3,000円／㎡，旭町全学共用スペースの使用者か 用スペースの使用者から，施設使用料
する。 地区5,000円／㎡の使用料を徴収した。平成17年度においては，新たに38ら，施設使用料を徴収するシ を徴収するシステムを整備

する。 室1,584㎡の全学共用スペースの拡大を図り，合計2,648㎡の確保・運用ステムを整備
を行った。

○施設設備の機能保全・維持管 ○施設設備の機能保全・維持管理を実施
理を実施する上で必要となる する上で必要となる具体的方策
具体的方策

【251】 【251】
・定期的な施設の巡回点検及び ・定期的な施設の巡回点検及び健全度調 Ⅲ ・教育研究環境の良好な維持を図るため，施設設備の現況，学系，学部又
健全度調査等を行い，既存施 査等を行い，既存施設の劣化状況等現 は団地毎の光熱水量使用実績等を定期的に点検し，その結果得られた情
設の劣化状況等現状把握に万 状把握に万全を期し，維持管理計画を 報は学内に公表するとともに，施設設備の維持管理に活用した。
全を期し，維持管理計画を策 策定する。
定する。



- 88 -

新潟大学

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【252】 【252】
・施設設備の点検・保守・修繕 ・施設設備の点検・保守・修繕等を的確 Ⅲ ・施設設備の点検・保守・修繕等を的確に実施し，故障等に対する迅速な
等を的確に実施し，故障等に に実施し，故障等に対する迅速な対応 対応を図るため，これら業務を施設管理部が一元的に行うとともに，施
対する迅速な対応が実施でき が実施できる体制を整備する。 設の故障等に迅速に対応するためにコールセンターを設置し，平成17年
る体制を整備する。 度は五十嵐地区1,807件，旭町地区6,257件の故障対応を行った。

【253】 【253】
・改修経費，維持管理経費等の ・改修経費，維持管理経費等の確保を図 Ⅲ ・巡回点検等を的確に行い，緊急度，必要度の高い修繕等について優先的
確保を図り，適切な修繕を効 り，適切な修繕を効果的に行う。 に予算措置を行い，整備した。
果的に行う。

【254】 【254】
・ボランティア活動等も活用し ・ボランティア活動等も活用しつつキャ Ⅲ ・キャンパス美化を推進するため，環境整備委員会の下に「五十嵐地区キ
つつキャンパス美化を推進す ンパス美化を推進する。 ャンパス美化ワーキンググループ」を設けキャンパス美化に対する当面
る。 の方策を策定した。

・キャンパス美化を推進するため 「事務局クリーンデー」を設け，事務局，
全職員の協力により月１回程度実施しているが，今後は，教職員，学生
が一体となって実施する方策を検討する。

○教育研究等の質の向上に関す ○教育研究等の質の向上に関する目標の
る目標の達成に必要となるス 達成に必要となるスペース・機能の確
ペース・機能の確保を図るた 保を図るための具体的方策
めの具体的方策

【255】 【255】
， （ ），・施設整備状況や環境問題への ・施設整備状況や環境問題への取組状況 Ⅲ ・新潟大学施設緊急整備５カ年計画に基づき 医歯学総合病院病棟 Ⅱ期

取組状況等について，他の高 等について，他の高等教育機関と本学 医歯学総合病院基幹環境整備及び医学系校舎改修（Ⅲ期）を実施した。
等教育機関と本学における実 における実情を比較分析し，教育・研 実施に当たっては，コジェネ設備や高効率設備を導入し，環境への配慮
情を比較分析し，教育・研究 究・社会貢献の活性化状況及び整備事 を行った。
・社会貢献の活性化状況及び 業の経済性を考慮し，長期的視点に立
整備事業の経済性を考慮し， った年次計画により，施設設備の整備
長期的視点に立った年次計画 を行う。
により，施設設備の整備を行
う。

【256】 【256】
， （ ，・キャンパス全体がコミュニケ ・キャンパス全体がコミュニケーション Ⅲ ・学生の教育環境改善のため 講義室等の冷暖房設備の設置 講義室11室

ーションの場として機能し， の場として機能し，魅力ある豊かな教 1,204㎡）及びトイレ改修（11ヶ所，105㎡）を年次計画で重点的に整備
魅力ある豊かな教育研究環境 育研究環境となるよう計画的に整備す した。
となるよう計画的に整備する る。 ・キャンパス美化を推進するため 「五十嵐地区キャンパス美化ワーキング。 ，

グループ」を設け検討し，キャンパス美化に対する当面の方策を策定し
た。

【257】 【257】
・地域環境の保護の観点から， ・地域環境の保護の観点から，環境マネ Ⅲ ・収集した環境マネジメント（ISO14001）の資料等を参考にして，環境配
環境マネジメント（ＩＳＯ１ ジメント（ＩＳＯ１４００１）の認証 慮促進法に基づく環境報告書の策定を検討した。
４００１）の認証取得等の検 取得等の検討を行う。
討を行う。
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【258】 【258】
・新たな整備手法として，ＰＦ ・新たな整備手法として，ＰＦＩ（民間 Ⅲ ・PFI手法の導入による施設整備の可能性についての調査，検討を行った。
Ｉ（民間資金等の活用による 資金等の活用による公共施設等の整備 ・工学部80周年記念事業の一環として，外部資金（寄附金）で建物建設を）
公共施設等の整備）の導入や の導入や外部資金等による施設整備等 行うことを決定した。
外部資金等による施設整備等 多様な財源の調査を実施する。

。多様な財源の調査を実施する

ウェイト小計
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新潟大学

Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
２ 安全管理に関する目標

・教職員や学生等にとって安全で快適なキャンパスを整備・維持するため，安全衛生
管理体制を確立するとともに，労災事故等を防止するための措置を整備する。中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

２ 安全管理に関する目標を達 ２ 安全管理に関する目標を達成するた
成するための措置 めの措置

○労働安全衛生法等を踏まえた ○労働安全衛生法等を踏まえた安全衛生
安全衛生管理・事故防止に関 管理・事故防止に関する具体的方策
する具体的方策

【259】 【259】
・労働安全衛生法等の関連法令 ・労働安全衛生法等の関連法令等を踏ま Ⅲ ・職員安全衛生管理規程等を制定し，職員の安全衛生及び健康確保に関す
等を踏まえて，安全衛生管理 えて，安全衛生管理体制の整備・充実 る体制を整備しており，特に実験室等の災害防止のため機械装置や化学
体制の整備・充実を図る。 を図る。 物質等の知識を必要とする第一種衛生管理者を確保した。講座，学科，

部門及び施設ごとに安全衛生責任者及び安全衛生主任者を配置して，安
全衛生管理の万全を期した。

（資料13 P87参照）

【260】 【260】
・教職員の業務上の災害防止の ・教職員の業務上の災害防止のため，安 Ⅲ ・業務全般に係る災害の防止を図る観点から「安全衛生管理マニュアル」
ため，安全衛生管理に関する 全衛生管理に関するマニュアルについ を事業場ごとの特性に合わせて５種類作成するとともに，安全衛生管理
マニュアルを全学的に整備す て検討する。 者，産業医等が職場巡視するときの「職場巡視マニュアル」及び「チェ
る。 ックリスト」を作成しており，これらに基づき安全衛生管理に努めた。

・理学部，工学部，農学部がある五十嵐地区においては，不注意により危
険につながる機械・装置，有害物質を扱う教職員の災害・健康障害防止
のため，昨年度作成した「安全衛生管理マニュアル」を見直し，五十嵐
地区向けの「安全衛生の手引き」を作成し，同時に緊急時対応をまとめ
た「安全のしおり」を作成し周知を図った。

【261】 【261】
・教職員の健康管理を充実する ・教職員の健康管理を充実するため，健 Ⅲ ・主要団地（五十嵐地区，旭町地区等）毎に産業医を置くとともに，健康
ため，健康診断・健康相談業 康診断・健康相談業務等を充実し，健 管理，健康相談の業務を担当する保健管理センターに対して平成16年度
務等を充実し，健康医学教育 康医学教育を推進する。 に医師１人を増員し，体制強化を図ったことにより，メンタルヘルスが
を推進する。 充実し，休学者の減少にも成果が上がっている。

・全教職員を対象とする定期健康診断，有機溶剤取り扱い業務等特定業務
従事者を対象とする特殊健康診断及び理学療法士・作業療法士等を対象
とする特別健康診断を実施するとともに，健康セミナー（２回 ，心の健）
康セミナー（４回 ，保健管理センター主催ＳＤ企画（５回 ，健康教室） ）
（４回 ，広報誌寄稿（３回）を実施した。）
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新潟大学

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

○学生等の安全確保等に関する ○学生等の安全確保等に関する具体的方
具体的方策 策

【262】 【262】
・学生の実験中の事故防止のた ・学生の実験中の事故防止のため，実験 Ⅲ ・学生の実験中の事故防止のための安全対策マニュアルについては，各学
め，実験安全対策に関するマ 安全対策に関するマニュアルを整備す 部ごとに「安全管理の手引き」を作成し，ガイダンスを実施するなど周
ニュアルを整備する。 る。 知に努めている。

【263】 【263】
・学生が通学中，正課中及び課 ・学生が通学中，正課中及び課外活動中 Ⅲ ・ 学生教育研究災害傷害保険」への加入促進について学生便覧及び入学手「
外活動中等に被った種々の災 等に被った種々の災害傷害に対応する 続き案内に記載し，ガイダンスで説明を行うとともに，学生向け広報誌
害傷害に対応する学生教育研 学生教育研究災害傷害保険の周知と加 （CAMPUS FORUM）において解説記事を掲載して周知を行い，加入の促進
究災害傷害保険の周知と加入 入の徹底を図る。 を図った （加入率78.8％，前年度比4.8％増）。
の徹底を図る。

【264】 【264】
・附属学校の幼児，児童，生徒 ・附属学校の幼児，児童，生徒に対する Ⅲ ・附属学校における安全対策として，警備員による常駐警備，監視カメラ
に対する事故を予防するため 事故を予防するため，安全対策の体制 ・インターホンによる機械警備を実施するとともに，学校・警察相互連，
安全対策の体制を整備する。 を整備する。 絡制度の協定を結び安全対策の強化を図っている。さらに，不審者対応

避難訓練を実施した。
・長岡地区においては，小学校職員玄関及び低学年玄関の施錠をカラーテ
レビ付きインターホンと連動した電気錠に取り替えた。さらに，小学校
全児童に防犯ベルを配布した。

○その他の安全管理に関する具 ○その他の安全管理に関する具体的方策
体的方策

【265】 【265】
・盗難や事故等の防止対策のた ・盗難や事故等の防止対策のため，警備 Ⅲ ・主要団地（五十嵐地区，旭町地区等）における警備システムは外部委託
め，警備システムの整備を行 システムの整備を行う。 により，①防犯センサー設置による警備会社との自動通報システムによ
う。 る警備，②勤務時間外における建物内外の巡回警備，③勤務時間外にお

ける常駐警備を行った。

【266】 【266】
， ，・学内から排出される廃棄物は ・学内から排出される廃棄物は，専門業 Ⅲ ・学内から排出される廃棄物の取り扱いについて安全マニュアルを作成し

専門業者への適切な外部委託 者への適切な外部委託を実施し，安全 学内に周知するとともに，処理については，専門業者に外部委託した。
を実施し 安全の確保を図る の確保を図る。， 。
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進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【267】 【267】
・情報セキュリティの安全水準 ・情報セキュリティの安全水準を高く保 Ⅳ ・運用実態に即した「情報セキュリティポリシー」を制定し，部局長から
を高く保つ体制を整備する。 つ体制を整備する。また，情報セキュ 成る「情報セキュリティ・個人情報保護委員会」のほか，学内各組織の
また，情報セキュリティポリ リティポリシーを実態に即したものと セキュリティ担当者から成る「情報セキュリティ・個人情報管理専門委
シーを実態に即したものとす するため 運用実態等を把握し 評価 員会」を設置し，総合情報処理センターを核とした組織的に対応する体， ， ，
るため 運用実態等を把握し 見直しを行う。 制を整備している。， ，
評価，見直しを行う。 ・学術情報基盤支援体制の見直しを行い，平成18年度に学術情報部（事務

情報化推進室と附属図書館事務部の再編統合）を設置し，情報企画課を
新設することにより情報セキュリティ支援体制の整備を行った。

・外部委託により24時間ネットワーク監視体制を敷いており，個人情報の
流出で問題のファイル共有ソフトWinnyを使用した通信の検出など不正通
信を監視して，不正通信があった場合は即座に遮断するなど迅速な対応
に努めている。

・新たに本学のネットワークに接続しているコンピュータに関するネット
ワークマップを作成し，セキュリティインシデント発生時の迅速な対応
が図れる体制とした。

【268】 【268】
・事故・災害・訴訟等に対応す ・事故・災害・訴訟等に対応するための Ⅲ ・平成16年度に設置した危機管理室を中心に，危機管理マニュアル作成の
るための体制を整備する。 体制を整備する。 検討，新潟西消防署との打ち合わせ 「企業における災害・環境リスクと，

その戦略的対応」セミナーに職員派遣などの取り組みを行った。

ウェイト小計
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Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項
３ 後援会（同窓会）の組織化

・大学の運営に不可欠な多方面からの支持・支援を獲得するための組織を整備する。
中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

３ 後援会（同窓会）の組織化 ３ 後援会（同窓会）の組織化へ向けて
へ向けての措置 の措置

○後援会（同窓会）の組織化に ○後援会（同窓会）の組織化に関する具
関する具体的措置 体的措置

【269】 【269】
・ ・ Ⅳ ・本学同窓会は，従来各学部ごとに組織されていたが，平成16年度に「全同窓会組織と連携し，同窓会 同窓会組織と連携し，同窓会を中心と

学同窓会連絡協議会 を設置し その後協議を経て 平成18年度から 新を中心として，賛同者からな して，賛同者からなる後援会の組織化 」 ， ， 「
を図る。ま を図る。また，支持者・支援者の声が 潟大学全学同窓会」を発足することを決定した。る後援会の組織化

た，支持者・支援者の声が大 大学運営に反映される仕組みを設ける ・全学同窓会連絡協議会とは，定期的（年２回の全体懇談会，年３回の理。
学運営に反映される仕組みを 事会等）な交流等を通じて，学生のキャリア形成の支援，就職支援等の
設ける。 在り方等について意見交換等を行った。その結果，キャリアセンター支

援について，142人の方から協力の申し出を得ることができた。
・東京事務所において，新潟大学各組織の取組・特色等を発信する大学説
明会 ４回 大学および同窓生等が連携し互いの発展・充実を目指す 東（ ）， 「
京事務所講演会 （３回）等を開催することにより，首都圏在住同窓生等」
を中心とする東京事務所協力会「新潟大学東京イノベーションクラブ」
が発足し，各種事業の円滑な推進に向け体制が整備された。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕

該当なし
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新潟大学

Ⅴ その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項

し，記載内容の検討を行った。また 「エネルギーの使用の合理化に関する１．施設マネジメント及び施設・設備の有効活用 を設置 ，
法律」に基づき「省エネルギー行動計画」及びポスターの作成・配布等で学内に周(1) 施設マネジメント実施体制の整備

全学施設の点検・評価及び有効活用を審議する施設委員会において 「施設の点検 知を図り，省エネを推進した。，
学長名での改善勧告，新営建物等の・評価及び有効活用に関する規則」を制定し，

全学共用スペースを原則20％ 使用期間を５年限度とすること等を明記 ２．危機管理への対応， した また。 ，
本規則の具体的運用として施設委員会の下に施設整備推進専門委員会を設置し 「施 本学における学生及び職員の生命，身体又は本学の施設，財産等に重大な被害の発，
設の点検・評価及び有効活用に関する実施要項」を制定した。また，各学系ごとの 生するおそれがある緊急事態への対処，及び当該事態の発生防止のいわゆる危機管理
施設の点検・評価及び有効活用に関する「各学系建物委員会内規・建物利用内規」 については，学長を長とする「危機管理室」を設置し，危機管理に関わる職員及び学
を制定し，体制を整備した。 生への伝達・指示が速やかに徹底されるよう危機管理体制を整えてきた。

(2) キャンパスマスタープラン等の策定状況 (1) 危機管理の体制等の整備
平成13年度から平成17年度までの施設整備については 「国立学校等施設緊急整備 ① 災害，事故，事件等の防止のため，各部局長で構成する全学連絡調整会議等の，

「新潟大学施設緊急整備５か 教５か年計画」を踏まえて，本学の理念・目標に沿った 諸会議において事例報告等を行い，防止の共通認識を図るとともに，文書等で
（平成13年７月）を策定し，整備を行ってきた。 を図っている。年計画 職員及び学生等に注意喚起する等の周知・徹底」

平成17年度においては， ② 大学においては教育・研究のため，各種の機器・薬品，電機，ガス等を用いてこの計画に沿って，医歯学総合病院病棟（Ⅱ期 ，医歯学）
した。 いるが，取扱いを誤ると事故や凶器に変身する可能性がある。このため，特に実総合病院基幹環境整備及び医学系校舎改修（Ⅲ期）を実施

安全のためのなお，平成17年度に調査した既存施設の使用状況調査及び耐震診断結果を踏まえ 験・実習が必須である自然科学系の理学部，工学部，農学部では，
心得，事故発生時の対処，応急処置，災害防止と安全作業，防火・地震対策，自て 「次期施設整備緊急５か年計画 （平成18～22年度）を平成18年度に作成する。， 」

し，職員(3) 施設・設備の有効活用の促進 然災害発生時の連絡方法等を網羅したマニュアル「安全の手引」を作成
①全学共用スペースの拡大 及び学生に配付し意識の向上を図っている。また，医歯学系においても安全管理

施設・設備の有効活用を促進するため 「施設の点検・評価及び有効活用に関す マニュアルを各職員にメール配信し，意識の向上を図っている。，
(2) 災害発生に備えた地域等との連携・強化る規則 「施設の点検・評価及び有効利用の実施に関する要項」を制定し，学長名」

での改善勧告，新営建物等の全学共用スペースを原則20％，使用期間を５年限度 ① 本学では，県及び各市と協議し，五十嵐キャンパスの体育館，武道場及び陸上
とすること等を明確にルール化し，進展が期待されるプロジェクト等に一定期間 競技場並びに附属長岡小・中学校を，災害対策基本法に基づく避難施設とし，地

水・食料等の物資に関して新潟市使用させることを目的とした「全学共用スペース」の確保・運用を図っている。 域住民の安全確保に協力している。このため，
全学共用スペースの使用者から， を行った。施設使用料（五十嵐地区3,000円／㎡，旭町地区 防災課と連絡をとり，緊急時の使用に関して打合せ

した。 ② を行5,000円／㎡）を徴収するシステムを整備 万一の災害時に備え，五十嵐キャンパスを管轄する新潟西消防署と打合せ
これらの取り組みにより， い，災害時における対応のポイントである指揮命令系統及び情報収集・伝達や任全学共用スペースは，平成16年度の1,064㎡（17室）

された 務の相互確認を行った。から 平成17年度には新たに1,584㎡ 38室 が増加し 計2,648㎡が確保， （ ） ， 。
(3) 危機管理に対する意識の向上の取組②施設の活用状況調査の実施及び学内への公表

「企業における災害・環全学の教育研究施設の使用実態について，調査票による調査及び現地調査を行 本学における危機管理・防災担当職員の意識向上のため，
い，利用実態が明確でない研究室等については各部局に利用状況・利用予定を確 ，自然災害，火災，環境問境リスクとその戦略的対応」セミナーに職員を参加させ
認し した。報告書は全 題が経営にどう影響を与えるか等，大学においても参考となるセミナーであり，今，「施設の活用状況等調査報告書（平成18年３月 」を作成）
学に公表し，施設・設備の有効活用を促進している。 後も危機管理の参考として活用する。

(4) 施設維持管理の計画的実施 (4) 安全管理の取組
①維持管理計画書の策定 ① 医歯学総合病院においては，医療事故の防止を最重要課題と捉え医療安全管理

リスクマネージャーを各定期的に施設の巡回点検及び健全度調査を行い，既存施設の劣化状況等現状把 のための部を設け，医師，専任看護師，医療従事者等の
握に万全を期し， した。 し，ヒヤッとしたりハッとした事例を含めて毎週検討し，発生原因を維持管理計画書を策定 部署に配置

②点検パトロール 追及するとともに事故防止教育も行っている。
各部局営繕要求事業を基に施設の現地調査を行い，施設の劣化状況等の現状を ② 附属学校においては，警備員による常駐警備，監視カメラ・インターホンによ

把握し整備の必要性，緊急性の評価を行い計画的に実施している。また，施設管 る機械警備を実施するほか， した。また，新たに長岡不審者対応避難訓練を実施
理部職員が，随時学内の点検パトロールを行い，施設の老朽危険箇所，雨漏り， 地区において，玄関の施錠をカラーテレビ付きインターホンと連動した電気錠に
道路の破損等の状況確認やその他の問題点などを にま 取り替えたほか， した。「点検パトロール報告書」 小学校全児童に防犯ベルを配布
とめ，要修繕箇所等について，位置・部位・優先度等を把握することで，効率的 ③ 学生及び職員に健康被害をもたらすアスベスト及びアスベストを用いた機器・
な維持管理に努めた。 器具の保有状況を調査し，大学として一括廃棄するとともに，代替機器の設置に

③「新潟大学施設管理」の作成 対し，学長裁量経費を配分した。
施設の適切な維持管理と効率的な運営を図るため，施設概要，エネルギー使用 また，学内におけるアスベスト使用施設については，順次アスベスト撤去工事

量，施設管理業務，施設の利用案内の４編の形で，その現状をまとめた を進めている。「新潟大
した。 ④ 突然の心停止のような事態に対処するため，自動体外式除細動器が一般人でも学施設管理」を作成

④環境問題への取り組み 使用できるようになったことから，学長裁量経費により同器及びシミュレーター
環境配慮促進法に基づく環境報告書の記載内容について を保健管理センターに設置するとともに，学生及び職員に使用方法と心肺蘇生法「 」環境報告書作成ＷＧ
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の講習を２回開催し，緊急時の救命体制を備えた。
(5) 新潟大停電への対応

平成17年12月22日午前８時10分頃に強い冬型の気圧配置による大荒れの天候のな
危機管理室が前年かで電線同士の接触による約８時間に及ぶ新潟大停電が発生し，

７月の豪雨水害と同年10月に発生した新潟県中越地震の経験を活かして状況把握に
した。努め，次のとおり対応措置

① 危機管理室では，各部局の被害状況情報を収集し，応援要員の必要性を確認
し，各部局の職員については，連絡要員を残し，業務に支障のない範囲で帰宅
させる措置を講じた。

② 授業については，危機管理室長の指示のもとに学生の通学状況を把握し，授
業実施の可否，通学済みの学生への対応及びその他の学生への連絡対応，附属
学校児童生徒への対応等を関係部局と連絡協議した。その結果，五十嵐キャン
パスは２限目以降，旭町キャンパスは午後以降，休講措置をとり，通学済みの
学生には，暖房を確保するとともにその他の学生にはマスコミ（ラジオ）を通
じた情報提供を行い，併せて附属小中学校においては，保護者に帰宅連絡と迎
えの依頼と帰宅確認を行った。

③ 医歯学総合病院では外来診療を休診とし，緊急手術以外の手術の延期と入院
患者への毛布，カイロ配付等の措置を講じた。

３．後援会（同窓会）の組織化
(1) 本学同窓会は従来学部毎に組織されていたが，法人化を契機として全学同窓会の

， 「 」設立を目的とし 各学部同窓会の代表者で組織する 新潟大学全学同窓会連絡協議会
。 ， ， ，が発足した 同連絡協議会は 全学同窓会のあるべき姿 同窓生・地域企業への広報

本学との連携事業などの企画について検討を行い，広報誌の発行，ホームページによ
る広報活動等，全学同窓会の組織化に向けた準備を進めてきた。

(2) 平成17年度においては，本学との間で運営委員会を毎月開催し，様々な意見交換を
行った。この中で本学キャリアセンターから，学生のキャリア形成支援のため，就職
活動の中で重要な役割を持つＯＢ，ＯＧに対して学生との懇談の実施等について依頼
が行われ， を受けるなど連携が進んできた。142人の同窓生から協力の申し出

平成18年度に『全学同窓会』が正式に発足することが決(3) このような活動を通して，
した。定
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 短期借入金の限度額 ○ 短期借入金の限度額 ○ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額 実績なし
44億円 44億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ により緊急に必要となる対策費として借り入れ
することも想定される。 することも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画 ○ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画 ○ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

１ 重要な財産の譲渡 １ 重要な財産の譲渡 １ 重要な財産の譲渡
歯学部・医歯学総合病院（歯科）の土地の一 歯学部・医歯学総合病院（歯科）の土地の一 歯学部・医歯学総合病院（歯科）の土地の一

部（新潟県新潟市学校町通二番町5274番，1,74 部（新潟県新潟市学校町通二番町5274番，1,74 部 新潟県新潟市学校町通二番町5274番,1,742.（
2.20㎡）を譲渡する。 2.20㎡）を譲渡する。 40㎡）を,都市計画道路事業のため国土交通省

に212,572,800円で譲渡した。
２ 担保に供する計画 ２ 担保に供する計画

医歯学総合病院の施設・設備の整備に必要と 医歯学総合病院の施設・設備の整備に必要と ２ 担保に供する計画
なる経費の長期借り入れに伴い，本学病院の敷 なる経費の長期借り入れに伴い，本学病院の敷 医歯学総合病院病棟，医歯学総合病院基幹・
地及び建物について担保に供する。 地及び建物について担保に供する。 環境整備及び病院特別医療機械整備（薬剤総合

支援システム他5件）の施設・設備の整備のた
め3,853,785千円を借り入れ，本学病院の敷地
（45,271㎡）を担保に供した。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 決算において剰余金が発生した場合 ○ 決算において剰余金が発生した場合 ○ 決算において剰余金が発生した場合

教育，研究，診療その他の事業の質の向上及 教育，研究，診療その他の事業の質の向上及 該当なし
び組織運営の改善に充てる。 び組織運営の改善に充てる。
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備に関する計画 施設・設備に関する計画 施設・設備に関する計画１ １ １

施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源（百万円） 施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 （百万円） 施設・設備の内容 決定額 百万円 財 源（百万円）（ ） （ ） （ ）

・医歯学総合病 総額 8,255 施設整備費補助金 ・医歯学総合病 総額 5,822 施設整備費補助金 ・医歯学総合病 総額 5,686 施設整備費補助金
（ ） （ ） （ ）院病棟 1,557 院病棟 1,579 院病棟 1,753

・医歯学総合病 ・医歯学総合病 ・医歯学総合病
院基幹・環境 長期借入金 院基幹・環境 長期借入金 院基幹・環境 長期借入金

（ ） （ ） （ ）整備 6,698 整備 4,164 整備 3,854
・小規模改修 ・小規模改修 国立大学財務・経営 ・小規模改修 国立大学財務・経営
・血管Ｘ線撮影 ・災害復旧工事 センター施設費交付 ・災害復旧工事 センター施設費交付

システム ・校舎改修（医 金 ・校舎改修（医 金
（ ） （ ）・災害復旧工事 学系） 79 学系） 79

・薬剤総合支援ｼ ・薬剤総合支援ｼ
ｽﾃﾑ ｽﾃﾑ

・病棟看護・患 ・病棟看護・患
者管理ｼｽﾃﾑ 者管理ｼｽﾃﾑ

・総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮ ・総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮ
ﾝｼｽﾃﾑ ﾝｼｽﾃﾑ

・細胞治療実施 ・細胞治療実施
支援ｼｽﾃﾑ 支援ｼｽﾃﾑ

・ＲＩ診断治療ｼ ・ＲＩ診断治療ｼ
ｽﾃﾑ ｽﾃﾑ

・病理部総合支 ・病理部総合支
援ｼｽﾃﾑ 援ｼｽﾃﾑ

・アスベスト対
策事業

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成す （注１）金額については見込みであり，上記のほか，業務
るために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・ の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や，老朽
設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改 度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加される
修等が追加されることもある。 こともあり得る。

（注２）小規模改修について17年度以降は16年度同額とし
て試算している。
なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造

費補助金，国立大学財務・経営センター施設費交付
金，長期借入金については，事業の進展等により所
要額の変動が予想されるため，具体的な額について
は，各事業年度の予算編成過程等において決定され
る。
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○ 計画の実施状況等

・ 医歯学総合病院病棟の整備については，仕上げ工事（平成16年度・平成17年度整備）
として整備を進め，平成17年度整備事業は，平成18年3月30日に完了した。
仕上げ整備は，計画額1,998,891千円に対し，契約額実績1,935,973千円となり，

62,918千円の執行残は，入札による執行額の差異である。

， ，・ 医歯学総合病院基幹・環境整備は 平成16年度・平成17年度の整備事業として計画し
平成17年度は計画額どおり548,309千円を契約額として整備を行い，平成17年10月31日
に完了した。

・ 小規模改修は，計画額どおり79,000千円を契約額として整備を行った。

・ 災害復旧工事については，当初予定されていない整備事業であり，施設整備費補助金
として平成16年度から繰り越した346,371千円と，平成17年度の整備事業として予算措
置された6,153千円の２か年度の整備事業として計画額352,524千円で整備事業を進め
た。契約額実績は332,474千円となり，20,050千円の執行残は入札による執行額の差異
である。

・ 校舎改修（医学系）については，平成16年度から974,340千円の予算繰り越しがなさ
れ，予算措置どおり整備を行った。

・ 病院特別医療機械整備（薬剤総合支援システム他5件）については，平成18年3月27日
に導入を完了した。
計画額1,875,264千円に対し，契約額実績は1,622,000千円となり，253,264千円の執

行残は，入札による執行額の差異である。

・ アスベスト対策事業については，平成17年度施設整備費補助金として計画額
1,150,027千円が予算措置された。平成17年度の契約額実績は193,949千円となり，執
行残の956,078千円は，平成18年度に引き続き整備事業を実施予定。
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

２ 人事に関する計画 ２ 人事に関する計画 ２ 人事に関する計画

○ 業務態様に応じた業績評価を反映させた人事評価シス ○ 業務態様に応じた業績評価を反映させた人事評価シス 『 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す「Ⅱ
テムを構築し，教育・研究・社会貢献の諸観点からの将 テムを構築し，教育・研究・社会貢献の諸観点からの将 るための措置」Ｐ68,69,70参照』
来計画に沿った効果的な人材配置を行い，本学の諸活動 来計画に沿った効果的な人材配置を行い，本学の諸活動
の推進に資する。 の推進に資する。

○ 教員の任期制の導入の拡大を図り，教員の多様性・流 ○ 教員の任期制の導入の拡大を図り，教員の多様性・流
動性を高めるとともに，教育・研究・社会貢献の諸活動 動性を高めるとともに，教育・研究・社会貢献の諸活動
の活性化に資する。 の活性化に資する。

○ 専門知識・能力を必要とする事務職種への人材確保の ○ 専門知識・能力を必要とする事務職種への人材確保の
ため，公募制を前提とした柔軟な制度を構築する。 ため，公募制を前提とした柔軟な制度を構築する。

参考）中期目標期間中の人件費総額見込み （参考１）平成17年度の常勤職員数（
141,729百万円(退職手当は除く) 2,114人

また，任期付職員数の見込みを
354人とする。

（参考２）平成17年度の人件費総額見込み
23,654百万円(退職手当は除く)

Ⅹ そ の 他 ３ 災害復旧に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

３ 災害復旧に関する計画 ３ 災害復旧に関する計画 ３ 災害復旧に関する計画

平成16年10月に発生した新潟県中越地震等により被災 平成16年10月に発生した新潟県中越地震等により被災 平成16年10月に発生した新潟県中越地震等により被災
した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。 した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。 した施設・設備の復旧整備を行った。
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（ 、 ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(b) (b)/(a)×100(a)
(人) (人） （％）

人文学部 940 1,083 115.2
行動科学課程 300 350 116.7
地域文化課程 400 496 124.0
情報文化課程 200 237 118.5
第３年次編入学学部共通（外数） 40

教育人間科学部 1,520 1,705 112.2
学校教育課程 720 820 113.9
学習社会ネットワーク課程 280 303 108.2
生活環境科学課程 160 177 110.6
健康スポーツ科学課程 120 133 110.8
芸術環境創造課程 240 272 113.3

法学部 890 1,071 120.3
法学科 360 388 107.8
法学科（昼間コース） 280 355 126.8(改組前の学科)

法学科（夜間主コース） 20 23 115.0(改組前の学科)

法政コミュニケーション学科 210 279 132.9
（昼間コース）(改組前の学科)

法政コミュニケーション学科 20 26 130.0
（夜間主コース）(改組前の学科)

経済学部 1,250 1,430 114.4
経済学科（昼間コース） 660 743 112.6
経済学科（夜間主コース） 100 128 128.0
経営学科（昼間コース） 430 484 112.6
経営学科（夜間主コース） 60 75 125.0

理学部 780 880 112.8
数学科 140 168 120.0
物理学科 180 220 122.2
化学科 140 149 106.4
生物学科 80 94 117.5
地質科学科 100 112 112.0
自然環境科学科 120 137 114.2
第３年次編入学学部共通（外数） 20

医学部 1,270 1,289 101.5
医学科 590 613 103.9
保健学科 680 676 99.4

歯学部 340 348 102.4
歯学科 300 308 102.7
口腔生命福祉学科 40 40 100.0

新潟大学

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人） （％）

工学部 1,960 2,300 117.3
機械システム工学科 352 414 117.6
電気電子工学科 292 379 129.8
情報工学科 256 296 115.6
福祉人間工学科 200 243 121.5
化学システム工学科 312 377 120.8
建設学科 312 358 114.7
機能材料工学科 196 233 118.9
第３年次編入学学部共通（外数） 40

農学部 640 709 110.8
農業生産科学科 220 243 110.5
応用生物化学科 200 232 116.0
生産環境科学科 200 234 117.0
第３年次編入学学部共通（外数） 20

学士課程合計 9,590 10,815 112.8

教育学研究科 74 84 113.5
学校教育専攻（修士課程） 20 29 145.0
教科教育専攻（修士課程） 54 55 101.9

保健学研究科 40 60 150.0
保健学専攻（修士課程） 40 60 150.0

現代社会文化研究科 140 167 119.3
現代文化論専攻（修士課程） 30 37 123.3
共生社会論専攻（修士課程） 40 46 115.0
社会文化論専攻（修士課程） 30 41 136.7
現代マネジメント専攻（修士課程） 40 43 107.5

自然科学研究科 994 947 95.3
自然構造科学専攻（修士課程） 128 132 103.1
材料生産システム専攻（修士課程） 272 288 105.9
生命・食料科学専攻（修士課程） 150 124 82.7
環境共生科学専攻（修士課程） 160 125 78.1
数理・情報電子工学専攻 修士課程 220 214 97.3（ ）
人間支援科学専攻（修士課程） 64 64 100.0

医歯学総合研究科 40 52 130.0
医科学専攻（修士課程） 40 52 130.0

修士課程合計 1,288 1,310 101.7
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人） （％）

現代社会文化研究科 52 119 228.8
人間形成文化論専攻（博士課程） 8 19 237.5
地域社会形成論専攻（博士課程） 16 16 100.0
国際社会形成論専攻（博士課程） 16 14 87.5

(従前の専攻)
日本社会文化論専攻（博士課程） 6 34 566.7
国際社会文化論専攻（博士課程） 6 36 600.0

自然科学研究科 265 303 114.3
自然構造科学専攻（博士課程) 34 26 76.5
材料生産システム専攻（博士課程） 38 39 102.6
生命・食料科学専攻（博士課程） 34 36 105.9
環境共生科学専攻（博士課程） 30 21 70.0
情報理工学専攻（博士課程） 42 35 83.3

(従前の専攻)
エネルギー基礎科学専攻 博士課程 17 19 111.8（ ）
材料生産開発科学専攻（博士課程） 18 31 172.2
生物圏科学専攻（博士課程） 18 35 194.4
環境管理科学専攻（博士課程） 18 35 194.4
情報理工学専攻（博士課程） 16 26 162.5

医歯学総合研究科 488 487 99.8
分子細胞医学専攻（博士課程） 100 82 82.0
生体機能調節医学専攻（博士課程） 164 203 123.8
地域疾病制御医学専攻（博士課程） 64 51 79.7
口腔生命科学専攻（博士課程） 160 151 94.4

博士課程合計 805 909 112.9

実務法学研究科 120 121 100.8
実務法学専攻（専門職学位課程） 120 121 100.8

専門職学位課程合計 120 121 100.8

養護教諭特別別科 50 49 98.0

教育人間科学部
附属新潟小学校 学級数 15 528 505 95.6
（うち複式学級3）
附属長岡小学校 学級数 12 480 431 89.8
附属新潟中学校 学級数 9 360 356 98.9
附属長岡中学校 学級数 9 360 356 98.9
附属養護学校 学級数 9 60 63 105.0

ちう
小学部 18人 学級数（複式学級）3
中学部 18人 学級数 3
高等部 24人 学級数 3

附属幼稚園 学級数 3 90 66 73.3

新潟大学
○ 計画の実施状況等

本学の学生数は，学部・大学院ともに全体として適正な範囲と考えられる。
， ， ， ，人文学部 法学部 工学部において収容定員を ％以上超えているが これは15

入学辞退者の動向による入学定員確保の措置や，語学研修等を目的とした外国留
学や学費納入困難，進路再考などの休学者が含まれていることによる。入学者定
員確保については，平成 年度まで前期日程・後期日程それぞれに入学定員を確15
保していたため，入学辞退者が予想より少なかったことが影響している。なお，
平成 年度からは，前期日程・後期日程を併せて定員確保を行う方式に改めると16
ともに，事前に受験生の動向を予測し，超過する人数を少なくするよう講じてい
る。また，休学者については，きめ細かな個別指導等の対応を講じているところ
であるが，人文学部・法学部では外国留学を積極的に支援していることも影響し
ている。
保健学研究科，医歯学総合研究科については，入学辞退者の動向による入学定

員確保の措置や，一定基準以上の能力を有する学生・社会人を受け入れたことに
より収容定員を超えている。また，現代社会文化研究科については，留学生・社
会人学生を中心に標準修業年限を超えていることによる。なお，各研究科におい
ては，教育研究の指導体制を整備し，学生の履修に支障が生じないよう万全を期
している。




